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決 算 の 概 要 



決 算 の 概 要 

１ 概 要（一般会計） 

令和３年度は、引き続き厳しい財政状況が続く中、将来に過度の財政負担を残さない計画的で

持続可能な財政運営を進めつつ、感染拡大防止対策や社会経済活動の維持・回復に向けた新型コ

ロナウイルス感染症対策に積極的に取り組むとともに、昨年10月に策定した「『みんなでつくる

せとうち田園都市・香川』実現計画」の基本目標である「せとうち田園都市の確かな創造」の実

現に向け、人口減少問題克服・地域活力向上対策をはじめ、デジタル化の加速等の社会変革への

対応や国の補正予算を活用した防災・減災対策に取り組んだ結果、歳入・歳出ともに４年連続し

て前年度の決算額を上回った。 

実質収支は、67億４百万円の黒字となり、前年度に比べ28億74百万円減少したが、令和２年

度は新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国への返還分が含まれていたことから、そ

の要因を除くと、令和３年度の実質収支は前年度に比べ５億52百万円の増加となった。 

 

 〔決算規模〕 

 歳入総額、歳出総額は､ともに対前年度比増加  

     歳入 5,496億17百万円     （２年度 5,210億73百万円 対前年度比 ＋5.5%） 

     歳出 5,360億１百万円     （２年度 5,073億13百万円 対前年度比 ＋5.7%） 

 〔決算収支〕 

 実質収支は黒字  

(1)実質収支   67億４百万円の黒字  ※形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額 

(2)単年度収支    28億74百万円の赤字  ※実質収支から前年度の実質収支（剰余金）を控除した額 

 

 

歳入総額  5,496億17百万円 

 

 

 

                                    形式収支136億16百万円 

 令和３年度の決算収支                            ［単位：百万円，％］ 

区  分 
令和３年度 
決算見込額 

令和２年度 
決 算 額 

増減額 増減率 

歳入総額        Ａ 
歳出総額        Ｂ 
形式収支        Ｃ（Ａ－Ｂ） 
繰り越すべき財源    Ｄ 
実質収支        Ｅ（Ｃ－Ｄ） 
単年度収支(Ｅ-前年度実質収支) 
実質単年度収支 

549,617 
536,001 
13,616 
6,912 
6,704 

▲2,874 
1,919 

521,073 
507,313 
13,760 
4,182 
9,578 
4,513 
4,329 

28,544 
28,688 
▲144 
2,730 

▲2,874 
▲7,387 
▲2,410 

5.5 
5.7 

▲1.0 
65.3 

▲30.0 
‐ 
‐ 

  ※ 実質単年度収支：一般財源の年度間調整の役割を持つ財政調整基金への積立金48億23百万円を 
黒字要因とみなし、財政調整基金の取崩額30百万円を赤字要因とみなして、 
これらを単年度収支から控除した額 
 
 

 

歳出総額  5,360億1百万円 
実質収支 

67億4百万円 
 



２ 歳 入（一般会計） 

（１）県税 

県税収入は、1,298億67百万円で対前年度比4.1％（51億12百万円）の増になった。 

これは、輸入額の増加による貨物割の増や、令和元年10月税率引上げ影響の通年化による譲渡

割の増に伴う地方消費税が増加したことなどによる。 

 

（２）地方消費税清算金 

地方消費税清算金は、468億41百万円で対前年度比8.7％（37億40百万円）の増になった。 

   これは、全国的な地方消費税の増に伴う清算金が増加したことなどによる。 

 

（３）地方交付税 

地方交付税は、1,336億40百万円で対前年度比15.1％（174億90百万円）の増になった。 

   これは、国の補正に伴う追加交付等による普通交付税が増加したことなどによる。 

 

（４）国庫支出金 

国庫支出金は、985億７百万円で対前年度比7.0％（64億14百万円）の増になった。 

これは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が増加したことなどによる。 

 

（５）県債 

県債は、466億１百万円で対前年度比8.2％（41億87百万円）の減になった。 

   これは、臨時財政対策債が、187億円で対前年度比10.7％（18億円）増加したが、臨時財政対

策債を除く県債が、279億１百万円で対前年度比17.7％（59億87百万円）減少したことによる。 

 

対年度比

３／２

％ ％ ％

252,973,693 46.0 245,672,561 47.1 103.0

129,867,229 23.6 124,755,311 23.9 104.1

46,840,790 8.5 43,100,774 8.3 108.7

2,877,114 0.5 2,599,944 0.5 110.7

5,958,903 1.1 6,009,308 1.1 99.2

895,422 0.2 874,636 0.1 102.4

82,459 0.0 121,917 0.0 67.6

5,098,918 0.9 8,090,106 1.6 63.0

13,759,747 2.5 10,265,388 2.0 134.0

47,593,111 8.7 49,855,177 9.6 95.5

296,643,554 54.0 275,400,247 52.9 107.7

16,971,601 3.1 15,399,661 3.0 110.2

613,882 0.1 645,183 0.1 95.1

133,640,181 24.3 116,150,222 22.3 115.1

310,050 0.1 324,612 0.1 95.5

98,506,840 17.9 92,092,569 17.7 107.0

46,601,000 8.5 50,788,000 9.7 91.8

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 18,700,000 3.4 16,900,000 3.2 110.7

549,617,247 100.0 521,072,808 100.0 105.5

346,943,733 63.1 319,275,763 61.3 108.7

202,673,514 36.9 201,797,045 38.7 100.4

県 債

一 般 財 源

特 定 財 源

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

      （単位：千円）

内
訳

自 主 財 源

依 存 財 源

合 計

区 分 ２ 年 度 決 算 額３年度決算見込額

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金



３  歳 出（一般会計） 

（１）目的別経費 

 一般会計の歳出について目的別に見ると、商工費が715億61百万円で対前年度比31.0％（169

億14百万円）の増になった。これは、香川県営業時間短縮協力金の増加（155億69百万円）な

どによる。 

 衛生費は、371億85百万円で対前年度比4.4％（15億63百万円）の増になった。これは、入

院医療機関病床確保事業の増加（58億51百万円）などによる。 

総務費は、431億69百万円で対前年度比25.6％（88億2百万円）の増になった。これは、今

後の県債償還や地方交付税の精算に備えた積立金の増加（93億円）などによる。 

一方、民生費は、725億87百万円で対前年度比0.1％（86百万円）の減になった。これは、生

活福祉資金貸付事業は増加（14億95百万円）したが、福祉サービス事業所等感染症対策強化事

業の減少（16億69百万円）などによる。 

土木費は、496億94百万円で対前年度比7.7％（41億60百万円）の減になった。これは、香

東川総合開発事業（椛川ダム）の減少（23億50百万円）などによる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対年度比

３／２

％ ％ ％

1,113,468 0.2 1,132,017 0.2 98.4

43,169,190 8.1 34,367,405 6.8 125.6

72,586,874 13.5 72,672,682 14.3 99.9

37,185,349 6.9 35,622,049 7.0 104.4

1,122,896 0.2 1,164,412 0.2 96.4

18,555,547 3.5 20,750,002 4.1 89.4

71,561,160 13.4 54,647,601 10.8 131.0

49,694,069 9.3 53,854,035 10.6 92.3

25,365,136 4.7 24,975,567 4.9 101.6

91,655,077 17.1 89,149,934 17.6 102.8

99,687 0.0 154,377 0.0 64.6

60,035,112 11.2 59,818,332 11.8 100.4

63,857,652 11.9 59,004,648 11.7 108.2

536,001,217 100.0 507,313,061 100.0 105.7

      （単位：千円）

区 分 ３年度決算
見込額 ２ 年 度 決 算 額

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

合 計



（２）性質別経費 

一般会計の歳出について性質別に見ると、まず、義務的経費は、1,924億43百万円で対前年度

比0.2％（３億62百万円）の増となり、歳出全体に占める割合は35.9％で、前年度より2.0ポ

イント減少した。このうち、人件費は、1,223億69百万円で前年度と比べ0.3％（４億14百万

円）減少し、公債費は、600億13百万円で前年度と比べ0.4％（２億29百万円）増加した。 

次に、投資的経費は、前年度と比べ、普通建設補助事業費は8.1％（34億71百万円）減少し、

普通建設単独事業費は17.8％（31億90百万円）増加し、災害復旧事業費を含めた投資的経費全

体では、651億55百万円で対前年度比1.9％（12億60百万円）の減となり、歳出全体に占める

投資的経費の割合は12.1％で、前年度より1.0ポイント減少した。 

この他、補助費等は1,873 億 13 百万円で対前年度比13.0％（214 億 82 百万円）の増となっ

た。これは、新型コロナウイルス感染症対策等の補助費等の増加などによる。また、積立金は179

億69百万円で対前年度比59.9％（67億34百万円）の増となった。これは、今後の県債償還や

地方交付税の精算に備えた積立金の増加などによる。 

 

 

 

 

 

対年度比

3／2

％ ％ ％

192,443,167 35.9 192,081,576 37.9 100.2

 122,368,692 22.8 122,782,548 24.2 99.7

退 職 手 当 を 除 く 人 件 費 109,909,425 20.5 111,411,843 22.0 98.7

退 職 手 当 12,459,267 2.3 11,370,705 2.2 109.6

 10,061,071 1.9 9,515,039 1.9 105.7

 60,013,404 11.2 59,783,989 11.8 100.4

65,154,717 12.1 66,414,783 13.1 98.1

 64,905,085 12.1 66,108,414 13.0 98.2

 補 助 事 業 費 39,638,900 7.4 43,110,371 8.5 91.9

  単 独 事 業 費 21,120,316 3.9 17,930,269 3.5 117.8

 国 直 轄 事 業 負 担 金 3,565,187 0.7 4,491,888 0.9 79.4

 受 託 事 業 費 580,682 0.1 575,886 0.1 100.8

 249,632 0.0 306,369 0.1 81.5

278,403,333 52.0 248,816,702 49.0 111.9

22,330,600 4.2 19,924,234 3.9 112.1

5,721,841 1.1 6,294,469 1.2 90.9

187,313,285 34.9 165,831,587 32.7 113.0

17,968,842 3.4 11,235,125 2.2 159.9

466 0.0 958 0.0 48.6

38,545,651 7.2 38,567,221 7.6 99.9

6,522,648 1.2 6,963,108 1.4 93.7

536,001,217 100.0 507,313,061 100.0 105.7合 計

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

繰 出 金

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

災 害 復 旧 事 業 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

      （単位：千円）

区 分 ３年度決算見込額 ２ 年 度 決 算 額

貸 付 金

そ の 他 の 経 費

物 件 費



４ 一般会計決算の概要及び推移

(単位：百万円）

444,462 447,338 448,897 442,740 470,419 472,403 465,097 467,982 469,090 521,073 549,617

431,854 434,245 436,899 433,106 458,700 461,746 456,351 458,064 458,824 507,313 536,001

12,608 13,093 11,998 9,634 11,719 10,657 8,746 9,918 10,266 13,760 13,616

繰 越 明 許 費

事 故 繰 越 し

6,739 7,094 6,288 3,744 7,430 5,977 4,912 4,180 5,065 9,578 6,704

679 355 ▲ 806 ▲ 2,544 3,686 ▲ 1,453 ▲ 1,065 ▲ 732 885 4,513 ▲ 2,874

令和３

6,912

平成28

4,680

令和２

4,182

令和元

5,201

平成26

5,890

平成29

3,834

平成30

5,738

単 年 度 収 支 額
（ 本 年 度 （ Ｅ ） － 前 年 度 （ Ｅ ） ）

実 質 収 支 額 Ｃ － Ｄ ＝ Ｅ

財 源 充 当 額 Ｄ

年    度

区   分

歳 入 決 算 額 Ａ

歳 出 決 算 額 Ｂ

形 式 収 支 額 Ａ － Ｂ ＝ Ｃ

5,869 5,999

平成27

4,289

平成24 平成25

5,710

平成23



５ 特別会計決算の概要

（単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額 形式収支額 繰越事業充当財源 実質収支額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 207,235           67,114            140,121           140,121           

中 小 企 業 高 度 化 資 金 125,367           119,140           6,227             6,227             

臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 4,116,221         4,115,540         681               681               

集 中 管 理 93,217,758        93,209,514        8,244             8,244             

証 紙 2,693,120         2,481,926         211,194           211,194           

栗 林 公 園 311,676           311,676           

吉 野 川 総 合 開 発 香 川 用 水 建 設 事 業 487,654           487,654           

番 の 州 地 区 臨 海 工 業 用 土 地 造 成 事 業 189,787           189,787           

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 47,644            10                47,634            47,634            

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 125,638           33                125,605           125,605           

駐 車 場 事 業 385,920           382,066           3,854             3,854             

内 陸 工 業 団 地 造 成 事 業 41,428            41,428            

県 立 大 学 825,809           825,809           

奨 学 金 502,286           491,487           10,799            10,799            

県 債 管 理 91,130,687        91,130,687        

国 民 健 康 保 険 事 業 103,532,396       100,434,068       3,098,328         3,098,328         

会 計 別



 

 

 

 

 

 

 

政 策 部 



１．部総括表 部名：政策部
（単位：千円）

883,186 832,329 50,857

(13,064) (13,062) (2)

370,306 335,757 34,549

76,670,697 76,534,175 136,522

1,437,815 1,395,170 20,098 22,547

(515,457) (502,244) (13,213)

2,606,868 1,990,319 569,826 46,723

372,272 344,982 27,290

125,832 119,578 6,254

(91,744) (88,788) (2,956)

1,452,003 1,380,795 25,000 46,208

312,352 308,856 3,496

532,990 430,847 100,000 2,143

1,281,723 1,242,010 39,713

273,548 273,101 447

1,125,707 1,113,468 12,239

131,268 129,693 1,575

(620,265) (604,094) (16,171)

87,576,567 86,431,080 714,924 430,563

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

デジタル戦略課

1-11 情報システム課

1-9

1-13

1-14

部計

議会事務局

監査委員事務局

瀬戸内国際芸術
祭推進課

1-12 出納局

1-10

1-4

1-5

1-7

1-8

1-6

番号

1-1

1-2

1-3

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

政策課

地域活力推進課

予算課

自治振興課

水資源対策課

男女参画・県民
活動課

文化振興課

統計調査課



２．課総括表 課名：政策課
（単位：千円）

171,065 166,004 5,061

460,886 424,098 36,788

165,776 165,506 270

11,998 8,295 3,703

73,461 68,426 5,035

883,186 832,329 50,857

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：政策課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(2) 16 2 (2) 18

(6) 11 2 (6) 13

(8) 27 4 (8) 31

本課・出先名称 備　　　考

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（ ）外書きにより記載。

事業執行状況

1-1-1
東京事務所運営
費

東京事務所の運営に要する経費
給料59,848、職員手当等56,027、
共済費25,950

1-1-2
政策立案推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-1-2）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-1-3 政策課運営費
政策課の運営に要する経費
給料78,216、職員手当等51,635、
共済費30,209

1-1-4
政策部運営事務
費

政策部の運営に要する経費

1-1-5
大学生等奨学事
業繰出金

主要施策の成果の概要
（1-1-5）に記載

課計

政策課 全国知事会へ派遣１名

東京事務所 派遣職員６名　

合計



課名：政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

政策立案推進事業（１－１－２） 

１．趣旨・概要 

せとうち田園都市の確かな創造をめざして、人口減少や

中枢拠点機能の強化等、県政を取り巻く様々な課題の解決

に向けて、調査研究や各種取組みを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）政策立案推進事業（411,910千円）  

①次期総合計画策定事業（3,827千円） 

令和３年度からの県政運営の基本指針となる次期総

合計画の策定に向け、有識者等との懇談会を開催する

など幅広く意見を聴取したうえで、次期総合計画「『み

んなでつくるせとうち田園都市・香川』実現計画」を

策定した。 

 

②次期総合計画推進事業等（3,660千円） 

有識者等との懇談会を開催し、施策評価の結果をも

とに、令和２年度までの５年間が計画期間であった

「新・せとうち田園都市創造計画」の進捗状況につい

て意見交換を行うとともに、県の主要事業やイベント

等を紹介する「香川県の主要事業のあらまし」の作成

等を行った。 

 

③ふるさと想起・さぬきＰＲ推進事業（16,904千円） 

ふるさと納税「ガンバレさぬき応援寄付」について、

より効果的にＰＲするとともに、ふるさと香川への思

いを喚起するきっかけとするため、寄付をいただいた

方に対し、県産品等を贈呈した。 

 

④奨学金を活用した大学生等の地方定着促進事業 

（5,996千円） 

本県の産業を担う人材を確保するとともに、これら

の者が県内に定着することを促進するため、大学生等

を対象とした日本学生支援機構の無利子奨学金を活用

して、その返還を支援する事業を実施するため、奨学

金特別会計に経費を繰出した。 

 

⑤東京讃岐会館等東京地区県有資産利活用推進事業 

（8,920千円） 

東京讃岐会館を含む三田小山町西地区において、第

一種市街地再開発事業が進展しているのに併せて、東

京地区における県有資産の有効な利活用を図るための

取組み等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 10 月に議会の議決を経て

「『みんなでつくるせとうち田園都市・

香川』実現計画」を策定し、県のホーム

ページや冊子を活用して県民等への周

知を図った。 

 

 

有識者等との懇談会での意見につい

ては、施策評価結果とあわせて、事務事

業の見直しの参考とした。「香川県の主

要事業のあらまし」については、東京・

大阪事務所、県の出先機関等で配布し、

県の事業に対する理解の促進と県の魅

力のＰＲに役立てた。 

 

令和３年度「ガンバレさぬき応援寄

付」受入実績は2,327件、38,478千円と

なった。 

 

 

 

返還支援の対象者の募集を行い、令和

４年度に大学等へ進学・進級する 23 名

について返還支援の対象者とした。 

 また、令和３年度に支援条件を満たし

た対象者５名に対して奨学金特別会計

から総額1,260千円の返還支援を実施し

た。 

 

再開発組合と権利床の確保や権利変

換に伴う金銭給付額等について具体的

な協議を進め、令和４年２月議会定例会

において、財産処分の議決を得た。 

 

 

 

 



課名：政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

⑥飲食店感染防止対策認証制度推進事業（372,603千円） 

感染症対策に関して県が定める認証基準を満たす飲

食店の認証制度「かがわ安心飲食店認証制度」を設け

るとともに、当該認証取得に必要な経費を支援し、感

染拡大防止の取組みを推進した。 

 

（２）広域自治体連携推進事業（12,188千円） 

①県・市町広域連携推進事業（154千円） 

人口減少が進む中、今後も県及び各市町が住民サー

ビスを効果的・効率的に提供するとともに、新たな課

題に対しても、より主体的に挑戦していけるよう、県

と市町、市町間の柔軟な連携を推進するため、広域連

携勉強会を開催し、各市町や庁内各課から提案のあっ

た広域連携テーマについて意見交換を行った。 

 

 

 

②地方分権改革推進事業等（8,994千円） 

地方分権改革の推進を図るため、全国知事会や四国

知事会等と連携した検討及び国への提案等を行った。 

 

③四国４県連携推進事業（3,040千円） 

四国４県で、県境を越えた広域的課題に対応すると

ともに、地域の総合力の向上や行政としての効率的対

応が期待できる交流・連携の取組みを推進した。 

 

令和３年６月に「かがわ安心飲食店認

証制度」を創設し、認証の取得に必要と

なる経費の助成（1,993 件、244,266 千

円）などにより、県下の認証店の普及促

進に取り組み、2,920件を認証した。 

 

 

当面の連携テーマとして、①デジタル

化の推進に関すること、②公共施設の効

率化に関すること、③復興事前準備の検

討について、④地域連携PHR実現に向け

た医療情報活用についての４項目に取

り組んでいくこととなり、①②について

は既存の協議会等で対応し、③④につい

ては新たにワーキンググループを設置

し意見交換を始めた。 

 

地方分権改革について、本県から１件

を提案するとともに、四国知事会を通じ

て四国各県と６件の共同提案を行った。 

 

「四国遍路の世界遺産登録の推進」ほ

か７事業について、４県が連携して実施

した。 

 

大学生等奨学事業（１－１－５） 

１．趣旨・概要 

意欲や能力が高く、経済的な理由で修学が困難な者に対

し、奨学金を貸し付けることにより修学を容易にし、安心

して子どもが育てられる環境づくりを進めるとともに、県

内における優秀な人材の確保を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）大学生等奨学事業（68,426千円） 

 大学生等への奨学金貸付事業を実施するため、奨学金

特別会計に経費を繰出し、同特別会計において、無利子

奨学金の貸付けを行った。 

 

貸付対象：県内に保護者が居住し、大学、高等専門学

校（第４・５学年）又は専修学校（専門課

程）等に在学する者で、意欲及び能力が高

く、かつ、経済的な理由により修学するこ

とが困難の者 

貸付金額：172,999千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度に新たに貸付けを開始し

た66名を加え、285名に無利子奨学金の

貸付けを行った。 

また、460 名から計 105,157 千円の返

還があり、32名に対してＵターン就職に

よる返還額の一部免除（計23,040千円）

を行った。 

 



２．課総括表 課名：地域活力推進課
（単位：千円）

525 402 123

37,027 31,324 5,703

204,888 185,024 19,864

27,227 18,724 8,503

(13,064) (13,062) (2)

13,064 13,062 2

87,575 87,221 354

(13,064) (13,062) (2)

370,306 335,757 34,549

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：地域活力推進課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（1）11 2 （1）13

（1）11 2 （1）13

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（ ）外書きにより記載。

不用額

1-2-3
移住・定住促進
事業

主要施策の成果の概要
（1-2-3）に記載

1-2-4
地域づくり推進
事業

主要施策の成果の概要
（1-2-4）に記載

事業執行状況

1-2-1
政策立案推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-2-1）に記載

1-2-2
大学等魅力づく
り支援事業

主要施策の成果の概要
（1-2-2）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

1-2-5
前向きに頑張る
事業者を応援す
る総合補助事業

R2→R3繰越
5件（Bタイプ）

1-2-6
地域活力推進課
運営費

地域活力推進課職員の給与費等
給料44,087、手当等24,913
共済費17,276

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

地域活力推進課 香川大学派遣１名



課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

政策立案推進事業（１－２－１） 

１．趣旨・概要 

「第２期かがわ創生総合戦略」の着実な推進に向けて、地域の

産官学金労言等の有識者等からの意見を求めるため、懇談会を開

催した。 

 

２．具体的内容 

（１）かがわ創生総合戦略推進事業（402千円） 

令和２年３月に策定した「第２期かがわ創生総合戦略」の推

進に向けて、地域の産官学金労言等の有識者からの意見を求め

るため、懇談会を開催するなど、関係者と連携を図りながら、

同戦略の推進に向けて取り組んだ。 

 

令和３年11月に、第２期かがわ創生総合

戦略推進懇談会を開催し、「第２期かがわ

創生総合戦略」の着実な推進に向けて、意

見を求めるなど、総合戦略の基本目標と重

要業績評価指標の達成状況を把握し、対策

の効果を検証した。 

また、施策及び重要業績評価指標につい

て、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る社会経済情勢の変化等を踏まえた見直し

を行い、令和４年３月に「第２期かがわ創

生総合戦略」を変更した。 

 

大学等魅力づくり支援事業（１－２－２） 

１．趣旨・概要 

県内大学等の、若者から選ばれる「魅力ある大学づくり」に向

けた取組みについて支援を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）大学等の強みを生かした地域を支える大学づくり支援事業 

（31,324千円） 

①大学コンソーシアム香川の再編・機能強化及び地域を支える

大学づくりの推進（1,624千円） 

  県と県内大学等で設立した「大学コンソーシアム香川」を、

産業界や市町等を加えて再編し、新たな産学官の連携の枠組

み「大学・地域共創プラットフォーム香川」を設立した。 

今後の取組みに向け、県内高校生やその保護者、大学生、

企業、市町に地域の課題やニーズの調査を行った。 

②デジタル等を活用した大学づくり補助金（28,782千円） 

県内大学等が行うデジタル等を活用した教育環境の整備

やデジタル人材を育成するための取組みへの支援を行った。 

③大学等魅力づくり支援（918千円） 

若者の県内定着促進を図るため、大学コンソーシアム香川

において、県内大学等の情報を集約した「キャンパスガイド」

の作成、県内大学等合同進学説明会など、連携した広報活動

等に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標  

自県大学進学者の割合     （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

16.8 17.2 21.0 

 

県内大学等における関係機関との 

連携協定締結数        （件） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

313 323 423 

 

県内大学卒業生の県内就職率  （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

43.3 44.5 52.0 

 

県内大学等におけるリカレント講座の 

受講者数           （人） 

基 準 値 

(H28～R2) 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

1,185 874 1,200 
 



課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

移住・定住促進事業（１－２－３） 

１．趣旨・概要 

大都市圏等からの移住・定住の促進を図るため、市町等と連携

して、香川の魅力を積極的にＰＲするとともに、受入体制の整

備・充実に向けた取組みを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）市町連携等移住・定住促進事業（4,691千円） 

  ①香川県移住・定住推進協議会事業（4,000千円） 

市町との連携による移住フェアや、地域別に移住者交流会

等を開催し、移住者が定住できる環境整備を図った。 

②四国４県等連携等移住促進事業（691千円） 

香川の魅力を積極的にＰＲするため、近県と連携し、四国

４県移住フェア等を開催した。 

 

（２）かがわ暮らし魅力発信事業（5,348千円） 

移住専門誌や移住ポータルサイトなどを活用して、香川の魅

力や生活情報、生活スタイルを全国に向けて広く発信した。 

 

（３）ワンストップ移住相談窓口サービス提供事業（25,227千円） 

就職・移住支援センター、東京事務所、大阪事務所、ふるさ

と回帰支援センターに移住相談窓口を設けて、移住相談に対す

るワンストップサービスを提供した。 

 

（４）東京圏ＵＪＩターン就職等推進事業（7,212千円） 

   地方創生推進交付金を活用し、東京圏から本県に移住し、県

内中小企業等に就職した者に対して、移住支援金を交付した。 

 

（５）地域活性化ＵＪＩターン促進事業（43,189千円） 

  ①大都市圏ＵＪＩターン転職相談事業・県外大学訪問及び父母

会等連携事業（3,183千円） 

    東京・大阪においてＵターン転職相談会や学生向けＵター

ン就職支援セミナーを開催するとともに、県内における保護

者向けセミナーの開催などによる就職情報の提供を行った。 

  ②香川に帰ろう！協定大学Ｕターン就職促進事業 

（1,202千円） 

    就職支援協定締結校等の学生に向けて、Ｕターン就職した

ＯＢ・ＯＧが講演を行うシンポジウムを開催する等、協定校

との連携強化を図り、Ｕターン就職の促進に取り組んだ。 

  ③Ｕターン・県内就職促進情報発信・調査事業（4,150千円） 

    県外大学進学者のＵターン就職と県内大学進学者の地元

就職を促進するため、かがわ暮らしの魅力等を紹介するパン

フレットを作成し、配布を希望する学生の実家に送付した。 

 

 

 

３．指標  

県人口（各年10月１日現在）  （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

951,049 942,035 925千人 

 

人口の社会増減（暦年）       （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

▲1,381 ▲2,969 1,000人 

 

 県外からの移住者数〔累計〕   （人） 

基 準 値 

(H28～R2) 

実 績 値 

( R 3 ) 

目 標 値 

(R3～R7) 

8,951 2,780 12,400 

 

若者の社会増減（前年 10 月～当年 9月）（人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

▲1,810 ▲2,460 251 

 

県内大学卒業生の県内就職率（再掲）（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

43.3 44.5 52.0 

 

市町と連携を図りながら、「かがわ暮ら

しの魅力の情報発信」、「住まいや仕事な

どのマッチング」、「定住支援」の各施策

を総合的に実施し、これらの取組み等によ

り、令和３年度の移住者数は 2,780 人と過

去最多となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

④プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（34,654千円） 

    「プロフェッショナル人材戦略拠点」の運営を公益財団法

人かがわ産業支援財団へ委託し、県外の潜在的なＵＪＩター

ン希望者等と地域企業の求人のマッチングを促進した。 

 

（６）香川に移住！民間賃貸住宅借上げ支援事業（43,201千円） 

   香川に移住し、民間賃貸住宅に居住する場合に、市町と連携

し、家賃と礼金等の一部を助成した。 

 

（７）空き家バンク運営事業（51,440千円） 

空き家バンクへの登録を条件として、市町と連携し、空き家

の改修・家財の処分費等に対して助成するとともに、空き家バ

ンクへ登録する際に、建築士による無料の個別相談や現地確

認、助言を行った。 

 

（８）地方創生テレワークによる移住促進事業（4,716千円） 

   市町や事業者等によるサテライトオフィス等の開設を支援

するとともに、企業への情報発信を実施した。 

 

（９）定住支援サポーター設置事業 

   移住後の相談窓口となる「定住支援サポーター」を引き続き

設置するなど、移住促進施策との相互連携を図りつつ定住支援

の充実に努めた。 

 

プロフェッショナル人材戦略拠点におけ

る、民間の人材紹介事業者と連携した、企

業訪問によるニーズの掘り起こしやマッチ

ングの促進により、令和３年度の県外人材

のマッチング成約件数は49件となった。 

 

 

 

 

 移住希望者の住まいの確保を支援するた

め、関係機関と連携して、住まいに関する

相談対応を総合的に行うことにより、空き

家の成約件数（売買及び賃貸）は、平成30

年度から令和３年度までの累計で 1,656 件

となった。 

 

地域づくり推進事業（１－２－４） 

１．趣旨・概要 

魅力ある地域づくりに向けて、地域住民等が主体となった地域

づくり活動の推進に努めた。 

 

２．具体的内容 

（１）地域コミュニティ活性化支援事業（12,075千円） 

個性豊かで活力ある地域づくりを推進するため、地域づく

り団体が新たに取り組む魅力ある地域づくりに対して経費の

一部を助成するとともに、地域づくり実践者等を対象とした

研修会を開催した。 

また、県の地域おこし協力隊が中心となって、県内で地域

づくり活動に取り組む団体等の情報発信等を行った。 

 

（２）市町地域づくりモデル事業（2,574千円） 

地域活力の向上を図るため市町が取り組む先進的又はモデ

ル的な事業に対し、その経費の一部を助成した。 

 

 

 

 

 

３．指標  

県内で活動する地域おこし協力隊員数 

                (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

45 57 53 

※特別交付税ベースの人数 

 

地域運営組織の組織数     (組織) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

83 83 96 

 

 



課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（３）関係人口創出・拡大事業（1,278千円） 

小豆島において、地元自治体・NPO法人・企業・大学等と連

携し、関係人口創出に係る実証事業として、県外の企業と小

豆島内事業者が連携し、地域課題に向けた意見交換を行った。

また、市町の地域コミュニティ担当者向けに関係人口に係る

勉強会を開催し、効果的な関係人口創出に向けた理解醸成を

図った。 

 

（４）過疎地域対策事業（450千円） 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法により指

定された市町における、地域資源を活用し過疎地域の持続的発

展を図る取組みを支援した。 

 

（５）離島活性化推進等事業（2,347千円） 

   各島の魅力を広く情報発信するフェアやワークショップを

開催するとともに、離島情報誌へ県内離島への移住体験等の特

集記事を掲載する等、積極的な情報発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２．課総括表 課名：予算課
（単位：千円）

174,625 171,037 3,588

16,428,658 16,427,359 1,299

55,669,553 55,669,552 1

4,285,020 4,244,519 40,501

62,841 21,708 41,133

50,000 50,000

76,670,697 76,534,175 136,522

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：予算課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

21 21

21 21

事業執行状況

1-3-1 予算課運営費
予算課の運営に要する経費等
給料80,447、職員手当等49,698、
共済費32,449

1-3-2 予算調整事業費
予算調整にかかる事務等に要する
経費
基金積立金16,419,547

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-3-3 元金（公債費）
一般会計県債の償還元金

1-3-4 利子（公債費）
一般会計県債の利子及び一時借入
金の利子

1-3-5 公債諸費
県債の借入及び償還事務等に要す
る経費

1-3-6 予備費

課計

本課・出先名称 備　　　考

予算課

合計



２．課総括表 課名：自治振興課
（単位：千円）

74,836 74,046 790

21,883 1,484 20,098 301

74,435 74,389 46

55,397 54,829 568

1,713 1,575 138

262,931 262,737 194

10,293 10,293

3,436 2,903 533

6,114 5,153 961

370,536 370,536

27,324 27,096 228

3,964 3,683 281

519,077 500,731 18,346

5,876 5,715 161

1,437,815 1,395,170 20,098 22,547

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：自治振興課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

  [1]（17）19 [6]       7 [7]（17）26

[1] （2）８ 7 [1] （2）15

[2]（19）27 [6]      14 [8]（19）41

 小豆総合事務所総務課

合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（ ）外書きにより記載。

事業執行状況

1-4-1
小豆総合事務所
運営費

小豆総合事務所の運営に要する経
費　給料28,013、職員手当等
20,638、共済費10,398

1-4-2
小豆総合事務所
自家発電設備修
繕等事業

小豆総合事務所自家発電設備の基
礎上げと修繕に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-4-3
香川県権限移譲
等交付金事業

県の権限の市町への移譲等に伴う
交付金

1-4-4
住民基本台帳
ネットワークシ
ステム運営事業

住民基本台帳ネットワークシステ
ムの運営に要する経費

1-4-5
マイナンバー
カード普及促進
事業

主要施策の成果の概要
（1-4-5）に記載

1-4-6
自治振興課運営
費

自治振興課の運営に要する経費
給料114,088、職員手当等
72,099、共済費41,471

1-4-7 市町職員研修費
市町職員の研修に要する経費

1-4-8
市町行財政税務
連絡調整費

市町行財政等の連絡調整等に要す
る経費

1-4-9 市町振興費
市町の行財政運営等の支援に要す
る費用

1-4-10
市町村振興宝く
じ交付金

主要施策の成果の概要
（1-4-10）に記載

1-4-11
選挙管理委員会
費

県選挙管理委員会の運営に要する
経費　給料12,608、職員手当等
6,693、共済費4,135、委員報酬
3,276

1-4-12 選挙啓発費
選挙常時啓発事業等の推進に要す
る経費

1-4-13
衆議院議員選挙
費

主要施策の成果の概要
（1-4-13）に記載

1-4-14
最高裁判所裁判
官国民審査費

最高裁判所裁判官国民審査（令和
３年10月31日執行）に要する経費

自治振興課
市町派遣職員17名、選挙管理委員会事務局併任
職員２名、休職１名

課計

本課・出先名称 備　　　考



課名：自治振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

マイナンバーカード普及促進事業（１－４－５） 

１．趣旨・概要 

デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードが令和４

年度末にはほぼ全県民に行き渡ることを目指し、マイナン

バーカード普及促進の取組みを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）マイナンバーカード普及促進事業（1,575千円） 

   マイナンバーカードの交付申請を促す広報を実施する

とともに、申請機会の拡大を図るため市町と合同で出張

申請会場を設置した。 

 

  

 新聞広告や啓発グッズの配布による

広報を実施したほか、市町と合同で丸亀

町商店街に出張申請会場を設置したこ

とにより、マイナンバーカードの交付枚

数率の向上に寄与した。 

  

 

 

 

 

市町村振興宝くじ交付金（１－４－１０） 

１．趣旨・概要 

市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ等）及び新市

町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ等）の収益金

等の全額 370,536 千円を、市町の財源等として活用するた

め（公財）香川県市町村振興協会に交付した。 

 

２．具体的内容 

（１）収益金等の内訳 

令和３年度収益金  341,606千円 

令和２年度時効金   28,930千円 

 

（２）（公財）香川県市町村振興協会の事業 

県からの交付金を受け入れ、市町が公共事業等を行う

ための地方債資金等として活用したほか、市町に交付金

として配分した。 

 

県から（公財）香川県市町村振興協会

へ交付したサマージャンボ宝くじ収益

金等217,756千円は市町への低利の地方

債資金等として活用され、また、ハロウ

ィンジャンボ宝くじ収益金等は全額

152,780 千円が市町に配分され、市町の

一般財源として活用された。 

 

衆議院議員選挙費（１－４－１３） 

１．趣旨・概要 

  衆議院議員総選挙（令和３年10月 31日執行）の管理執 

行を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）衆議院議員選挙立会人等報酬（316千円） 

   衆議院議員総選挙における選挙立会人等に対する報酬

を支出した。 

 

（２）職員給与費（衆議院議員選挙）（7,450千円） 

   衆議院議員総選挙の執行に要する人件費を支出した。 

 

（３）衆議院議員選挙事務費（37,596千円） 

   衆議院議員総選挙の執行に要する事務費を支出した。 

 

 

 

関係法令に従い、衆議院議員総選挙

（令和３年10月 31日執行）の適正な管

理執行を行った。 

 

 



課名：自治振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（４）選挙公営負担金（73,157千円） 

   候補者が行う選挙運動に要する経費の公費負担を行っ

た。 

 

（５）市町交付金（衆議院議員選挙）（377,388千円） 

   市町が行う選挙事務に要する経費を交付した。 

 

（６）不在者投票特別経費（4,824千円） 

   指定施設等における不在者投票に要した経費の公費負

担を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２．課総括表 課名：水資源対策課
（単位：千円）

(515,457) (502,244) (13,213)

1,842,354 1,236,050 569,826 36,478

716 716

759,793 749,888 9,905

307 42 265

698 623 75

3,000 3,000

(515,457) (502,244) (13,213)

2,606,868 1,990,319 569,826 46,723

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：水資源対策課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

9 （85）1 （85）10

9 （85）1 （85）10

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（ ）外書きにより記載。

1-5-5
水道法施行等指
導事業

水道法施行等指導事務費

事業執行状況

1-5-1
水資源対策の推
進

主要施策の成果の概要
（1-5-1）に記載

1-5-2
全国水利用動態
調査費

国からの委託による水資源対策に
関する資料の収集整理に要する経
費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-5-3
水資源対策課運
営費

1-5-4
かがわ水循環社
会形成事業

水の有効利用の促進と節水意識の
高揚を図るための取組み検討に要
する経費

水資源対策課の運営等に要する経
費　給料380,241、職員手当等
235,215、共済費129,914

1-5-6
早明浦ダム災害
復旧費負担金

早明浦ダムの災害復旧工事に対す
る負担金

課計

本課・出先名称 備　　　考

水資源対策課 香川県広域水道企業団派遣85名

合計



課名：水資源対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

水資源対策の推進（１－５－１） 

１．趣旨・概要 

  安心して暮らせる水循環社会の確立をめざして安全な水

の安定的供給に資する事業など総合的な水資源対策を推進

した。 

 

２．具体的内容 

（１）香川用水水源の森保全事業（26,046千円） 

香川用水の水源地域である吉野川上流域の森林の水源

かん養機能を保持するため、高知県嶺北地域で行われた

森林の除間伐等に対し助成した。 

 

（２）香川用水の水源巡りの旅事業（1,003千円） 

香川用水や水資源の重要性についての認識を深めると

ともに、水源地域との交流を促進するため、中学１年生

が早明浦ダム等の香川用水関連施設を見学する学校行事

等を支援した。 

 

（３）水道施設整備事業（1,208,179千円） 

新たな水道水源を確保するためのダム開発や老朽化し

た水道施設の更新・耐震化など、香川県広域水道企業団

が行う水道施設整備事業に対し助成を行った。 

①水道水源開発施設整備事業（107,599千円） 

②生活基盤施設耐震化等交付金事業（1,099,429千円） 

③市町水道渇水対策事業（1,151千円） 

 

（４）節水型街づくり推進事業（822千円） 

水の有効利用を図るため、要綱に基づき雑用水利用施

設の設置指導を行うとともに、県民の節水意識を高める

ため、節水型街づくり推進協議会を通じて各種啓発活動

を実施した。 

 

３．指標  

県内上水道施設（基幹的な水道管）の 

耐震管率          （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

23.3 23.9 33 

 

普段の生活で節水している人の割合 

            （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

80.6 80.6 84以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：統計調査課
（単位：千円）

188,957 185,201 3,756

160,076 138,243 21,833

17,377 16,780 597

1,433 1,433

1,056 782 274

3,373 2,543 830

372,272 344,982 27,290

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：統計調査課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

26 2 28

26 2 28

事業執行状況

1-6-1 統計調査総務費
統計専任職員の給与費及び事務費
等　給料95,913、職員手当等
49,797、共済費30,630

1-6-2 人口経済統計費
総務省所管基幹統計調査等に要す
る経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-6-3 労働統計費
厚生労働省所管基幹統計調査に要
する経費

1-6-4 農林水産統計費
農林水産省所管基幹統計調査委託
費の精算に伴う返還金

1-6-5 教育統計費
文部科学省所管基幹統計調査に要
する経費

1-6-6 地方統計費
県単独調査、統計資料作成に要す
る経費

合計

課計

本課・出先名称 備　　　考

統計調査課



２．課総括表 課名：男女参画・県民活動課
（単位：千円）

41,598 38,166 3,432

54,989 54,704 285

12,342 11,160 1,182

16,903 15,548 1,355

125,832 119,578 6,254

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：男女参画・県民活動課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

7 2 9

7 2 9

事業執行状況

1-7-1
共助の社会創造
事業

主要施策の成果の概要
（1-7-1）に記載

1-7-2
男女参画・県民
活動課運営費

男女参画・県民活動課の運営に要
する経費　給料28,451、職員手当
等15,749、共済費9,857

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-7-3
男女共同参画社
会形成促進事業

主要施策の成果の概要
（1-7-3）に記載

1-7-4
女性活躍促進事
業

主要施策の成果の概要
（1-7-4）に記載

課計

本課・出先名称 備　　　考

男女参画・県民活動課

合計



課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
共助の社会創造事業（１－７－１） 

１．趣旨・概要 

  地域団体活動やボランティア・ＮＰＯ活動の促進、県

民・ＮＰＯとの協働の推進、共助意識の啓発など、「共助

の社会」の実現に向けての取組みを進めた。 

 

２．具体的内容 

（１）共助の社会きっかけづくり事業（78千円） 

ホームページ「かがわ共助のひろば」や総合受付窓

口「ＮＰＯネットワークプラザ」の運営等により、ボ

ランティアやＮＰＯの活動情報等を収集・発信し、共

助の社会づくりについて普及啓発事業を行った。 

 

（２）共助の社会ひろがりづくり事業（77千円） 

①ボランティア・ＮＰＯ活動促進事業 

優れたボランティア活動に対する顕彰を行い、受

賞活動を広く周知した。 

  ②ボランティア・ＮＰＯ協働推進事業 

    行政とＮＰＯとの協働を進めるため、意見交換会

を開催した。 

 

（３）ＮＰＯ法人運営のためのステップアップ事業 

（435千円） 

ＮＰＯ法人の運営を支援するため、相談窓口を開設

し、さまざまな相談に対応するとともに、公認会計士

の派遣を行った。 

 

（４）災害ボランティア等との連携強化事業（264千円） 

被災地において、災害ボランティアが効率的かつ効

果的に活動するため、行政、社会福祉協議会等関係機

関と災害時の情報共有のための訓練を実施した。 

 

（５）ＮＰＯ法人活動促進事業（405千円） 

①ＮＰＯ法人認証等事業 

ＮＰＯ法人の設立認証及び設立後の指導監督を 

行った。 

②認定ＮＰＯ法人等認定等事業 

「認定ＮＰＯ法人」及び「特例認定ＮＰＯ法人」

の認定等に関する事務を行った。 

 

（６）ＮＰＯ基金管理運営事業（36,907千円） 

個人や企業からの寄附金を「香川県特定非営利活動

促進基金（ＮＰＯ基金）」に積み立て、これを財源とし

てＮＰＯ法人の活動資金を助成した。 

３．指標 

認定（特例認定）特定非営利活動法人数           

（法人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

８ ８ 13 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア大賞受賞者 

一般部門 ２個人 ２団体 

 

テーマ：「子どもと保護者の育ちを支援す

る地域でのつながりづくり」 

参加団体数：16団体 

 

ＮＰＯ等の相談窓口事業 48件 

専門家派遣件数    １件 

 

 

 

 

参加者：香川県、三豊市、観音寺市、香川

県社会福祉協議会、三豊市社会福祉協議

会、観音寺市社会福祉協議会、三豊ライオ

ンズクラブ、日本赤十字社香川県支部、香

川大学等 

 

①ＮＰＯ法人数（年度末） 

394法人 

 

②認定（特例認定）ＮＰＯ法人数（年度末） 

認定   ７法人 

特例認定 １法人 

 

基金登録団体数（年度末）85団体 

補助金額  

・団体指定寄附 4,514,144 円（８団体） 

・分野指定寄附 25,884,359 円（16団体） 



課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
男女共同参画社会形成促進事業（１－７－３） 

１．趣旨・概要 
「香川県男女共同参画推進条例」を基本指針として、

男女共同参画社会の形成と豊かで活力ある地域社会の

実現を目指し、「第４次かがわ男女共同参画プラン」及び

「第４次香川県配偶者暴力防止及び被害者支援計画」の

策定及び各種事業を実施した。 

 

２．具体的内容 
（１）男女共同参画社会づくり推進事業（1,367千円） 

①男女共同参画広報啓発事業 

男女共同参画週間等におけるパネル展の開催や、

新たに策定した「第４次かがわ男女共同参画プラ

ン」及び「第４次香川県配偶者暴力防止及び被害者

支援計画」の周知など、男女共同参画意識の醸成の

ための広報啓発を行った。 

②男女共同参画推進員事業 

地域で男女共同参画を推進するため、「かがわ男

女共同参画推進員」42名（各市３名、各町２名）を

配置し、推進活動を展開した。 

③配偶者暴力防止啓発事業 

啓発用リーフレット等を活用して、配偶者からの

暴力を許さない社会づくりに向けた広報・啓発を 

行った。 

④第４次かがわ男女共同参画プラン策定事業 

令和３年10月に「第４次かがわ男女共同参画プ 

ラン」及び「第４次香川県配偶者暴力防止及び被害 

者支援計画」を策定した。 

⑤男女共同参画社会づくり行動促進事業 

男女共同参画社会の実現に向け、地域や家庭にお 

ける一人ひとりの具体的な行動を促すため、新しい 

生活様式における男女共同参画セミナーを実施し

た。 

 

（２）男女共同参画相談プラザ事業（9,793千円） 

香川県社会福祉総合センター３階の「かがわ男女共

同参画相談プラザ」において、性別による差別的取扱

いなどに関する県民の悩みや相談に適切に対応する

とともに情報提供などを行った。 

 

 

３．指標 

社会全体における男女の地位について

「平等」と答えた者の割合   (％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

14.3 

（R元） 
－ 20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者等から暴力を受けた経験がある

被害者の相談先について「どこ（だれ）に

も相談しなかった」と答えた者の割合 

(％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

36.4 

（R元） 
－ 18.2 

 

男女共同参画社会づくり行動促進事業参

加者数 

31人 

 

 

かがわ男女共同参画相談プラザ相談件数 

1,508件 

（一般相談1,506件、特別相談2件） 

 

 



課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
女性活躍促進事業（１－７－４） 

１．趣旨・概要 

女性が活躍するために必要な情報を得られる環境をつ

くるとともに、セミナー等を開催して意識の啓発を行っ

た。 

 

２．具体的内容 

（１）情報発信事業（264千円） 

女性の活躍について情報を発信する特設ホームペ

ージ「かがわ女性の輝き応援団」において、県内女性

の活躍に関する情報等の幅広い発信を行った。 

 

（２）女性リーダー養成事業（1,096千円） 

政策・方針決定過程などさまざまな分野へ参画し、

リーダーとして責任を果たせる人材を養成するため、

「女性リーダー養成講座」として連続４回の講座等を

実施した。 

 

（３）男女共同参画協働事業（677千円） 

地域リーダー等の資質の向上を図るとともに、男女

共同参画の視点からの課題解決に取り組むため、特定

課題について、ＮＰＯ、地域団体等から提案のあった

事業を協働して実施した。 

 

（４）未来をつくるリケジョフェスタ in かがわ開催事業

（1,496千円） 

次代を担う理工系女性人材の裾野の拡大を図るた

め、進路の選択を行う女子中高生を対象として、女性

研究者等のトークショーを新型コロナウイルス感染

症の感染状況を考慮し、オンライン配信した。 

 

（５）性暴力被害者支援センター「オリーブかがわ」運営

事業               （12,015千円） 

女性の安全・安心対策を推進するため、性暴力被害

者支援センター「オリーブかがわ」を運営した。 

 

 

３．指標 

県の審議会等に占める女性委員の割合  

(％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

35.8 36.3 40 

 

 

 

 

女性リーダー養成事業参加者数 

36人 

 

 

 

 

 

男女共同参画協働事業参加者数 

279人 

 

 

 

 

参加申込者数 

 56人 

 

 

 

 

 

相談実績  

相談件数 515件 

付添支援    9件 

 



２．課総括表 課名：文化振興課
（単位：千円）

135,922 135,922

9,085 9,002 83

39,398 10,405 25,000 3,993

4,314 4,167 147

14,000 8,520 5,480

(3,644) (1,989) (1,655)

334,111 317,832 16,279

(67,200) (65,899) (1,301)

521,347 507,685 13,662

62,585 61,394 1,191

77,204 75,170 2,034

10,415 9,858 557

13,656 12,204 1,452

(20,900) (20,900)

25,350 24,020 1,330

4,616 4,616

200,000 200,000

(91,744) (88,788) (2,956)

1,452,003 1,380,795 25,000 46,208

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：文化振興課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

 (1) 17 [1]      3 [1] (1) 20

 (4) 24 [2] (2) 10 [2] (6) 34

[1]      3 1 [1]      4

[3]      5 [1] (3) 14 [4］(3) 19

[4] (5) 49 [4] (5) 28 [8](10) 77合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（ ）外書きにより記載。

事業執行状況

1-8-1
職員給与費
（文化振興課）

文化振興課職員の給与費
給料69,478、職員手当等41,825、
共済費24,619

1-8-2 文化芸術総務費
文化振興課の運営に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-8-3
文化芸術活動振
興事業

主要施策の成果の概要
（1-8-3）に記載

1-8-4
藝大連携美術展
開催事業

主要施策の成果の概要
（1-8-4）に記載

1-8-5
さぬき映画祭事
業

主要施策の成果の概要
（1-8-5）に記載

1-8-6 県民ホール事業
主要施策の成果の概要
（1-8-6）に記載

1-8-7
県立ミュージア
ム事業

主要施策の成果の概要
（1-8-7）に記載

1-8-8
東山魁夷せとう
ち美術館事業

東山魁夷せとうち美術館の運営等
に要する経費　給料13,990、職員
手当等8,561、共済費4,822

1-8-9 漆芸研究所事業
漆芸研究所の運営等に要する経費
給料21,879、職員手当等10,853、
共済費6,366

1-8-10
香川漆芸活性化
推進事業

主要施策の成果の概要
（1-8-10）に記載

1-8-11
世界遺産登録推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-8-11）に記載

1-8-12
新しい生活様式の
もと頑張る文化芸
術活動支援事業

主要施策の成果の概要
（1-8-12）に記載

1-8-13
県有施設の臨時
休館・休園への
対応

臨時休館に伴い影響を受けた施設
内事業者の支援に要する経費

1-8-14
香川県文化芸術
振興基金事業

文化芸術の振興のための財源を確
保するため、香川県文化芸術振興
基金へ積み立てるもの

課計

漆芸研究所

東山魁夷せとうち美術館

本課・出先名称 備　　　考

文化振興課

県立ミュージアム 育児休業１名



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

文化芸術活動振興事業（１－８－３） 

１．趣旨・概要 

本県の文化芸術の振興を図るため、文化表彰等の事業を

実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）文化表彰事業等（9,227千円） 

文化功労者２名、文化芸術選奨２名を表彰した。将来、

県の文化芸術の振興に貢献することが期待される若手

芸術家３名に文化芸術新人賞を授与するとともに、平成

29年度、令和元年度受賞者による演奏会等を開催した。

また、文化芸術振興審議会の開催等を行った。 

 

（２）「日本青少年交響楽団」香川大会開催事業 

（1,178千円） 

（公社）日本アマチュアオーケストラ連盟が本県で開

催する「日本青少年交響楽団」コンサート及びトヨタ青

少年オーケストラキャンプの支援を行った。 

新型コロナウイルス感染症の拡大のため、コンサー

ト・キャンプは中止となったが、代替としてオンライン

交流会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

文化芸術新人賞受賞者による演奏会等 

・平成29年度受賞（音楽分野１名） 

８月 29 日 レクザムホール・大ホー

ル 入場者数 292名 

・令和元年度受賞者（美術分野２名） 

２月５日～20日 香川県文化会館 

入場者数 1,063名 

 

開催日：３月27日 

 

 

 

 

藝大連携美術展開催事業（１－８－４） 

１．趣旨・概要 

東京藝術大学と連携した美術展覧会等を開催するほか

文化芸術活動を通じて地域の活性化を担う人材の育成を

図った。 

 

２．具体的内容 

（１）藝大連携美術展開催事業（4,167千円） 

東京藝術大学と連携し、「TOKYO GEIDAI ART FES BY 

AUGMENTED REALITY IN善通寺」を開催した。善通寺市

観光交流センターでのリアル展示に加え、善通寺市の街

中にＡＲ（拡張現実）スポットを設けて、まち歩きをし

ながらスマートフォン等を使って、屋外の開放的な空間

で作品を鑑賞いただくＡＲ展示を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 

リアル展示：11月６日～11月 14日 

ＡＲ展示 ：11月６日～12月 26日 

リアル展示入場者数     328名 

ＡＲアプリダウンロード者数 406名 

 



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

さぬき映画祭事業（１－８－５） 

１．趣旨・概要 

  香川にゆかりのある映画の上映会や関連イベント、人材

育成のための講座等を開催し、映画・映像による地域文化

の振興と地域の活性化を図った。 

 

２．具体的内容（8,520千円） 

（１）映画祭2022の上映会及び関連イベントの開催 

香川県出身の監督・俳優が制作・出演している作品や

香川県でロケが行われた作品など、「さぬき」にこだわ

った作品上映や多彩なゲストを招いたゲストトークを

実施した。 

 

（２）シナリオ講座 

プロのシナリオライターや映画監督を講師として招

き、シナリオ技術を学ぶ講座を実施した。 

 

（３）シナリオコンクール 

映画化を前提としたシナリオ執筆者の裾野をより広

げるため、香川県在住者もしくは出身者を対象としたシ

ナリオコンクールを実施した。 

 

（４）映画ゼミナール 

映画の魅力や鑑賞のツボをわかりやすく紹介する講      

座を３回シリーズで開催した。また、講座の様子を収録

したダイジェスト版を、公式ホームページでオンライ

ン配信した。 

 

（５）映画制作講座 

   映画監督を講師として招き、県内の高等学校放送部員

が、創作テレビドラマの制作を実践的に学んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２月５日、６日の２日間開催 

入場者数       771 名 

オンライン再生回数   413回 

上映作品数       16 本 

 

 

シナリオ講座受講者数   19名 

（全７回） 

 

 

シナリオコンクール応募数  33作品 

 

 

 

 

映画ゼミナール参加者数  33名  

（のべ 82名） 

 

 

 

 

映画制作講座参加者数 ４校 18名 

 

 

県民ホール事業（１－８－６） 

１．趣旨・概要 

県民のニーズに沿った音楽や舞踊などの優れた舞台芸

術を鑑賞する機会の充実を図るため、県民ホールにおい

て、文化事業を実施するとともに、同施設の管理運営を行

った。 

 

２．具体的内容 

（１）県民ホール文化事業（13,620千円） 

①舞台芸術鑑賞事業 

「かがわジュニア・フィルハーモニック・オーケス

トラ（ＫＪＯ）第 20 回定期演奏会」、「上原彩子ピア

ノリサイタル」の舞台芸術公演を開催した。 

３．指標 

かがわ文化芸術祭の参加団体数 

〔累計〕         （団体） 

基 準 値 
（H28～R2） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（R 3～7） 

446 63 500 

 

 

①入場者数 

ＫＪＯ定期演奏会     292名 

  上原彩子ピアノリサイタル 506名 

 



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

②舞台芸術人材育成事業 

ジュニア・オーケストラの育成を図るとともに、東

京藝術大学連携事業「かがわ音楽アカデミー」のコン

クールや公開講座、同大学の「早期教育プロジェクト

in香川」を実施し、県内の児童・生徒らが、国内外の

第一線で活躍する指導者から直接指導を受ける貴重

な機会を得た。 

 

（２）県民ホール管理運営費（245,000千円） 

指定管理者による施設の管理運営を行った。 

 

（３）県民ホール舞台業務委託事業（47,530千円） 

舞台芸術公演に際し効果的な演出を行うため、照明、

音響、舞台機構等の舞台業務委託を行った。 

 

（４）県民ホール施設改善費（11,682千円） 

   小ホール棟冷温水発生機の修繕、大ホール棟舞台照明

設備更新修繕等を行った。 

 

②ジュニア・オーケストラ団員数 

合奏コース  58名 

基礎コース  62名 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県立ミュージアム事業（１－８－７） 

１．趣旨・概要 

県立ミュージアムにおいて、大規模な展覧会を開催する

など、優れた美術作品や歴史的資料を鑑賞する機会の充実

を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）大規模展事業（22,640千円） 

① 「空間に生きる画家 猪熊弦一郎－民主主義の生活

空間と造形の試み」 

② 「近代香川を生み出したまち 多度津ものがたり」 

 

（２）展示企画費等（13,885千円） 

第 68回日本伝統工芸展や常設展を企画・開催した。 

 

（３）教育普及、資料管理、調査研究事業等（2,538千円） 

各種講演、ワークショップ等を実施した。 

 

（４）職員給与費、会計年度任用職員人件費等 

（216,896千円） 

   県立ミュージアム本館・瀬戸内海歴史民俗資料館・文

化会館の人件費 

 

（５）その他管理費（143,001千円） 

県立ミュージアムの施設の管理運営を実施した。 

 

３．指標 

県立文化施設の特別展の入場者数 

〔累計〕          （人） 

基 準 値 
（H28～R2） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（R 3～7） 

227,718 13,012 240,000 

 

開催実績・入館者数 

①４月17日～７月４日  2,743名 

※臨時休館5/3～31、 

6/5･6･12･13･19･20 

（臨時休館による会期延長（当初

4/17～6/6）） 

②９月18日～11月 23日 4,907名 

※臨時休館9/18～30、10/2･3 

 



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（６）歴史民俗資料館運営事業（12,378千円） 

瀬戸内海歴史民俗資料館において、資料収集、調査研

究、教育普及などを実施した。 

 

（７）文化会館運営事業（18,758千円） 

文化会館において、文化芸術活動の場として広く利用

できるよう管理運営を実施した。 

 

（８）歴民機械室改修事業等（77,589千円） 

   瀬戸内海歴史民俗資料館の機械室改修及び展示室の

トイレ改修等を行った。 

 

香川漆芸活性化推進事業（１－８－１０） 

１．趣旨・概要 

  香川漆芸のブランド化を図るため、情報発信や漆芸作品

の販路拡大、若手漆芸作家の制作活動等の支援を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）香川漆芸魅力発信戦略事業（9,272千円） 

①情報発信事業 

富裕層の購読者が多い雑誌「家庭画報」とのタイア

ップにより、人間国宝の香川漆芸作家とイタリアの老

舗ハイジュエリーブランド「ブチェラッティ」とのコ

ラボ企画において、同社のブローチを納めるジュエリ

ーボックスを制作し、都内のショップで販売した。 

②漆芸作品販売拠点整備事業 

毎年３月に開催されている国内最大級のアートの

見本市「アートフェア東京2022」に、漆芸研究所のブ

ースを出展し、香川漆芸のＰＲを行うとともに、若手

漆芸作家が出展・販売を行った。また、県内において

も栗林庵や文化会館の漆芸コーナーで若手漆芸作家

の作品を展示販売した。 

③漆芸研究所修了作品貸出事業 

漆芸研究所が所有する修了作品を、本県にゆかりの

ある県内外の企業・団体に対し、一定期間無償で貸し

出し、展示してもらうことにより、より多くの方に香

川漆芸の魅力を知っていただく機会を創出した。 

 

（２）若手漆芸作家支援事業（586千円） 

香川漆芸のブランド化を図るため、若手漆芸作家に対

し、作品の展示発表会等に係る経費の支援を行った。 

 

 

 

 

 

県内外での香川漆芸の認知度向上、

ブランド力の強化に繋がった。 

 

 

 

 

①「家庭画報」の情報発信力、ブチェラ

ッティのブランド力の相乗効果で、「香

川漆芸」の魅力を効果的にＰＲできた。 

 

 

 

②アートフェア東京2022 

出品者 若手漆芸作家２名 

来場者 2,549名 

 

 

 

 

③修了作品貸出実績 

貸出先数 17の企業・団体 

貸出点数 46点 

 

 

 

交付実績 ７名 



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

世界遺産登録推進事業（１－８－１１） 

１．趣旨・概要 

四国遍路の世界遺産登録に向けて、札所寺院の史跡指定

のための詳細調査を実施するとともに、所有者や関係市町

と調整を行い、史跡指定の準備を進めたほか、地域コミュ

ニティの参画を促すための取組みなどを実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）世界遺産登録推進事業（12,204千円） 

  ①札所寺院・遍路道調査事業 

道隆寺や國分寺の詳細調査を実施し、史跡指定に向

けての資料を収集するとともに、志度寺（第２分冊）

と金倉寺（第１分冊）の調査報告書を刊行した。 

また、神恵院・観音寺や根香寺の詳細調査の成果を

地域の方々にわかりやすく説明するため、地域住民等

を対象に調査報告会を、地元小学生に見学授業を開催

したほか、多度津町で四国遍路を生かしたまちづくり

のヒントを学ぶための講座を開催した。 

四国遍路世界遺産登録推進協議会の取組みとして、

「普遍的価値の証明」部会において、研究会や検討会

を開催し、様々な分野の専門家を交えて、四国遍路の

価値や構成資産を検討したほか、「資産の保護措置」

部会において、重要文化的景観の保護手法等について

検討を行うなど、課題解決に向けた取組みを進めた。 

 

②日本遺産登録推進事業 

日本遺産に認定されている「四国遍路」をＰＲする

ため、11月 13・14日に石川県小松市で開催された日

本遺産サミットに出展するとともに、県内の日本遺産

に認定された市町に対し、補助事業や情報発信に対す

る助言などの支援を行った。 

なお、令和３年度から日本遺産の認定を更新する仕

組みが導入され、「四国遍路」は６月に日本遺産審査・

評価委員会による調査を受け、同委員会による審査を

経て、７月に文化庁から認定継続の通知を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標 

札所寺院および遍路道の保護措置数 

           （か所） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

８ ８ 19 

 

 

 

①調査報告会参加者数 

神恵院・観音寺 32名 

根香寺 33名 

 見学授業参加児童数 

神恵院・観音寺 84 名（観音寺小

学校６年） 

根香寺 35名（下笠居小学校６年） 

 まちづくり講座参加者数 137名 



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

新しい生活様式のもと頑張る文化芸術活動支援事業 

（１－８－１２） 

１．趣旨・概要 

新しい生活様式のもと、県内で行われる文化芸術活動

を支援するとともに、県民ホールの環境整備を行った。 

 

２．具体的内容  

（１）新しい生活様式のもと頑張る文化芸術活動支援事業 

（24,020千円） 

  ①新しい生活様式のもと頑張る文化芸術活動支援事業 

かがわ文化芸術祭に参加する団体等の地域の文化

芸術活動を支援した。 

②魅力ある舞台芸術再興支援事業 

新型コロナウイルス感染症の影響により減少した、

県民の文化芸術の鑑賞機会を確保するため、魅力的な

興行を企画・実施する事業者に開催経費の一部を支援

した。 

  ③県民ホールライブ配信環境整備事業 

    新しい生活様式に対応したこれからの鑑賞形態・会

議形態に対応できるよう、ライブ配信ができる環境を

県民ホールに整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①交付実績 26件 

 

 

②交付実績 ２件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：瀬戸内国際芸術祭推進課
（単位：千円）

126,417 125,997 420

6,946 6,093 853

178,989 176,766 2,223

312,352 308,856 3,496

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：瀬戸内国際芸術祭推進課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（1）20［8］　　　8［8］（1）28

（1）20［8］　　　8［8］（1）28

本課・出先名称 備　　　考

瀬戸内国際芸術祭推進課 文化振興課兼務職員1名、市町派遣職員8名

事業執行状況

1-9-1 職員給与費
瀬戸内国際芸術祭推進課職員の給
与費等　給与費62,889、職員手当
等38,167、共済費22,483

1-9-2
瀬戸内国際芸術
祭推進総務費

瀬戸内国際芸術祭推進課の運営に
要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-9-3
瀬戸内国際芸術
祭推進事業

主要事業の成果の概要
（1-9-3）に記載

課計

合計

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で勤務
する者を（　）外書きにより記載。



課名：瀬戸内国際芸術祭推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

瀬戸内国際芸術祭推進事業（１－９－３） 

１．趣旨・概要 

令和４年４月開幕の「瀬戸内国際芸術祭 2022」に向け、

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ、着実に準

備を進めるとともに、過去の芸術祭作品をアート資源とし

て公開し、各種イベント等を開催する「ART SETOUCHI」活

動を実施し、島々の活性化や芸術文化によるにぎわいづく

りに取り組んだ。 

 

２．具体的内容  

（１）瀬戸内国際芸術祭推進事業（151,006千円） 

①新型コロナウイルス感染症対策 

令和４年３月に、基本的な感染対策やケース別の対

応、来場者の検温及び体調確認、島での有症状者の発

生時の対応等を盛り込んだ「瀬戸内国際芸術祭2022新

型コロナウイルス感染症対策の指針」を策定した。 

②アートプロジェクト・イベントの準備 

瀬戸内国際芸術祭2022取組方針の「重点的な取組み

の視点」に掲げる「瀬戸内の里海・里山の隠れた資源

の発掘と発信」等について、地元市町等の関係者と協

議しながら、実施内容の検討を行った。 

  ③広報・誘客活動の実施 

    企画発表会等を開催して、国内外に情報発信を行っ

た。また、公式ウェブサイトのリニューアルを行い、

多言語での情報発信を開始するとともに、SNSを活用し

て、芸術祭や会場の島々の魅力を発信した。 

④受入態勢の整備 

芸術祭期間中の海上交通や島内交通について、関係

事業者や地元市町等と調整のうえ、芸術祭の来場者の

輸送力の確保に努めた。 

  ⑤オフィシャルツアー 

「瀬戸内国際芸術祭2022オフィシャルツアー」の実

施に向け、関係事業者と協議しながら、準備・調整を

行った。 

  ⑥作品鑑賞パスポート 

    コロナ禍での接触機会の低減等の観点から作品鑑賞

パスポートのデジタル化を行ったほか、１日又は２日

間限定のデイチケットを導入した。 

  ⑦サポーターづくり 

    サポーター募集説明会（オンライン）を実施するな

ど、地域活性化の取組みに継続的に関わるサポーター

の確保・育成を図った。 

⑧「ART SETOUCHI」活動の実施 

芸術祭2019の継続作品をアート資源として公開する

とともに、各種イベント等を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②芸術祭2022の作品数等：214作品、19

イベント 

 

 

 

③企画発表会等の参加者：933 人（オン

ライン含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧実行委員会主催イベントの参加者

数：459人（オンライン含む） 

 



課名：瀬戸内国際芸術祭推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（２）瀬戸内国際芸術祭関連事業（25,760千円） 

  ①瀬戸内国際芸術祭連携促進事業 

    芸術祭の開催効果を県内全域に波及させるため、芸

術祭の開催エリア以外の県内観光スポット等と連携し

て行う相互PRや SNSを活用したキャンペーンの準備・

調整を行った。 

  ②瀬戸内国際芸術祭2022総合案内等事業 

    芸術祭に関する問い合わせに対応するため、瀬戸内

国際芸術祭推進課内に案内所本部を設置した。また、

芸術祭の各会場の案内所の設置準備やスタッフの配置

計画を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：デジタル戦略課
（単位：千円）

1,800 1,800

88,815 88,815

1,556 1,484 72

61,528 60,707 821

249,232 248,672 560

26,456 26,398 58

40 40

2,423 1,792 631

1,140 1,139 1

100,000 100,000

532,990 430,847 100,000 2,143

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：デジタル戦略課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

11 11

11 11合計

本課・出先名称 備　　　考

デジタル戦略課

課計

事業執行状況

1-10-1 一般庁費等
地方公共団体情報システム機構負
担金

1-10-2
デジタル戦略課
運営費

デジタル戦略課の運営に要する経
費　給料44,945、職員手当等
27,553、共済費16,317

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-10-3
政策立案推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-10-3）に記載

1-10-4
情報通信関連産
業育成・誘致事
業

主要施策の成果の概要
（1-10-4）に記載

1-10-5
情報通信交流館
維持管理事業

ｅ－とぴあ・かがわ（情報通信交
流館）の運営管理に要する経費

1-10-6
電子県庁推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-10-6）に記載

1-10-7
地域高度情報化
促進事業

地域情報化推進に要する経費

1-10-8
公衆無線ＬＡＮ
環境整備促進事
業

主要施策の成果の概要
（1-10-8）に記載

1-10-9
オープンデータ
推進事業

オープンデータカタログサイト運
用に関する経費

1-10-10
「かがわDX
Lab」整備事業



課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

政策立案推進事業（１－１０－３） 

１．趣旨・概要 

せとうち田園都市の確かな創造をめざして､県政を取り

巻く様々な課題の解決に向けて､調査研究や各種取組みを

行った。 

 

２．具体的内容 

（１）デジタル化推進事業（1,484千円） 

 様々な分野におけるデジタル化を総合的かつ戦略的に

推進するため、「かがわデジタル化推進戦略」を策定する

とともに、自動運転に関するワーキンググループや５Ｇ利

活用に関する勉強会、デジタル技術ソリューション体験会

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動運転に関するワーキンググループ

参加者数 41名 

 

５Ｇ利活用勉強会３回実施 

（累計）236名参加 

デジタル技術ソリューション体験会 

参加者数18名 

情報通信関連産業育成・誘致事業（１－１０－４） 

１．趣旨・概要 

人材交流・ビジネスモデル創出のオープンイノベーション拠点

「Setouchi-i-Base」を中心に人材育成事業を実施するとともに、

拠点に集う多様な人材の交流、起業相談やビジネスマッチング支

援の実施などを通じて、情報通信関連産業の育成・誘致に取り組

んだ。 

 

２．具体的内容 

（１）情報通信関連人材育成事業（32,721千円） 

  ①かがわコーディングブートキャンプ開催事業 

（19,884千円） 

    「Setouchi-i-Base」を講座会場とし、個別指導を行

う専門講師が常駐する体制を構築することで、アプリ開

発に必要なプログラミングスキルを短期集中的に習得

するとともに、最終課題としてチームでアプリ開発を行

うなど、実践的な講座を提供した。 

②かがわIoT実践ゼミナール開催事業（8,612千円） 

企業等が抱える課題に対して、IoTを活用した解決策

の企画・立案から試作品の製作までを一貫して行う実践

的な講座を提供した。 

  ③先端技術セミナー開催事業（359千円） 

    情報セキュリティ、キャッシュレス、ロボット、ブ

ロックチェーンなどの先端技術や知識に関するセミナ

ーを実施した。 

④アントレプレナーシップ養成事業（3,866千円） 

起業家や、第二創業を目指す経営者、新規事業への

展開を目指す中小企業、起業に関心のある学生などを

対象に、ビジネスモデルの創造と経営マネジメントを

学ぶことができる講座を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①受講者数 24名 

 

 

 

 

 

 

②受講者数 12名 

 

 

 

③かがわ情報化推進協議会と連携し、計

９回のセミナー等を開催し、延べ 582

名（オンライン含む）が受講した。 

 

④受講者数 25名 

 

 

 

 



課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（２）情報通信関連産業育成・誘致拠点運営事業 

（27,986千円） 

  ①アドバイザリーチーム拠点活動事業（920千円） 

県内外の情報通信関連分野で活躍する企業経営者や

有識者19名から構成するアドバイザリーチームを組成。

拠点利用者のビジネスモデルの創出や課題解決につな

げるため、定期的にアドバイザーを招きセミナーや個別

メンタリングなどを実施した。 

  ②コーディネーター拠点支援事業（25,569千円） 

    「Setouchi-i-Base」に専任のコーディネーターを配

置し、拠点利用者からの相談への対応やビジネス化に

向けた伴走支援、新たなネットワークづくり、情報発

信などを行ったほか、拠点利用者による情報通信関連

の技術やサービス、アイデアコンテストの開催などに

取り組んだ。 

  ③戦略的情報発信事業（1,497千円） 

    Setouchi-i-Baseポータルサイトの運用保守や、 

SNS広告を活用した広報活動などに取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②相談対応件数 個人  524件 

法人等 71件 

ネットワーク・情報発信イベント 

開催数  106回 

参加者数 会場     301名 

オンライン 28,627名 

 

③拠点利用者数  

14,049名(累計) 

「Setouchi-i-Base」ポータルサイト 

Web会員数 1,155名(累計) 

 

電子県庁推進事業（１－１０－６） 

１．趣旨・概要 

県民や事業者が、電子申告や電子申請、公共施設予約を

インターネットを通じて行えるよう公的個人認証サービス

の提供を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）公的個人認証サービス運営事業（26,171千円） 

電子申請や電子申告をする際に成りすましやデータの

改ざんを防止し、厳格な本人確認を安価に行える公的個

人認証サービスの運用管理を行った。 

 

（２）電子県庁推進事業事務費（227千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

公衆無線ＬＡＮ環境整備促進事業（１－１０－８） 

１．趣旨・概要 

公衆無線ＬＡＮ環境の整備を促進するため、公衆無線ＬＡＮの

整備を行う市町及び民間事業者に対して、整備費の一部の補助を

行った。 

 

２．具体的内容（1,792千円） 

（１）公衆無線ＬＡＮ環境整備促進事業補助金 

公衆無線ＬＡＮ「かがわWi-Fi」スポット拡大のために、

香川県公衆無線ＬＡＮ環境整備促進事業補助金交付要綱

を制定し、「かがわ Wi-Fi」の整備を行う市町及び民間事

業者に対し、整備費の一部の補助を行った。 

 

（２）宿泊施設における無線ＬＡＮ環境整備事業補助金 

   宿泊施設における無線ＬＡＮ環境の整備を促進するた

め、宿泊施設の無線ＬＡＮ環境整備事業補助金交付要綱

を制定し、事業者に対して整備費の一部の補助を行った。 

 

 

 

 

無料 Wi-Fiスポット数（令和４年４月１

日現在）：2,096か所 

 



２．課総括表 課名：情報システム課
（単位：千円）

98,323 98,323

3,929 3,758 171

31,360 30,576 784

2,227 1,046 1,181

90,187 88,561 1,626

1,055,697 1,019,746 35,951

1,281,723 1,242,010 39,713

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：情報システム課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[3] 22 1 [3] 23

[3] 22 1 [3] 23

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより記載。

事業執行状況

1-11-1
情報政策課運営
費

情報システム課の運営に要する経
費　給料50,887、職員手当等
29,550、共済費17,886

1-11-2 一般庁費等
集中管理特別会計（機械計算事務
費）　繰出金

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-11-3
電子県庁推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-11-3）に記載

1-11-4
行政情報化推進
事業

行政情報化推進に要する経費

1-11-5
行政情報ネット
ワーク推進事業

行政情報ネットワーク推進事業費
映像情報システム運営事業費

1-11-6
情報システム推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-11-6）に記載

課計

本課・出先名称 備　　　考

合計

情報システム課



課名：情報システム課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

電子県庁推進事業（１－１１－３） 

１．趣旨・概要 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）総合行政ネットワーク参画事業（30,576千円） 

国や全国の地方公共団体を接続する総合行政ネット 

ワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営を行った。 

 

国や全国の地方公共団体を接続する

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の

運用管理を行った。 

情報システム推進事業（１－１１－６） 

１．趣旨・概要 

 情報システムの適切な調達・運用を図るため、情報シス

テムの調達審査を行うとともに、セキュリティにも留意し

て基幹系情報システム等の運用を行った。 
 

２．具体的内容 

（１）情報システム推進事業（1,019,746千円） 

①情報システム等の審査 

情報システム等審査委員会において、予算要求時審

査を126件、調達開始前審査を70件実施した。 

②基幹系情報システムの運用等 

財務会計、給与、電子入札等の基幹系情報システム

の更改・運用を行った。 

③高度な情報セキュリティ対策の実施 

情報セキュリティ強化のために構築した庁内システ

ムの更改・運用を行うとともに、県内市町と共同で導

入した自治体情報セキュリティクラウドの更改・運用

を行い、高度なセキュリティ対策を実施した。 

④ＡＩ等の活用による業務効率化推進事業 

庁内の業務についてＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲ等を導入

して自動化・効率化を推進した。 

 

 

⑤オンライン会議環境運用事業 

    県庁において、会議や研修等をオンラインで実施で

きる環境を運用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①情報システム等審査における情報シ

ステムの運用経費の削減額 

・予算要求時審査：約１億９千万円（令

和４年度予算要求ベース） 

・調達開始前審査：約３億３千万円 

（長期契約における複数年度の削

減額を含む。） 

 

 

 

 

④ＡＩ等システムの利用状況 

・ＲＰＡ：16業務 

・ＡＩ－ＯＣＲ：19業務 

・会議録作成支援システム： 

延べ 1,326回 

⑤オンライン会議の主催回数 

 ・延べ6,351回 

 

 



２．課総括表 課名：出納局
（単位：千円）

53,313 52,871 442

220,235 220,230 5

273,548 273,101 447

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：出納局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

28 4 32

28 4 32

1-12-2 給与費
出納局職員の給与費等
給料114,252、職員手当等
63,072、共済費39,811

事業執行状況

1-12-1 出納局運営費
出納局の運営に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

出納局 育児休業２名

合計

課計

本課・出先名称 備　　　考



２．課総括表 課名：議会事務局
（単位：千円）

871 871

1,915 1,821 94

2,055 2,055

616,814 609,914 6,900

142,800 142,544 256

361,178 356,189 4,989

74 74

1,125,707 1,113,468 12,239

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：議会事務局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

31 18 49

31 18 49

本課・出先名称 備　　　考

合計

議会事務局

課計

事業執行状況

1-13-1
県議会だより発
行事業

県議会の広報誌を年５回発行する
経費

1-13-2
県議会会議録情
報発信事業

本会議及び委員会での質疑の記録
を県議会のホームページ上に掲出
する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

1-13-3
本会議等中継発
信事業

本会議及び委員会の映像を県議会
ホームページ上で、インターネッ
トを通じ配信する経費

1-13-4 県議会議員費
議員の報酬及び費用弁償並びに議
員活動に必要な諸経費

1-13-5 政務活動費
議員の調査研究に資するため必要
な経費の一部として議員に交付す
る経費

1-13-6
議会事務局運営
費

議会事務局の運営に要する経費
給料146,088、職員手当等
81,889、共済費49,505

1-13-7 部局運営事務費
職員旅費など事務局運営に要する
経費



２．課総括表 課名：監査委員事務局
（単位：千円）

19,231 19,124 107

112,037 110,569 1,468

131,268 129,693 1,575

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：監査委員事務局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

12 12

12 12

事業執行状況

1-14-1 監査委員費
監査委員の報酬等
委員報酬6,624、委員給与費
12,230、委員活動費270

1-14-2
監査委員事務局
運営費

監査委員事務局の運営に要する経
費　給料57,031、職員手当等
32,772、共済費18,974

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

課計

本課・出先名称 備　　　考

監査委員事務局

合計



 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 



１．部総括表 部名：総務部
（単位：千円）

(19,500) (91) (19,409)

6,213,245 5,755,653 378,858 78,734

(2,520) (1,297) (1,223)

1,880,227 1,622,957 218,911 38,359

379,217 376,496 2,721

(12,481) (11,274) (1,207)

434,200 415,977 18,223

65,076,921 64,890,879 11,182 174,860

4,116,947 3,967,372 149,575

(17,345) (17,330) (15)

724,212 717,968 6,244

310,351 304,348 6,003

132,867 131,526 1,341

468,569 463,472 5,097

(7,047) (6,365) (682)

246,969 227,176 10,127 9,666

112,423 110,999 1,424

(58,893) (36,357) (22,536)

80,096,148 78,984,823 619,078 492,247

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

2-9

2-10

2-12

部計

広聴広報課

人事委員会事務
局

2-4

2-5

2-7

2-8

2-6

番号

2-1

2-2

2-3

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

総務学事課

財産経営課

営繕課

総務事務集中課

税務課

職員課

2-11 国際課

人権・同和政策
課

秘書課

人事・行革課



２．課総括表 課名：総務学事課
（単位：千円）

190,450 190,296 154

15,929 11,737 4,192

8,642 8,538 104

4,950 4,950

65 26 39

207 180 27

1,447 1,237 210

396 396

63,520 62,612 908

公舎の維持管理に要する経費

4,386 4,381 5

223 10 213

(19,500) (91) (19,409)

5,913,517 5,462,850 378,858 71,809

9,513 8,836 677

(19,500) (91) (19,409)

6,213,245 5,755,653 378,858 78,734

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：総務学事課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

24 5 29

24 5 29

本課・出先名称

総務学事課

課計

合計

備　　　考

産後休暇　1名

2-1-12

2-1-13
私立学校振興指
導事務費

番号

2-1-1

2-1-2

2-1-8

2-1-9

2-1-10

2-1-6

私立学校審議会の運営及び私立学
校の振興、指導に要する経費

県の損害賠償に要する経費

公用車の自動車保険、重量税及び
駐車場事業特別会計繰出金等に要
する経費

宗教法人の設立等の認証事務及び
登録免許税の非課税証明事務に要
する経費
主要施策の成果の概要
（2-1-12）に記載

公益法人指導監
督費

公益法人の指導監督等に要する経
費

宗教法人費2-1-11

総務部主管課事務に要する経費

給与費

一般庁費

県公報発行費
県公報発行に要する経費

2-1-5

契約管理費

公用車管理費

公舎維持管理費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

総務学事課職員の給与費
給料97,088、職員手当等59,525、
共済費33,683

私立学校振興事
業費

2-1-3 法規審査費

条例、規則等の審査及び行政書士
事務の指導に要する経費
香川県法規集データベースシステ
ムの維持更新委託費

2-1-4
顧問弁護士設置
費

顧問弁護士法律相談に要する経費

2-1-7 訟務事務推進費

訟務その他の法務に関する情報収
集及び研究に要する経費
行政不服審査会の運営等に要する
経費



課名：総務学事課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

私立学校振興事業費（２－１－１２） 

１．趣旨・概要 

  私立幼稚園・中学校・高等学校に対し、教育条件の維持

向上、園児・生徒の減少期に対応した学校経営の健全化、 

 多様な選択の対象となる特色ある学校づくりなどを促進 

 し、時代のニーズに対応した公教育の充実が図られるよう 

 総合的な支援を行った。 

  また、将来を担う若者が、経済的理由で就学や学力向上

を図る機会を失うことがないよう保護者等の教育費負担の

軽減を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）私立学校助成事業（3,307,832千円） 

教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校経営の

安定化を図るため、人件費などの経常的な経費を助成す

るとともに、特色ある学校づくりへの支援等を行った。 

コロナ禍においても学びの継続を図るため、保健衛生

用品購入費やPCR検査費用等に対する補助を行った。 

（２）高等学校等就学支援金交付事業（1,637,040千円） 

保護者の教育費負担の軽減を図るため、私立高校生等

に対して、授業料の一定額を支援金として支給した。 

（３）私立高等学校入学金軽減補助事業（42,875千円） 

低所得世帯の入学金負担軽減を図るため、私立高等学

校の入学金の一部を補助した。 

（４）奨学のための給付金事業（100,195千円） 

授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯

の生徒に対して給付金を支給した。 

（５）私立中学校授業料負担軽減事業（3,454千円） 

低所得世帯の私立中学生の授業料の一部を補助した。 

（６）私立幼稚園保育料等無償化事業（166,889千円） 

子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚

園に通う園児の保育料等の無償化に要する費用の一部を

負担した。 

（７）私立専門学校授業料等支援事業（172,381千円） 

低所得世帯の私立専門学校生の負担軽減を図るため、

授業料等の減免を行う私立専門学校への補助を行った。 

（８）魅力ある専修学校・各種学校づくり促進事業 

                    （18,001 千円） 

専修学校・各種学校の認知度を向上するための委託事

業や、実践的な職業教育の質の向上に取り組む私立専修

学校・各種学校への補助等を行った。 

（９）私立高等学校授業料軽減補助事業等（14,183千円） 

低所得世帯の専攻科生等に対する授業料負担の軽減等

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私立中学校・高等学校及び学校法人立

幼稚園に対して、人件費などの経常的経

費や、学校の特性を活かした特色ある教

育活動の実施などに対する助成により、

教育条件の維持向上や園児・生徒の減少

等に対応した学校経営の健全化を促し

た。 

私立学校における新型コロナウイル

ス感染症対策の取組みを支援すること

で、コロナ禍においても教育条件が維持

向上されるよう促した。 

 低所得世帯等の生徒の授業料等を減

免する学校法人に対する助成などによ

り、保護者等の経済的負担の軽減が図ら

れた。 

 時代のニーズに対応した実践的な職

業教育や専門教育の充実に取り組む私

立専修学校・各種学校への補助等によ

り、魅力ある専修学校・各種学校づくり

を促した。 

  

 



２．課総括表 課名：財産経営課
（単位：千円）

189,027 188,521 506

416,686 408,285 8,401

385,316 371,275 14,041

(2,520) (1,297) (1,223)

614,726 380,773 218,911 15,042

257,523 257,522 1

16,949 16,581 368

(2,520) (1,297) (1,223)

1,880,227 1,622,957 218,911 38,359

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：財産経営課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(2) 26 (2) 26

(2) 26 (2) 26

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

庁舎管理運営費

給与費

本庁舎設備の維持管理等に要する
経費

主要施策の成果の概要
（2-2-4）に記載

県有建物火災共済事業に要する経
費

財産経営課職員等の給与費等
給料94,777、職員手当等
59,085、共済費34,659

県有資産所在市町交付金

本庁舎の維持管理等に要する経費

番号

2-2-6

2-2-5 財産管理事務費

2-2-1

2-2-2

2-2-3

2-2-4

庁舎設備管理費

ファシリティマ
ネジメント推進
事業

契約管理費

本課・出先名称

財産経営課

課計

合計

備　　　考

休職１名



課名：財産経営課 

 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

ファシリティマネジメント推進事業（２－２－４） 

１．趣旨・概要 

県有建物の老朽化の進行や厳しい財政状況を踏まえ、フ

ァシリティマネジメントの考え方を取り入れることによ

り、全庁的、統一的視点から県有資産の効率的な利活用を

推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）県有建物長寿命化推進事業（199,720千円） 

計画的な修繕時期を定めた保全計画を策定した県有建

物について、計画的な保全工事を実施するとともに、新

たに５棟の建物の保全計画を策定した。 

 

 

 

 

（２）さぬきこどもの国ＥＳＣＯ事業等（11,122千円） 

さぬきこどもの国において、省エネルギー改修にかか

る費用を光熱水費の削減分で賄うＥＳＣＯ事業を実施す

るとともに、天神前分庁舎及び県立ミュージアムにおい

て、リース方式による照明のＬＥＤ化の取組みを実施し

た。 

 

（３）県有未利用地等活用促進事業（169,736千円） 

県有未利用地等の利活用を推進するとともに、利用計

画のないものについては、処分等を行った。 

 

（４）旧中央病院跡地利活用推進事業（195千円） 

旧中央病院跡地について、中長期的な観点から利活用

の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業技術センター本館の屋上防水改

修等を実施するとともに、高松南警察

署・消防学校（屋内訓練棟）など、５棟

の建物の５年間の保全計画を策定し、県

有建物の長寿命化による県民の安全の

確保や財政負担の軽減・平準化を図っ

た。 

 

さぬきこどもの国において、ＥＳＣＯ

事業により、光熱水費の縮減を図るとと

もに、天神前分庁舎及び県立ミュージア

ムにおいて、リース方式による照明のＬ

ＥＤ化により、費用負担の平準化と維持

管理経費の縮減を図った。 

 

未利用地４物件を売却したほか、旧小

豆島高校の校舎等の解体に着手すると

ともに、小豆島町に体育館を譲渡した。 

 

旧中央病院跡地について、利活用の検

討を行うとともに、適切に管理を行っ

た。 



２．課総括表 課名：営繕課
（単位：千円）

164,179 161,565 2,614

212,868 212,762 106

2,170 2,169 1

379,217 376,496 2,721

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：営繕課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

27 [1] 3 [1] 30

27 [1] 3 [1] 30

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより記載。

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

県有建物営繕費

給与費

一般庁費

県有建物の営繕及び点検に要する
経費

営繕課職員の給与費
給料110,912、職員手当等
64,355、共済費37,495
一般庁費

番号

2-3-1

2-3-2

2-3-3

課計

合計

備　　　考

高松市からの交流職員１名

本課・出先名称

営繕課



２．課総括表 課名：総務事務集中課
（単位：千円）

223,403 223,402 1

19,806 18,054 1,752

35,127 32,118 3,009

8,300 7,063 1,237

(12,481) (11,274) (1,207)

66,455 64,230 2,225

81,109 71,110 9,999

(12,481) (11,274) (1,207)

434,200 415,977 18,223

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：総務事務集中課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[4](1)25 4 [4](1)29

8 8 16

[4](1)33 12 [4](1)45

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で
勤務している者を（　）外書きにより記載。

合計

備　　　考

文書館

総務事務集中化
事業

人事管理費

文書管理費

本課・出先名称

総務事務集中課

課計

2-4-6

2-4-5
文書館管理運営
費

2-4-3

2-4-4

番号

2-4-1

2-4-2

総務事務集中処理の推進に要する
経費

赴任旅費に要する経費

収受・発送事務及び文書管理に要
する経費

文書館の運営、資料収集、保存、展示、情報
提供、施設設備改修、特定歴史公文書等の保
存(電子化)に要する経費

総務事務集中課職員等の給与費
給料118,699、職員手当等
65,451、共済費39,252
物品調達の運営等に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

物品調達管理費



２．課総括表 課名：税務課
（単位：千円）

858,946 854,544 4,402

20,831 20,268 563

36,684 24,500 11,182 1,002

29,926 29,903 23

213,247 197,860 15,387

3,502,262 3,440,747 61,515

6,566 5,690 876

12,178 10,852 1,326

69 69

6,750 4,131 2,619

485 306 179

730 190 540

1,247 1,043 204

60,387,000 60,300,845 86,155

65,076,921 64,890,879 11,182 174,860

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：税務課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

19 4 23

（1）102 18 （1）120

（1）121 22 （1）143

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

合計

備　　　考

育児休業２名

県税事務所
産前休暇１名、産後休暇１名、育児休業２名、
休職２名

諸支出金

本課・出先名称

税務課

課計

2-5-9

2-5-10

2-5-11

2-5-12

2-5-13

2-5-14

税務職員のレベルアップ、スペ
シャリストの育成支援に要する経
費

番号

2-5-1

2-5-2

2-5-3

2-5-4

2-5-5

2-5-6

2-5-7

2-5-8

主要施策の成果の概要
（2-5-7）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-8）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-14）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-9）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-10）に記載

不正軽油対策に要する経費

主要施策の成果の概要
（2-5-12）に記載

税務課職員等の給与費
給料457,867、職員の手当等
246,407、共済費150,270
税務課の管理等に要する経費

県税事務所及び中讃税務窓口セン
ターの管理に要する経費

地方税関係手続用のシステム
（eLTAX、OSSシステム等）の設
置・管理等に要する経費
税務システムの運用等に要する経
費

主要施策の成果の概要
（2-5-6）に記載

地方税共同機構
対応事業費

税務システム運
用経費

賦課徴収費

ペイジー収納
サービス事業

税務職員能力向
上対策事業

税外未収金回収
事業

コンビニ収納事
業

クレジットカー
ド収納事業

県税滞納整理特
別対策事業費

不正軽油対策事
業費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

管理費

出先機関庁舎管
理費



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
賦課徴収費（２－５－６） 
１．趣旨・概要 

県税の賦課徴収事務を円滑に実施するための所要経費 
 
２．具体的内容 
（１）徴収関係交付金等（1,882,996千円） 

市町等が地方税の賦課徴収に関する事務を行うために

要する費用を補償するもの 

①個人県民税徴収取扱費交付金（1,568,086千円） 

  ②軽油引取税特別徴収義務者交付金（229,054千円） 

  ③ゴルフ場利用税特別徴収義務者交付金（3,059千円） 

  ④地方消費税徴収取扱費負担金（82,797千円） 

（２）県税過誤納等還付金等（1,492,815千円） 

法人県民税等において確定申告額が中間申告額に満た

ない場合の還付金等 

（３）事務費（64,936千円） 

 

① 令和３年度決算の徴収率は、現年分

が99.7％となり、令和２年度の99.4％

から0.3ポイント上昇し、滞納繰越分

が40.0％となり、令和２年度の31.7％

から8.3ポイント上昇した。 

② なお、過去３年度の現年分＋滞納繰

越分の徴収率は、令和元年度が

99.0％、令和２年度が98.8％、令和３

年度が99.1％となっている。 

ペイジー収納サービス事業（２－５－７） 

１． 趣旨・概要 

自動車保有手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）によ

る自動車税及び賦課税目等の納付方法として、インターネ

ットバンキングやＡＴＭでの納付を可能にするペイジー収

納サービスを運用するための経費。（ペイジー収納サービス

は、マルチペイメントネットワーク（ＭＰＮ）を活用して

実現されている。） 

 

２．具体的内容             （5,690千円） 

ＯＳＳによる自動車税及び賦課税目等について、ペイジ

ー収納サービスを利用した納付を促進した。 

 

① インターネットバンキングによる

納付が可能となったことにより、曜日

や時間、場所の制約なく納税ができる

ようになっている。 

 

② 県外で納税できる金融機関は、みず

ほ銀行及び百十四銀行だけであった

が、全国のゆうちょ銀行及び郵便局に

おいて、県税の納付が可能となってい

る。 

 

③ 令和２年度収納件数  43,742件 

  令和３年度収納件数 42,983件 

コンビニ収納事業（２－５－８） 

１. 趣旨・概要 

自動車税、個人事業税及び不動産取得税の納税通知書分、

全税目の納付書分について、コンビニエンスストアでの収

納を実施するための経費 

 

２．具体的内容             （10,852 千円） 

平成 19年度の定期課税から自動車税の納付を、令和元年

10 月から、個人事業税及び不動産取得税の納税通知書分、

全税目の納付書分の納付をコンビニエンスストアでも行え

るようにしており、利用促進を図った。 

令和２年11月から、コンビニ収納システムを活用して、

スマートフォン決済アプリ（PayPay、LINE Pay）による収

納を導入し、更なる利便性の向上を図った。（コンビニ収納

用バーコードを読み取ることにより、納付ができる。） 

令和３年10月からは、スマートフォン決済アプリによる

収納をau PAY、d払い、J-Coin Payにまで拡大した。 

① 全税目の納付件数、約 45 万件のう

ち、コンビニを利用して納付したのは

143,916件で全体の32.0％であった。 

 

② 自動車税の納期限内納付の割合に

ついては、多様な納付方法の提供など

により、件数ベースで令和２年度の

86.0％から 88.9％と 2.9 ポイント上

昇し過去最高となった。一方、納期限

後の自動車税督促状の作成件数は、令

和２年度の 16,994 件に対し、令和３

年度は 17,287 件と対前年で 293 件、

1.7％増加した。 



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
 ③ スマートフォン決済アプリによる

納付が可能となったことは、曜日や時

間、場所の制約なく納税ができ、非接

触型の納付手段として新型コロ                           

ナウイルス感染症の拡大防止にもつ

ながっている。 

クレジットカード収納事業（２－５－９） 

１． 趣旨・概要 

自動車税種別割の定期課税分について、インターネット

を利用したクレジットカードでの収納を実施するための経

費 

 

２．具体的内容 

自動車税種別割の定期課税分について、インターネット

を利用したクレジットカードによる納付を促進した。 

 自動車税のインターネットを利用し

たクレジットカード払いによる納付は、

12,111件で全体の2.7％であった。 

県税滞納整理特別対策事業費（２－５－１０） 

１．趣旨・概要 

  滞納発生の防止対策と徹底した滞納整理の推進により、

県税の収入未済額の圧縮を図るための経費 

 

２．具体的内容               （4,131千円） 

滞納発生の防止対策として、個人事業税の口座振替を推

進するとともに、市町と連携して令和元年度から引き続き

個人県民税の特別徴収を徹底した。 

滞納整理については、財産があるにもかかわらず納税し

ない滞納者に対して積極的に滞納処分を行うとともに、県

職員が市町職員の身分を併せ持つ香川滞納整理推進機構を

活用して、個人県民税の滞納整理に取り組んだ。 

  また、新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困

難な者や徴収猶予の特例制度の猶予期間が終了する納税者

に対しては、徴収の緩和制度を適切に運用した。 

① 令和３年度決算における県税の収

入未済額は、1,110,519 千円であり、

徴収猶予の特例制度適用分の納付が

あったこと等により、令和２年度決算

の 1,428,213 千円と比較して 317,694

千円減少した。 

 

② 徴収猶予の特例制度の猶予期間が

終了する納税者や新たに「徴収猶予」

や「換価の猶予」の対象となり得る納

税者に、「徴収猶予」を４件、「換価の

猶予」を96件適用した。 

税外未収金回収事業（２－５－１２） 

１．趣旨・概要 

税外未収金の総括管理を行うとともに、高額・困難案件

については、税務課が直接回収を行い、税外未収金全般に

わたる債権管理の適正化と回収の効率化を進めるための経

費 

 

２．具体的内容               （190千円） 

債権管理の適正化を図るために、債権回収対策会議の開

催や担当課職員に対する研修を実施するとともに、引継ぎ

を受けた高額・困難案件については、法的手続きにより回

収業務を実施した。 

 

 

 

 

① 滞納防止指針等の全庁的に統一さ

れたルールに基づいて税外未収金の

発生防止・債権管理事務の効率化を進

めた。 

 

② 令和３年度は、延滞金を含め、

30,950千円を税務課が直接回収した。 

 

 

 



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
諸支出金（２－５－１４） 

１．趣旨・概要                         

  地方税法の規定に基づき、地方税の都道府県間における

清算を行い、また、市町に対し地方税収入額の一定の割合

を交付した。 

 

２．具体的内容 

（１）地方消費税清算金（31,580,305千円） 

    根拠法令：地方税法第72条の114 

（２）利子割交付金（170,661千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 26 

（３）配当割交付金（1,060,279千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 47 

（４）株式等譲渡所得割交付金（1,143,633千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 67 

（５）地方消費税交付金（23,544,304千円） 

根拠法令：地方税法第72条の 115 

（６）ゴルフ場利用税交付金（241,617千円） 

根拠法令：地方税法第103条 

（７）環境性能割交付金（245,000千円） 

根拠法令：地方税法第177条の６ 

（８）法人事業税交付金（2,315,046千円） 

根拠法令：地方税法第72条の 76 

地方税収入額に関連して、都道府県間 

の清算金及び市町への交付金額が決ま

るものであり、支払及び交付の期日まで

に適正に執行した。 

 



２．課総括表 課名：人事・行革課
（単位：千円）

1,412,774 1,391,541 21,233

12,006 11,808 198

2,672,723 2,546,816 125,907

1,030 839 191

16,641 15,570 1,071

1,273 798 475

500 500

4,116,947 3,967,372 149,575

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：人事・行革課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（16）20 4 （16）24

（16）20 4 （16）24

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

行政システム改
革推進事業

人事行政費

研修管理費

県職員研修費

「将来の県政を
支える人材」確
保・育成事業

障害者雇用推進
事業

人事・行革課職員等の給与費等
給与費138,866、職員手当等
1,159,151、共済費51,423
外部監査制度推進事業11,709、行
政改革推進事業99

退職手当2,544,794、管理事務費
2,022

人材育成センターの管理運営に要
する経費

職員の研修に要する経費

主要施策の成果の概要
（2-6-6）に記載

番号

2-6-1

2-6-2

2-6-3

2-6-4

2-6-5

2-6-6

2-6-7

課計

合計

備　　　考

他県派遣７名、被災地派遣１名、自治大学校派
遣１名、自治体国際化協会北京事務所派遣１名
会計課６名

本課・出先名称

人事・行革課



課名：人事・行革課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

「将来の県政を支える人材」確保・育成事業（２－６－６） 

１．趣旨・概要 

現在の「2,800人体制」を維持し、専門化・高度化する

県の業務に対応するため、質の高い優秀な人材の確保に加

え、将来の県政を支える若手を中心とした職員のより一層

の能力開発による精鋭化を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）採用試験受験者掘り起こし等事業（333千円） 

質の高い新規採用者を確保するため、大学訪問やオン

ラインによる業務説明会等への参加、インターネット就

職情報サイト等を通じ、大学生等に対し、県職員の魅力

をアピールするなど、情報発信を行うとともに、民間企

業等の経験者採用を実施した。 

 

（２）資格等取得支援事業（465千円） 

職員の自己啓発による能力開発を促進するとともに、

各分野におけるプロフェッショナルな職員の育成を図

るため、職員の職務の遂行に役立つ特定の資格等を取得

した職員に対して、受験料等の一部の助成等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学訪問やオンラインによる業務説

明会等で、約 170 人の学生に対し働き

かけた。 

 

 

 

 

宅地建物取引士や臨床心理士などの

資格取得等に対し、計 465 千円を助成

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：職員課
（単位：千円）

449,733 448,754 979

4,470 4,175 295

143,001 140,023 2,978

(17,345) (17,330) (15)

121,137 120,271 866

5,871 4,745 1,126

(17,345) (17,330) (15)

724,212 717,968 6,244

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：職員課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

　　(2) 13 [1]    　3　　　[1] (2) 16

       6    （1） 3 　　(1)  9

　　(2) 19 [1] (1)  6 [1] (3) 25

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で
勤務している者を（　）外書きにより記載。

健康診断実施及び健康管理経費

2-7-4 福祉施設費
職員寮管理運営費1,265
職員住宅管理運営経費6,172
小豆島職員住宅解体事業費112,834

合計

備　　　考

育児休業１名

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費（職員
課）

福利厚生費

職員課職員等の給与費等
給料79,741　職員手当等268,499
共済費97,917　災害補償費779
非常勤職員災害補償費4,000
福利厚生事業運営費175

恩給の給付

番号

2-7-1

2-7-2

衛生管理費

2-7-5

健康管理室 休職１名

恩給及び退職年
金

本課・出先名称

職員課

課計

2-7-3



２．課総括表 課名：人権・同和政策課
（単位：千円）

66,948 66,888 60

473 263 210

47,103 45,627 1,476

195,827 191,570 4,257

310,351 304,348 6,003

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：人権・同和政策課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(12)9 1 (12)10

(12)9 1 (12)10

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

2-8-2
人権・同和政策
協議会費

人権・同和政策協議会の運営に関
する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

人権・同和政策
課運営費

人権・同和問題
啓発事業

人権・同和政策課の運営に要する
経費　給料34,941、職員手当等
19,551、共済費11,708

主要施策の成果の概要
（2-8-3）に記載

同和地区住民の生活改善、自立意
欲の向上等に要する経費

番号

2-8-1

2-8-3

課計

2-8-4

合計

備　　　考

地方改善事業

本課・出先名称

人権・同和政策課



課名：人権・同和政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

人権・同和問題啓発事業（２－８－３） 

１．趣旨・概要 

  「香川県人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、

県民の人権尊重意識の一層の高揚を図るため、県民参加型

人権啓発イベントの開催やマスメディアを活用した広報啓

発などを行った。 

２．具体的内容 

（１）「じんけんフェスタ」開催（5,684千円） 

人権尊重の理念が県民に正しく理解されるよう、人権

週間を中心に、県民参加型イベントである「じんけんフ

ェスタ」を、国や庁内関係課、各種団体などと連携して

開催した。 

（２）新聞・テレビなどによる広報等（9,496千円） 

県民一人ひとりが、あらゆる場を通じて人権について

の理解を深めることができるよう、新聞・テレビ・イン

ターネット・広報誌などを活用した広報や、県内のプロ

スポーツ組織と連携協力した啓発活動を実施した。 

（３）人権・同和問題講演会開催（3,742千円） 

企業における人権の尊重を確保するため、主に事業者

を対象に、人権・同和問題講演会を開催した。 

（４）体験型人権啓発事業（1,151千円） 

県民の興味・関心・共感を呼び起こすことが出来るよ

うな体験型人権啓発手法などを既存イベント等に合わせ

一体的・効果的に実施した。 

（５）性的少数者（ＬＧＢＴ）人権啓発事業（1,729千円） 

性的少数者（ＬＧＢＴ）に対する偏見や無理解の解消

に向け、県民が理解を深めることができるよう啓発を行

うとともに、相談窓口を設置して相談体制の充実等を図

った。 

（６）地方委託（5,980千円） 

法務省の委託事業を活用して、庁内関係課や市町にお

いて、講演会・研修会の開催や人権の花運動など、各種

の啓発活動を実施した。 

（７）関係団体負担金等（3,867千円） 

人権に関する施策について、行政機関、企業、民間団

体などとの連携協力や関係機関との連絡調整などを行っ

た。 

（８）その他の啓発活動（9,889千円） 

香川県人権啓発展示室における研修会の開催をはじ

め、ビデオなどの研修教材の活用により、人権に関する

多様な啓発活動を実施した。 

（９）人権相談・支援事業（4,089千円） 

平成 19年度から課内に人権相談窓口を設置し、人権に

関するさまざまな問題に直面している者に対し、適切な

助言、関係機関への紹介、取次ぎを行った。 

３．指標  

人権・同和研修参加数（累計）（人） 

基 準 値 

（H28～R2） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（R3～R7） 

60,351 8,757 70,000 
 

 



２．課総括表 課名：秘書課
（単位：千円）

123,854 123,797 57

4,330 3,474 856

4,683 4,255 428

132,867 131,526 1,341

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：秘書課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

14 1 15

14 1 15

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

事務費

秘書課職員の給与費
給料62,738、職員手当等38,727、
共済費22,332
業務執行に要する経費

憲法記念日知事表彰等に要する経
費

番号

2-9-1

2-9-2

課計

2-9-3

合計

備　　　考

表彰費

本課・出先名称

秘書課



２．課総括表 課名：広聴広報課
（単位：千円）

217,519 217,515 4

21,669 21,208 461

216,415 212,583 3,832

5,755 5,321 434

5,847 5,624 223

1,364 1,221 143

468,569 463,472 5,097

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：広聴広報課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[1] (1) 27 [1] (2) 15 [2] (3) 42

[1] (1) 27 [1] (2) 15 [2] (3) 42

2-10-4 報道費
県政記者室の運営及び手話通訳に
要する経費
手話通訳派遣費用688

2-10-3
広聴広報機能の
充実

主要施策の成果の概要
（2-10-3）に記載

県民センターの運営に要する経費

2-10-2
全国情報発信推
進事業

主要施策の成果の概要
（2-10-2）に記載

2-10-1 給与費
広聴広報課職員の給与費
給料117,765、職員手当等
63,216、共済費36,534

2-10-6
情報公開・個人
情報保護等事業

情報公開制度・個人情報保護制度
等の運用に要する経費

2-10-5
県民センター運
営費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額番号

本課・出先名称

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で
勤務している者を（　）外書きにより記載。

広聴広報課

課計

合計

備　　　考

岡山県交流職員1名・香川大学研修員1名
育児休業1名



課名：広聴広報課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
全国情報発信推進事業（２－１０－２） 

１．趣旨・概要 

県庁内の各部局や市町などの情報発信能力の向上を図る

とともに、本県の有する文化や産業・観光など様々な分野

における魅力や、地域情報などを全国に発信した。 

 

２．具体的内容 

（１）県外向け情報誌発行事業（13,903千円） 

全国に向けて香川の魅力を発信するため、香川県情報

誌「新・さぬき野」を発行した。 

規格：Ａ４判 16ページ ４色刷（フルカラー） 

発行：４回（６月、９月、12月、３月） 

部数：各回25,000部 

配布：各地域の県人会、運輸・観光業界、道の駅（県内）、

マスコミ各社ほか 

 

（２）情報発信参与設置事業（3,587千円） 

県内外に向けて発信する情報の質の向上を図るととも 
に、分かりやすく親しみやすい広報活動を展開するため、

新たに設置した「オンライン広報参与」を含め、６名の

専門家を「情報発信参与」として委嘱し、庁内各課など

に対して情報発信能力を高めるための総合的かつ具体的

な指導・助言を行った。 
 また、「オンライン広報参与」を講師に招き、職員に対

して、広報・宣伝のスキルを高めるための研修会を実施

した。 
 

（３）香川県総合ＰＲパンフレット「香川」リニューアル事

業（3,718千円） 
本県の魅力を国内外に売り込むため、トップセールス

に活用するなど、総合的に香川県を紹介するためのツー

ルとして発行している、香川県総合ＰＲパンフレット「香

川」のリニューアルを行った。 
規格：Ａ４判 36ページ ４色刷（フルカラー） 

部数：8,000部 

  日本語3,000部、英語2,000部、 

 中国語（簡体字・繁体字）、韓国語版 各 1,000部 

 

 

  
 
 
 
 
 
本県の有する文化や産業・観光など

様々な分野における魅力や地域情報な

どを全国に情報発信することで、県のイ

メージアップや認知度の向上につなげ

た。 
 また、庁内各課の情報発信において総

合的かつ具体的な指導・助言を行い、職

員の情報発信能力の向上に努めた。 
 
 
 
 

 



課名：広聴広報課 
４．主要施策の成果の概要 

事業の実施状況 効果・評価 
広聴広報機能の充実（２－１０－３） 

１．趣旨・概要 

県民が県政情報をタイムリーに入手できるような広報活

動を展開するとともに、広く県民の意見が施策に反映でき

るよう広聴活動を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）県政広報推進事業 

①県広報誌発行事業（177,867千円） 

    県広報誌 

名称：みんなの県政 ＴＨＥかがわ 

規格：Ａ４判、16ページ（平成19年４月号～） 

発行：毎月１回 

部数：約41万部/月 

配布：宅配方式で全世帯に配布 

②マスメディア広報費（20,708千円） 

テレビ、ラジオを通じて、県政の動きやお知らせ、

イベント情報などの県政情報をタイムリーに分かりや

すく提供した。 

③ＩＴ広報推進事業等（3,553千円） 

インターネットを活用し、県のホームページや「メ

ルマガかがわ」、YouTube、ツイッターなどで広報・情

報発信を行った。 

④行政情報提供システム開発・運用事業（7,896千円） 

   大規模災害時等のアクセス集中への対応や、県民誰

もが情報を探しやすく見やすいようリニューアルした

行政情報提供システムの運用・保守を行った。 

       

（２）広聴活動事業（2,559千円） 

広く県民に県政への参加を求め、寄せられた提言や意

見、要望等を今後の県政にできるだけ反映させ、開かれ

た県政を進めるため、知事へのメール、県政世論調査、

県政モニターアンケート、県政出前懇談会、パブリック

コメント等を実施した。 
 

 

 

 

 

 

 
 
県広報誌をはじめ、テレビ、ラジオ、

インターネットなど各種広報媒体の特

性を生かしながら、県政情報を積極的に

県民に提供することで、県民の県政に対

する理解の促進が図られた。 
また、県のホームページについては、

行政情報提供システムを活用し、誰もが

必要な情報にアクセスできるよう取り

組みを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事へのメール、県政世論調査、県政

モニターアンケート、県政出前懇談会、

パブリックコメント等各種の広聴活動

を実施することで、県民の県政への参加

の促進が図られた。 

 

  

 



２．課総括表 課名：国際課
（単位：千円）

18,270 12,515 5,755

15,336 13,977 1,359

101,836 101,832 4

69,422 57,755 10,127 1,540

(7,047) (6,365) (682)

42,105 41,097 1,008

(7,047) (6,365) (682)

246,969 227,176 10,127 9,666

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：国際課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(1)　9 3 (1) 12

3 3 6

  (1) 12 6 (1) 18

主要施策の成果の概要
（2-11-1）に記載

事業執行状況番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

2-11-1 国際化の推進

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

2-11-2
外国人との共生
推進事業

主要施策の成果の概要
（2-11-2）に記載

課計

2-11-3 給与費
国際課職員等の給与費
給料55,033千円、職員手当等
28,536千円、共済費18,263千円

2-11-4
国際交流促進事
業費

国際交流の促進に要する経費

2-11-5
パスポートセン
ター運営費

パスポートセンターの運営に要す
る経費

合計

本課・出先名称 備　　　考

国際課

パスポートセンター



課名：国際課、労働政策課、警察本部企画課、義務教育課 

 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

国際化の推進（２－１１－１） 

１．趣旨・概要 

地域の国際化の進展に対応するため、国際交流・国際協 

 力等に関する事業を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）海外地方自治体との交流促進事業 

①中国陝西省との友好交流促進事業（48千円） 

    青少年交流として、陝西省から高校生サッカーチーム

を受け入れる予定であったが、新型コロナウイルス感染

症の影響により令和４年度に延期が決定した。 

さぬきこどもの国スペースシアターにて、県内の小中

学生及びその家族がオンラインで陝西省と交流。参加者

は、陝西省の紹介を聞いた後、陝西省の子どもたちと相

互に質問し合うなど交流を深めた。 

また、中国駐大阪総領事館及び陝西省との共催で、香

川県と陝西省の小麦粉料理文化（陝西省は花形饅頭）を

PRするオンラインイベントを開催。香川県のうどん文化

の紹介やうどん打ちの披露に加え、香川県の観光情報や

陝西省との交流実績等を発信した。 

 

②台湾桃園市との交流協定締結５周年記念等事業 

（37千円） 

    香川県と台湾桃園市が交流協定を締結してから5周年

を迎えたが、新型コロナウイルス感染症の影響により記

念式典は中止となったため、令和３年７月 21 日に香川

県庁と桃園市政府をオンラインで接続し、知事と桃園市

長が、記念品の交換を行うとともに今後の交流事業につ

いて意見を交わした。 

 

（２）南米交流次世代人材育成事業（180千円） 

   ブラジルの県人会から推薦を受けた２名が研修員に内

定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響で来日の

目途が立たず、事業を中止した。 

 

（３）語学指導等を行う外国青年招致事業（12,250千円） 

地域レベルの国際交流の進展と外国語教育の充実を図

るため、語学指導等を行う外国青年を招致するとともに、

通訳、翻訳業務のほか、異文化理解のための学校訪問等の

国際交流活動を実施した。（国際交流員：３人） 

３．指標  

国際交流員による活動数 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

137回 74回 160回 

 

 

香川国際交流会館（アイパル香川） 

利用者数（累計） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

140,000人 118,200人 700,000人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：国際課、労働政策課、警察本部企画課、義務教育課 

 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

外国人との共生推進事業（２－１１－２） 

１．趣旨・概要 

県内在住外国人と日本人が、ともにいきいきと安全・安心

で豊かな生活を営むことができるよう、多文化共生推進に関

する事業を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）外国人関係相談窓口運営事業 

①かがわ外国人相談支援センター運営事業（9,250千円） 

 「かがわ外国人相談支援センター」の運営を県国際交

流協会に委託し、在留外国人からの生活全般に係る相談

を多言語（19言語）かつワンストップで受け付けた。 

  ②外国人労働人材関係相談窓口運営事業（3,078 千円） 

外国人材を受け入れる県内企業や外国人材からの雇用

等に関する相談をワンストップで受け付ける窓口を運営

した。 

 

（２）多文化共生の社会づくり推進事業（4,727千円） 

「やさしい日本語」の普及促進を図るため、県・市町職

員等を対象とした研修会を実施したほか、多文化共生のま

ちづくりモデル事業を１団体（琴平町）に委託して先進事

例を収集し、他の市町へ展開した。 

また、多言語生活ガイドブックの掲載内容をリニューア

ルし、ウェブ上に多言語生活情報サイトを構築（タガログ

語版）した。 

近年、香川県在住の外国人が年々増加しており、外国人

住民は、今や地域社会にとって欠かせない存在になってい

る現状を踏まえ、綾川町をモデル地域として、外国人住民

と地域住民との交流の仕組みづくりを中心とした地域社

会の意識啓発事業を実施した。 

   本県の多文化共生社会の推進に関する基本的な考え方

を示した「新かがわ多文化共生推進プラン」を、令和３年

11月に策定した。 

 

（３）外国人児童生徒等支援事業（2,727千円） 

外国人児童生徒が不安なく充実した学校生活が送れる

よう、多度津小学校と観音寺小学校に初期指導教室を開設

し、学校における支援体制の構築や効果的な日本語指導の

あり方について研究を行った。 

 

（４）在留外国人等安全･安心推進事業（７千円） 

24時間体制の民間の多言語コールセンターを活用し、言

葉や制度に不慣れな外国人等からの110番通報、相談等に

円滑に対応した。 

３．指標  

かがわ外国人相談支援センターにおけ

る相談支援件数（累計） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

235件 352件 1,090件 

 

香川国際交流会館（アイパル香川） 

利用者数（累計） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

140,000人  118,200人 700,000人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：　人事委員会事務局
（単位：千円）

6,670 6,652 18

93,863 93,066 797

11,890 11,281 609

112,423 110,999 1,424

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：　人事委員会事務局
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

12 12

12 12合計

備　　　考

一般事務費

本課・出先名称

人事委員会事務局

課計

2-12-3

番号

2-12-1

2-12-2

事務局運営に要する経費等

委員会の開催及び調査等に要する
経費
委員報酬6,612
人事委員会事務局職員の給与費
給料46,603 職員手当等30,271
共済費16,192

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

人事委員会費

給与費



 

 

 

 

 

 

 

危 機 管 理 総 局



１．部総括表 部名：危機管理総局
（単位：千円）

(1,733) (770) (963)

1,466,690 1,237,504 193,216 35,970

267,685 262,596 5,089

(1,733) (770) (963)

1,734,375 1,500,100 193,216 41,059

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

番号

3-1

3-2

部計

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

危機管理課

くらし安全安心
課



２．課総括表 課名：危機管理課
（単位：千円）

277,563 276,466 1,097

364,191 166,410 187,449 10,332

243 242 1

(1,733) (770) (963)

129,130 127,516 1,614

447,696 433,319 14,377

99,716 99,668 48

118,009 108,970 5,767 3,272

5,600 5,600

213 118 95

7,566 2,790 4,776

15,113 14,936 177

1,650 1,469 181

(1,733) (770) (963)

1,466,690 1,237,504 193,216 35,970

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：危機管理課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

    (26)31 [10]    12 [10](26)43

        3  [4]     7  [4]    10

    (26)34 [14]    19 [14](26)53

危険物施設の設置許可や指導等の
ほか、危険物取扱者や消防設備士
の免状交付や講習会に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

主要施策の成果の概要
（3-1-2）に記載

国民保護協議会の運営に要する経
費

防災行政無線の維持運営費

防災ヘリコプター「オリーブⅡ」
の運航管理に要する経費

危機管理課の運営に要する経費
給料138,780、職員手当等83,056、
共済費47,784、その他6,846

番号

3-1-1

3-1-11

3-1-5
防災ヘリコプ
ター運航管理費

3-1-6
石油貯蔵施設立
地対策事業費

3-1-2
防災対策基本条
例推進事業

3-1-3 危機管理総務費

3-1-4
防災行政無線整
備運営費

防災総務費

消防予防指導費

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務するものを〔　〕内書きにより、当該所属以外
で勤務する者を（　）外書きにより記載。

番の州地区石油コンビナートの防
災対策の充実を図るため、坂出市
及び隣接市町に対する補助
消防職員、消防団員の教育訓練を
行う消防学校に要する経費

救急救命士を養成する救急振興財
団への負担金

救急業務における救命率の向上を
図る香川県メディカルコントロー
ル協議会の運営に要する経費
市町消防業務の指導等に要する経
費

3-1-7 消防学校費

3-1-8
救急振興財団負
担金

3-1-10
消防指導監督事
務費

救急業務高度化
推進事業

3-1-9

合計

備　　　考本課・出先名称

危機管理課

課計

3-1-12

消防学校

火薬類、高圧・液化石油ガスの製造
販売等に係る安全確保や電気工事業
者の登録・指導等に要する経費

産業保安対策推
進費



課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、廃棄物対策課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

防災対策基本条例推進事業等（３－１－２） 

１．趣旨・概要 

自助・共助・公助の連携を基本理念とする防災対策基本

条例に基づき、災害に強い県づくりに取り組んでいるとこ

ろであり、東日本大震災のほか、近年全国各地で発生して

いる大規模災害の状況や県の地震・津波被害想定等を踏ま

え、自主防災組織や消防団の機能強化、備蓄物資の整備な

ど、「南海トラフ地震・津波対策行動計画」等に沿って、防

災・減災対策を着実に推進した。 
 

２．具体的内容 

（１）県民防災・減災意識啓発事業（2,373千円） 

   県民防災週間を中心に、シンポジウムなどを開催する

とともに、喫緊の課題である南海トラフ地震の被害想定

や具体的な対策を広く県民に周知するなど、県民の防

災・減災意識の向上と事前対策の促進をより一層図るた

めの啓発活動を行ったほか、小学生用防災教育副読本を

活用し、児童が副読本を家庭に持ち帰ることにより、防

災教育の充実と家庭での防災意識の向上を図った。 
 

（２）「災害に強い香川づくり」集中対策推進事業 

（61,793千円） 

   頻発化する風水害や発生確率が高まる南海トラフ地震

に備え、昨今の大規模災害の教訓を踏まえて顕在化した

課題に対して、市町が集中的に実施する防災・減災対策

の取組みを支援した。 
 

（３）地域防災力強化促進事業（10,103千円） 

先進的な取組みを行う自主防災組織等への支援や、活

動が不活発な自主防災組織等への指導・助言により、活

動の活性化を図るとともに、「県民いっせい地震防災行動

訓練（香川県シェイクアウト）」を実施し、県民の「自助」、

「共助」の強化につながる取組みを促進した。 
また、「香川県国土強靭化地域計画」について、国の国

土強靭化基本計画の変更や、近年の大規模災害の課題等

を踏まえ、令和３年10月に改定を行った。 
 

（４）災害応急対策強化推進事業（2,852千円） 

   災害時において県から各市町等に派遣する災害時連絡

員に対する訓練や災害情報の管理に係る訓練、災害廃棄

物処理に係る訓練等、市町等と連携した各種訓練を実施

し、県や市町等における災害対応の体制強化を図ったほ

か、防災アプリ「香川県防災ナビ」を広く県民に認知・

活用してもらい、適切な避難行動につなげてもらうため、

新聞等を活用した広報や活用事例集の作成・配布を行っ

た。 

３．指標  

「防災士」登録者数（人） 

 

防災アプリのダウンロード件数及び 
防災情報メールの登録件数（件） 

 

「地区防災計画」策定数（地区） 

 

令和３年７月 19 日にサンポートホー

ル高松でシンポジウムを開催した。（参

加者：137人） 

 

 

 

県内全 17 市町の取組みに対し補助金

を交付した。 

 

 

 

 

 

自主防災活動アドバイザーを派遣し

指導・助言を行った。（派遣件数：９件） 

令和３年11月５日10時から香川県シ

ェイクアウトを実施した。（参加登録

者：249,855人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 3 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

2,919 3,148 4,250 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 3 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

44,461 53,130 57,000 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 3 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

   33     46     63 



課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、廃棄物対策課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

   また、県が関与する災害派遣において、派遣前におけ

る新型コロナウイルスのＰＣＲ検査実施体制を整備し

た。 
 

（５）備蓄物資整備等事業（21,277千円） 

県の地震・津波被害想定（南海トラフ地震・最大クラ

ス）を踏まえ、避難生活等に必要な食料、飲料水等の物

資の更新を行った。 
 
（６）地域強靱化研究事業（10,000千円） 

南海トラフ地震等の大規模災害に備え、県民の防災意

識の更なる向上、適切な避難行動につなげるための施策

等について、香川大学と共同で調査・研究を実施した。 

 

（７）家具類転倒防止対策促進事業（3,573千円） 

地震発生時における家具類の転倒等による被害を軽減

するため、家具類転倒防止器具の取付支援を行う「家具

類固定サポート制度」を実施した。 
 

（８）災害時医療体制整備等事業（15,997千円） 

  ①地域災害拠点病院設備整備事業（1,762千円） 

    災害時の医療を確保することを目的に、地域災害拠

点病院に必要な診療設備等の整備に要する経費の一部

を補助した。 
 

②災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）体制整備

事業（170千円） 

被災都道府県の県庁や保健所における指揮調整機能

等を支援する災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥ

ＡＴ）を編成するため、チームを構成する医師、保健

師、薬剤師等への専門的な研修や訓練等の実施により

支援を行える人材を養成するなど、必要な体制整備を

行った。 
 

③災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制整備事業 

（4,243千円） 

被災地の避難所などを巡回して、高齢者、障害者、

妊産婦などの要配慮者に対し、入浴介助や相談支援、

福祉避難所への誘導などの支援を行う「災害派遣福祉

チーム（ＤＷＡＴ）」を編成し、災害時に対応できるよ

う体制整備を図るため、ＤＷＡＴチームの養成・派遣

に関する研修、ＤＷＡＴチーム員の訓練、必要な資機

材の整備、関係団体との連携の他、災害福祉支援コー

ディネーターの配置に要する経費の補助を行った。 
 

 

災害派遣する県職員５名のPCR検査を

実施した。（令和３年９月 熊本県２名、

令和４年３月 福島県及び熊本県３名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県防災士会のサポーターが各家

庭を訪問し、転倒防止器具の取付支援を

行った。（支援件数：149世帯） 
 

 

 

 

 

 

 

 

研修会１回（参加者数15名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、廃棄物対策課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

④災害時医療体制整備事業（7,120千円） 

災害医療を熟知する人材の養成を図るため、香川Ｊ

ＭＡＴ研修等を行ったほか、大規模災害時において高

松空港に設置予定のＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施

設）に必要な資機材の更新・保守点検等を行った。 
 

⑤災害時医療確保事業（650千円） 

国主催の防災訓練にＤＭＡＴを派遣し、関係者間の

連携強化を図るなど、ＤＭＡＴ活動体制の整備を行っ

た。 
 

⑥災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業 

（982千円） 

災害時等の緊急時において、専門性の高い精神科医

療の提供と精神保健活動の支援が円滑に行われるよう

専門的な研修を実施した。 
 

  ⑦震災時用医薬品確保事業（1,070千円） 

    災害急性期用に応急救護所等で必要とされる医薬品

及び医療資器材を県内28カ所の医療機関等に備蓄して

おり、その有効期限の満了に伴う交換等を行った。 
また、香川県医薬品卸業協会の災害時用流通備蓄医

薬品等の在庫確認を行った。 
 

（９）地域介護・福祉空間整備等事業（61,602千円） 

   老人福祉施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の

安全・安心を確保するため、国の地域介護・福祉空間整

備等施設整備交付金を活用し、事業者が行う設備整備に

対し、助成を行った。 
 

（10）災害ボランティア等との連携強化事業（264千円） 

 （再掲） 

被災地において、災害ボランティアが効率的かつ効果

的に活動するため、行政、社会福祉協議会等関係機関と

災害時の情報共有のための訓練を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年２回医薬品等交換 

 

 

 年２回医薬品等在庫確認 

 

 

地域介護・福祉空間整備等事業実施施

設数 

令和元年度   ６施設 

令和２年度    ８施設 

令和３年度   ４施設 

 

参加者：香川県、三豊市、観音寺市、

香川県社会福祉協議会、三豊市社会福祉

協議会、観音寺市社会福祉協議会、三豊

ライオンズクラブ、日本赤十字社香川県

支部、香川大学等 

 



２．課総括表 課名：くらし安全安心課
（単位：千円）

10,810 8,657 2,153

168,159 168,141 18

2,984 2,812 172

52,149 51,422 727

1,507 1,132 375

23,101 21,763 1,338

3,786 3,515 271

5,189 5,154 35

267,685 262,596 5,089

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：くらし安全安心課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(1)22 (5)11 (6)33

(1)22 (5)11 (6)33

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

事業執行状況

3-2-1
安全で安心なま
ちづくり推進事
業

主要施策の成果の概要
（3-2-1）に記載

3-2-2
くらし安全安心
課運営費

くらし安全安心課等の運営に要す
る経費　給与費88,276、職員手当
等49,581、共済費28,447

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

3-2-3
消費者行政推進
事業等

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-4
消費生活セン
ター運営費等

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-5
消費者行政活性
化事業

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-6
交通死亡事故抑
止総合対策事業

主要施策の成果の概要
（3-2-6）に記載

3-2-7
安全で快適な交
通社会推進事業

安全で快適な交通社会の推進に要
する経費

3-2-8
交通事故相談所
事業費

交通事故相談室の運営に要する経
費

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

くらし安全安心課



課名：くらし安全安心課   
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

安全で安心なまちづくり推進事業（３－２－１） 

１．趣旨・概要 

犯罪のない安全で安心な地域社会を実現するため、自主

防犯意識の高揚や地域住民等との協働活動の活性化等、地

域社会が一丸となった安全で安心なまちづくりを推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）安全な地域社会づくり支援事業（4,750千円） 

①防犯ボランティア活動活性化事業 

防犯ボランティア団体等による犯罪のない社会づく

りに向けた自主企画提案事業を８団体に委託し実施し

た。 

②犯罪のないまちづくり推進事業 

県民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の円滑な発展

を促すため、安全・安心まちづくり推進協議会の開催

や、市町が行う安全・安心まちづくり事業への助成を

行った。 

③青色防犯パトロール事業 

       県公用車に青色回転灯を装備して防犯パトロールを

実施した。 

 

（２）犯罪のないまちづくり広報啓発事業（368千円） 

  県民への注意喚起のため、特殊詐欺被害防止等のポス

ター、チラシ、グッズを作製・配布して広報啓発を実施

した。 

 

（３）犯罪被害者等支援事業（2,949千円） 

   「香川県犯罪被害者等支援条例」に基づき、関係機関

や民間支援団体等と連携し、法律相談及び心理カウンセ

リング体制の充実、見舞金給付制度の運用、広報啓発な

ど犯罪被害者等への支援を総合的かつ計画的に推進し

た。 

 

（４）小型無人機ドローン安全性確保事業（491千円） 

 小型無人機ドローンの安全利用について、県民の理解 

を深めるため、安全講習会を開催するとともに、ドロー

ンに関する法令、禁止事項等をまとめたチラシを作成し、

広報啓発活動を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標  

刑法犯認知件数（暦年）   （件） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

4,543 3,801 4,000以下 

 

特殊詐欺被害総額（暦年） （万円） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

8,321 10,043 7,000以下 

 

 

 

 

 

 

青色防犯パトロール実施回数：284回 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律相談：27件、心理カウンセリング：

70件、見舞金給付：１件 

 

 

 

 

 

安全講習会実施回数：２回 

（参加者数73人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：くらし安全安心課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

消費者行政推進事業等（３－２－３） 

１．趣旨・概要 

  複雑多様化する消費者問題に適切に対応できるよう、消

費者啓発や消費者教育、消費生活相談、事業者指導、市町

消費者行政の支援などに取り組み、県民の消費生活の安定

と向上を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）消費者安全確保事業（1,128千円） 
 消費者問題に適切に対応するための情報収集や調査を

行うとともに、不当取引や不当表示等を行う事業者に対

する行政処分等を行った。 
 
（２）消費者教育支援・推進事業（1,684千円） 

「くらしのセミナー（巡回講座）」や「若者向け消費生

活講座」などを開催するほか、ホームページ等により消

費者への情報提供を行った。 
 
（３）消費者行政活性化事業（1,132千円） 

①消費者行政活性化事業 

消費生活センターにおいて、多様化、深刻化する消

費生活相談に適切に対応するため、弁護士をアドバイ

ザーとして委嘱するなど、早期解決を図るための体制

づくりを行うとともに、「消費生活コーディネーター養

成講座」の開催など地域の消費者教育を担う人材育成

に努めた。 
②消費者行政活性化事業費補助 

消費者行政の活性化を図るために、国の交付金事業

を行う市町に対し補助を行った。 

 

（４）消費生活センター運営事業（51,422千円） 

  ①消費生活センター運営費 

相談窓口に消費生活相談員を配置し、消費者からの

相談・苦情に対応するとともに、弁護士による法律相

談を実施した。 
 ②消費生活情報ネットワークシステム等運用事業 

全国の消費生活センター等で受け付けた相談情報を

結ぶシステムにより、消費者トラブルの動向を迅速に

把握するとともに、関係機関との情報共有や消費者へ

の啓発、情報提供を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定商取引法に基づく行政処分：業務

停止命令１件、業務禁止命令１件、食

品表示法に基づく調査：26件、指導：37

件、不当景品類及び不当表示防止法に基

づく調査：22件、指導８件 

 

くらしのセミナー（巡回講座）開催回数：

109回（参加者数2,818人） 

若者向け消費生活講座開催回数：３回 

（参加者数259人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁護士による法律相談開催回数：10回 

（相談件数32件） 

 

 

消費者からの相談件数：5,064 件（消費

生活センター3,481 件、県民センター

1,583件） 



課名：くらし安全安心課、土地改良課、道路課、河川砂防課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

交通死亡事故抑止総合対策事業（３－２－６） 

１．趣旨・概要 

交通死亡事故を抑止するため、関係機関や団体と連携し、

本県の交通事故の特徴等を踏まえた総合的な交通安全対策

を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）高齢者交通事故抑止対策事業（9,667千円） 

  ①高齢者安全運転サポート事業 

高齢運転者の交通事故を抑止するため、高齢者を対

象に、自宅周辺の日常運転している道路において、自

動車教習所の指導員による運転講習等を実施した。 

②高齢者運転免許卒業者支援事業 

運転免許の自主返納者や、運転免許を更新せず自動

車の運転から卒業した高齢者に対する優遇制度を推進

した。 

  ③高齢者交通安全教育事業 
老人クラブ等において交通安全教室を開催するな

ど、高齢者施策と連携した交通安全教育を実施した。 
  ④高齢者交通指導員支援事業 
    高齢者交通指導員に交通安全情報や交通安全用品等 

を提供し、交通事故防止活動の支援を行った。 
  ⑤地域交通安全活動推進事業 

ボランティア団体と連携し、高齢者に事故に遭わな

いための安全な通行方法等について指導を行った。 
 
（２）交通死亡事故抑止対策事業（12,567千円） 

①交通死亡事故抑止広報啓発事業 

各種広報媒体を活用して、シートベルトの全席着用

の徹底や横断歩道利用者の安全確保等について、重点

的に広報啓発を実施した。また、「香川県自転車の安全

利用に関する条例」の改正により自転車損害保険等へ

の加入を義務化し、令和４年４月の施行に向けて広く

県民に周知啓発した。 
②交通安全連携推進事業等 

市町や交通安全関係団体等と連携した交通安全啓発

活動等を実施した。 
 
（３）用水路等への転落防止対策事業（58,951千円） 
   用水路等への転落事故を防止するため、県管理道や河

川管理用通路、農業水利施設等において、通行者の安全

確保対策を実施した。 
 

 

 

３．指標  

高齢者人口 10 万人当たりの交通事故

による高齢者死者数（暦年）  (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

14.4 7.4 7.4以下 

 

交通事故死者数（暦年）   (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

59 37 39以下 

 

交通事故重傷者数（暦年）  (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

269 244 200以下 

 

①高齢者運転講習開催回数：44回 

（参加者数238人） 

②高齢者運転免許自主返納者数： 

4,808人 

③高齢者交通事故防止教室開催箇所数： 

県内 54箇所 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

環 境 森 林 部 



１．部総括表 部名：環境森林部
（単位：千円）

321,674 306,958 14,716

(27,370) (21,154) (6,216)

725,923 694,686 31,237

(665,298) (623,015) (42,283)

2,512,708 1,902,242 557,828 52,638

(24,200) (24,200)

403,907 356,274 43,880 3,753

(295,600) (290,982) (4,618)

1,649,391 1,342,611 282,891 23,889

(1,012,468) (959,351) (53,117)

5,613,603 4,602,771 884,599 126,233

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

番号

4-1

4-2

4-3

不用額

環境管理課

みどり整備課

環境政策課

部計

4-4

4-5

みどり保全課

廃棄物対策課

備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額



２．課総括表 課名：環境政策課
（単位：千円）

5,012 4,909 103

2,332 2,194 138

142,326 131,111 11,215

11,878 11,812 66

149,138 149,044 94

10,988 7,888 3,100

321,674 306,958 14,716

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：環境政策課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

17 ［1］4 ［1］21

17 ［1］4 ［1］21

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより記載。

環境政策推進事
業

地球温暖化対策
事業

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

環境白書の作成のほか環境保全活
動の推進に要する経費

主要施策の成果の概要
（4-1-3）に記載

主要施策の成果の概要
（4-1-1）に記載

香川の環境を守
り育てる人づく
り推進事業

環境森林部の運営等に要する経費

国土利用計画法
施行事務費

国土利用計画法施行事業経費等

総務管理費

給与費
環境政策課職員の給与費
給料75,309、職員手当等46,707、
共済費27,028

番号

4-1-2

4-1-3

4-1-1

4-1-6

4-1-4

4-1-5

備　　　考

愛媛県交流職員１名

本課・出先名称

環境政策課

課計

合計



課名：環境政策課、環境管理課、みどり整備課、みどり保全課、廃棄物対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

香川の環境を守り育てる人づくり推進事業（４－１－１） 

１．趣旨・概要 

  本県の豊かで美しい自然や快適な生活環境を将来に引き

継いでいくため、環境を守り育てるための人づくりや地域

づくりに取り組んだ。 

 

２．具体的内容 

（１）学びの場（11,610千円） 

  ①かがわ里海大学運営事業（5,179 千円）（４－２－１４

に再掲） 

    かがわ里海大学において各種講座を実施して里海に

ついて理解を広げ、里海づくりをけん引する人材を育

成した。 

②みどりの学校運営事業（4,723千円）（４－３－１に再

掲） 
みどりづくり活動への参加の機会を広く県民に提供

するため、森林ボランティア団体等と協働し、みどり

づくりに関する体験、学習、実践ができる様々な講座

を開催するとともに、みどりづくり活動を担う人材の

育成を行った。 
③地域における環境学習推進事業（1,160千円） 

  身近な場所で環境について学べる機会を提供するた

め、市町や民間団体、企業等と連携して、環境学習講

座を開催したほか、環境活動団体交流会を実施した。 

④学校における環境学習推進事業（548千円） 

  児童や生徒の環境への関心を高めるため、本県独自

の環境学習教材の活用を図るとともに、県職員等を学

校等に派遣し出前講座を実施した。 

 

（２）きっかけづくり（11,417千円） 

①環境人づくり地域づくり情報発信事業（3,201千円） 

    多くの県民に環境保全に関する活動等に興味を持っ

てもらうよう、新聞記事やホームページ、ＳＮＳを活

用して情報発信を行った。 

②どんぐり銀行活性化事業（2,042千円）（４－３－１に

再掲） 
どんぐり銀行を活性化するため、ポイント制度によ

る協賛企業等の充実を図るとともに、どんぐり銀行臨

時支店を開設した。 
③かがわの自然探検ウオーク開催事業（443 千円）（４－

４－６に再掲） 

瀬戸内海国立公園等の美しい風景を楽しみながら、

豊かな自然などについて学ぶ体験学習型のウオーク行

事を、東かがわ市で実施した。 

                                    

３．指標  

環境保全活動や環境学習講座等への

参加状況                （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

29.4 

(R3.6現在) 

31.2 

(R4.6現在) 
40.0 

 

県と連携した市町・事業者・民間団体

数 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

69 75 94 

 

 

かがわ里海大学修了者数 

20講座：316人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：環境政策課、環境管理課、みどり整備課、みどり保全課、廃棄物対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 ④森とみどりの祭典開催事業（3,076千円）（４－３－ 

１３に再掲） 

県民総参加のみどりづくりをより一層推進するた

め、新型コロナウイルス感染症の影響により中止した

「森とみどりの祭典」の代替となる普及啓発イベント

を、感染症対策を講じて実施した。 

⑤「まちかど生き物標本展」開催事業（2,655千円）（４

－４－５に再掲） 

生物多様性保全の重要性の普及を図るため、県内の

研究者等が所有する標本を活用した「まちかど生き物

標本展」（４会場）を開催したほか、参加型のフィール

ド講座（３回）を実施した。 

 

 

（３）県民の環境保全活動の促進（731千円） 

①里海ナビゲーション事業（325千円）（４－２－１４に

再掲） 

県民が海に親しむきっかけとなるよう、里海づくり

絵日記コンテストの実施など、県民の環境保全活動を

促進した。 

②参加型モニタリング事業（122千円）（４－２－１４に

再掲） 

県民参加型の海辺の生きもの調査等、里海づくり活

動に関わる場を提供することで、県民の環境保全活動

を促進した。 

③活動連携促進事業（284千円）（４－２－１４に再掲） 

  企業等向けの相談窓口「里海コンシェルジュ」の設

置やセミナーの開催等により、企業等の里海活動の普

及や活動実施に向けた地域との連携を支援した。 

 



課名：環境政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

地球温暖化対策事業（４－１－３） 

１．趣旨・概要 

  県民や事業者による省エネルギー行動の促進や再生可能

エネルギーの導入を促進するなど、地球温暖化対策を推進

した。 

 

２．具体的内容 

（１）省エネルギー行動等促進事業（6,833千円） 

  ①省エネ県民運動等推進事業（1,282千円） 

家庭や事業所が省エネルギー行動に取り組む意識を

醸成し、省エネルギー行動が日常行動・事業活動に自

然に組み込まれることを目的として、関係機関と連携

しながら、「かがわ省エネ節電所」の開設・運営など、

各種の普及啓発事業を実施した。 

  ②ゼロカーボンキックオフ事業（2,235千円） 

    「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」の実現に向け

て、県民、事業者の意識醸成の促進を図るための事

業者向けのセミナーや、県民向けシンポジウムを実

施した。 

  ③ゼロカーボンシフト促進事業（3,316千円） 

      事業所における温室効果ガス排出抑制の計画的な取

組みを促進するため、一定規模以上の特定事業者に対

して、専門家とともに現地調査を実施した。 
    また、県内金融機関とコンソーシアムを組織し、ESG

融資に係る知見・情報を共有するとともに、エネルギ

ー管理士等の資格を持つ専門家を事業者に派遣するこ

とで、CO₂削減の取組支援を行った。 

 

（２）再生可能エネルギー導入促進事業（121,015千円） 

  ①住宅用太陽光発電導入促進事業（121,015千円） 

    住宅用太陽光発電システムの普及を図るため、太陽

光発電設備や蓄電池の設置者に対して補助を行った。 

 

（３）気候変動適応策連携推進事業（3,245千円） 

  ①気候変動適応策連携推進事業（3,245千円） 

  本県の現状に応じた気候変動適応に関する施策を推

進するため、環境省委託事業や国立環境研究所との共

同研究において、香川県気候変動適応センターが主体

となって関係機関と連携し、農業分野及び暑熱分野を

中心とした本県特有の気候変動影響及び適応策に関す

る情報収集・分析を行った。 

３．指標  

温室効果ガス削減率（対H25年度比）（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

▲15.8 

（H29年） 

▲25.8 

（R元年） 
▲33 

※実績値は暫定値 

 

「脱炭素に向けたライフスタイル等の

転換」を意識した県民行動の定着度（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

75.6 

（R3.6現在）

74.3 

（R4.6現在）
90 

 

かがわ省エネ節電所 

R３年度 登録件数（累計） 

 5,537世帯（16,012人） 

 520事業所 

 省エネ講座 参加者数   

73人（オンライン） 

 事業者向けセミナー 参加者数 

第１回 118人（オンライン） 

第２回 98人（オンライン） 

専門家派遣事業者  

R３年度 ４社５事業所 

特定事業者に対する現地調査 

R３年度 ９社（オンライン） 

 

住宅用太陽光発電システム設置件数 

(累計)  

R元年度  26,209件 

R２年度  27,124件 

R３年度 28,070件 

 蓄電池設置件数 (累計) 

  R元年度    622件 

 R２年度  1,371件 

R３年度  2,132件 

 

気候変動講演会 参加者数 129人 

（会場62人、オンライン67人） 

 



２．課総括表 課名：環境管理課
（単位：千円）

69 47 22

30,572 13,871 16,701

467,399 467,358 41

3,435 3,211 224

14,754 14,712 42

32,412 32,137 275

(27,370) (21,154) (6,216)

45,558 39,341 6,217

565 553 12

5,208 5,048 160

26,638 25,698 940

21,775 21,010 765

148 90 58

524 522 2

29,024 24,068 4,956

1,967 1,967

45,875 45,053 822

(27,370) (21,154) (6,216)

725,923 694,686 31,237

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：環境管理課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

20 2 22

40 11 51

60 13 73

環境管理課 育児休業１名

環境保健研究センター 育児休業１名

合計

4-2-14
かがわ「里海」
づくり推進事業

主要施策の成果の概要
（4-2-14）に記載(一部再掲）

本課・出先名称 備　　　考

4-2-15
海岸漂着物地域
対策推進事業

地域環境保全対策費補助金の返還
に要する経費

4-2-16
環境保健研究セ
ンター運営管理
費

環境保健研究センターの運営管理
に要する経費

課計

4-2-12
生活環境保全対
策推進事業

環境基本法等の適正運用及び騒
音・振動・悪臭防止対策の推進に
要する経費

4-2-13
アスベスト対策
推進事業

アスベスト飛散防止対策の実施に
要する経費

4-2-11
化学物質対策推
進事業

環境中の化学物質濃度調査、発生
源の監視・指導を行う等、化学物
質適正管理の促進に要する経費

4-2-9
公害対策推進事
業

公害紛争処理、公害苦情処理、環
境保全推進に要する経費

4-2-10 
きらめく瀬戸内
海創出事業

主要施策の成果の概要
（4-2-10）に記載

4-2-7 機器整備事業
試験研究機関の機器整備に要する
経費

4-2-8 試験研究事業
大気汚染、水質汚濁の防止、公衆
衛生のための調査研究に要する経
費

4-2-5
大気汚染常時監
視システム整備
運用事業

大気汚染常時監視システムのリー
スに要する経費

4-2-6
青い空保全推進
事業

主要施策の成果の概要
（4-2-6）に記載

4-2-3 給与費
環境管理課職員等の給与費等
給料239,320、職員手当等
134,859、共済費81,983

4-2-4
水質試験検査事
業

水道や井戸の水質検査等に要する
経費

4-2-2
環境保全施設整
備資金融資事業

主要施策の成果の概要
（4-2-2）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況

4-2-1
ふるさと香川の
水環境保全・創
出事業

県･市町・地域住民等が協議会を
組織し、協働して総合的な水環境
の保全･創出に要する経費



課名：環境管理課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

環境保全施設整備資金融資事業（４－２－２） 

１．趣旨・概要 

環境保全のために公害防止施設の設置など、改善を行お

うとする県内中小企業者に対し、特例措置として利子補給

を行うことにより、良好な環境の保全に努めた。 

 

２．具体的内容 

（１）環境保全施設整備資金貸付金（13,200千円） 

環境保全のために公害防止施設の設置など、改善を行

おうとする県内中小企業者に対し、施設整備に要する資

金について、取扱金融機関と協調して融資を行った。 

 

（２）環境保全施設整備資金融資利子補給（671千円） 

排水処理施設を設置する小規模事業者等を支援するた

め、環境保全施設整備資金融資が無利子となるよう、利

子補給を行った。 

 

 
新規融資実績 

H29年度：１件（１件） 

H30年度～R3年度 

：０件（０件） 

※（ ）は、無利子融資 

 

 R３年度末融資件数    ２件 

有利子分  ０件 

無利子分 ２件 

 

青い空保全推進事業（４－２－６） 

１．趣旨・概要 

大気汚染防止法に基づき、大気環境の常時監視を行うと

ともに、工場･事業場に対する規制・指導を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）大気汚染常時監視機器更新整備事業等（9,718千円） 

  大気汚染防止法で設置が定められている常時監視施設

の機器の更新等整備を行った。 

 

（２）大気汚染常時監視機器運営管理事業（21,394千円） 

大気汚染防止法に基づく常時監視を行い、その結果を

迅速に把握するとともに、光化学オキシダント注意報等

の緊急時の発令、PM2.5 高濃度予測時の注意喚起に備え

た。 

 

（３）大気汚染調査指導事業等（1,025千円） 

大気汚染防止法等に基づき、工場・事業場の固定発生

源の届出を審査するとともに、工場等に立入検査を実施

し、規制基準を遵守するよう指導した。 

３．指標等 

生活環境の向上（大気・水・騒音 

の満足度）        （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

52.6 

(R3.6現在) 

54.5 

(R4.6現在) 
58.0 

 

 

 

大気環境の常時監視を行い、大気汚染

の状況を把握するとともに、工場・事業

場に対する規制・指導を徹底することな

どにより、大気汚染物質排出量の抑制を

図り、大気環境の保全に努めた。 

 

 



課名：環境管理課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

きらめく瀬戸内海創出事業（４－２－１０） 

１．趣旨・概要 

水質汚濁防止法等に基づき、公共用水域（河川・海域）

や地下水の水質汚濁の状況を監視するとともに、工場・事

業場の排水等の規制・指導を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）公共用水域監視測定等事業（23,748千円） 

水質測定計画に基づき、県内の河川、海域及び地下水

の水質を常時監視し、環境基準の達成状況を把握すると

ともに、県内の公共用水域において発生した水質異常事

故の原因究明と対応を速やかに実施した。また、瀬戸内

海沿岸11府県が連携して、広域総合水質調査を実施した。 

 

（２）工場・事業場監視測定事業（208千円） 

水質汚濁防止法等が適用される事業場等を対象に計画

的に立入検査を実施し、排水基準を遵守するよう、監視・

指導した。また、香川県生活環境の保全に関する条例が

適用される小規模事業場等について、計画的に立入検査

を実施し、水質排水基準を遵守するよう、監視・指導し

た。 

 

（３）事業場排水処理技術開発研究事業（1,742千円） 

事業場からの排水のうち、汚濁濃度が非常に高いなど

特徴的な排水を低コストで処理できる排水処理技術につ

いて調査研究を行った。 

 

 

公共用水域（河川・海域）や地下水の

水質汚濁の状況を監視するとともに、工

場・事業場の排水等の規制・指導を徹底

することなどにより、汚濁負荷量の低減

を図り、瀬戸内海や河川の環境の改善に

努めた。 

 

 



課名：環境管理課、みどり整備課、廃棄物対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

かがわ「里海」づくり推進事業（４－２－１４） 
１．趣旨・概要 

「人と自然が共生する持続可能な豊かな海」の実現を目

指し、かがわ里海大学での各種講座の実施や里海ナビゲー

ション、海ごみ対策、里山整備の推進、生活排水対策の重

点的な実施等、山・川・里（まち）・海を繋げる施策を総合

的に進めた。 

 

２．具体的内容 

（１）かがわ「里海」づくり推進事業（5,968千円） 

かがわ里海大学において各種講座を実施して里海につ

いて理解を広げ、里海づくりをけん引する人材を育成す

るとともに、絵日記コンテスト等意識醸成のための里海

ナビゲーションの実施、県民参加型モニタリング調査な

ど、香川らしい里海の実現に向けた取組みを推進した。 

 

（２）海ごみ対策推進事業（18,100千円） 

香川県海ごみ対策推進協議会において、香川県方式の

海底堆積ごみ回収・処理システムを推進するとともに、

発生抑制に係る普及啓発、県内一斉海ごみクリーン作戦、

離島等の海岸を対象とした海ごみ回収・処理を実施する

など、参加型の海ごみ対策に取り組んだ。 

 

（３）里山・竹林資源地域循環利用促進事業（788千円）（４

－３－２に再掲） 

里山資源の利用促進を図るため、里山資源を活用し、

薪生産等に取り組んでいる地域において、地元団体等が

行う活動を支援し、里山資源活用の拠点づくりを支援し

た。 

 

（４）生活排水対策重点事業（228,190 千円）（４－５－２に

再掲） 

合併処理浄化槽の設置や単独処理浄化槽等から合併処 

理浄化槽への転換を推進するため、市町の整備費補助事

業に補助を行うとともに、浄化槽の適正な維持管理を促

進するため、法定検査の未受検者に対する指導等により、

受検率の向上に取り組んだ。 

  

３．指標等 

汚水処理人口普及率     (％) 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

78.8 80.3 85.0 

 

 
 
多様な主体の参画のもと、香川らしい

里海の実現に向け、意識の醸成や人材育

成に取り組むとともに、海ごみなど重要

課題に対する施策も合わせて総合的に

進めることにより、「人と自然が共生す

る持続可能な豊かな海」の実現に努め

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



２．課総括表 課名：みどり整備課
（単位：千円）

27,556 26,251 1,305

797 788 9

23,182 22,105 1,077

60,422 60,306 116

(5,822) (5,803) (19)

57,290 43,923 13,121 246

30,037 29,975 62

6,653 6,627 26

2,989 2,532 457

102,108 94,782 6,701 625

561 60 501

7,042 6,815 227

2,370 2,190 180

(1,500) (1,500)

36,366 34,281 940 1,145

243 192 51

6,490 6,411 79

(109,132) (103,854) (5,278)

295,074 180,264 109,530 5,280

1,610 1,581 29

(21,000) (20,995) (5)

81,330 70,381 10,440 509

29,354 25,059 4,147 148

(27,959) (27,440) (519)

88,207 87,387 820

4-3-19 県営林管理事業
主要施策の成果の概要
（4-3-16）に記載

4-3-18
森林・竹林整備
緊急対策事業

主要施策の成果の概要
（4-3-16）に記載

4-3-17
離島振興造林事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-16）に記載

4-3-20 森林管理道事業
主要施策の成果の概要
（4-3-20）に記載

4-3-16
造林事業（国
補）

主要施策の成果の概要
（4-3-16）に記載

4-3-15
森林計画樹立等
事業

地域森林計画の編成等に要する経
費

4-3-14
みどりの基本計
画策定事業

次期「香川県みどりの基本計画」
策定に要する経費

4-3-12
新たな森林管理
システム推進事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-12）に記載

4-3-13
県産木材の供給
と利用促進事業

主要施策の成果の概要
（4-3-13）に記載

4-3-11
林業事務所庁舎
管理事業

東部及び西部林業事務所庁舎の管
理等に要する経費

4-3-10
林業金融対策事
業

各種金融制度の普及、地方公営企
業等金融機構の受託調査等に要す
る経費

森林公園管理運
営事業

公渕森林公園、満濃池森林公園の
管理運営業務の委託及び施設整備
等に要する経費

森林センター園
内施設維持管理
事業

森林センターの維持管理に要する
経費

4-3-9

里山・竹林資源
地域循環利用促
進事業

主要施策の成果の概要
（4-2-14）に記載

4-3-4
林業普及指導事
業

林業に関する技術と知識の普及、
森林施業に関する巡回指導に要す
る経費　給料29,481、職員手当等
19,465、共済費10,432

4-3-5
森林病害虫等防
除事業

マツ枯れ、ナラ枯れの防除等に要
する経費

林業試験研究事
業

4-3-8

花粉症対策に資する育林・育苗調
査、松くい虫に抵抗性のあるマツ
の増殖技術の開発など各種試験研
究に要する経費

4-3-7

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況

4-3-1
県民総参加のみ
どりづくり事業

主要施策の成果の概要
（4-3-1）に記載

4-3-6
森林センター整
備管理事業

苗畑、展示施設等の整備・管理に
要する経費　給料13,709、職員手
当等7,458、共済費4,514

4-3-3
森林整備担い手
育成確保対策事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-3）に記載

4-3-2



(23,762) (23,762)

99,547 78,097 21,450

3,127 3,127

(6,610) (6,109) (501)

24,510 19,003 4,905 602

15,990 12,454 3,495 41

182 181 1

(438,143) (402,779) (35,364)

958,941 569,637 352,693 36,611

128,602 111,068 17,378 156

(31,370) (30,773) (597)

88,852 74,030 13,028 1,794

10,439 10,025 414

5,736 5,735 1

317,101 316,975 126

(665,298) (623,015) (42,283)

2,512,708 1,902,242 557,828 52,638

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：みどり整備課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

みどり整備課 25 1 26

森林センター 4 3 7

東部林業事務所 9 2 11

西部林業事務所 11 2 13

2 2

51 8 59

4-3-27
離島振興治山事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-26）に記載

森林荒廃地緊急
整備事業

主要施策の成果の概要
（4-3-26）に記載4-3-28

4-3-24
単独県費補助林
道事業

主要施策の成果の概要
（4-3-20）に記載

4-3-25
電子県庁推進
（電子納品）事
業

合計

育児休業１名

育児休業１名

小豆総合事務所
環境森林課

課計

本課・出先名称 備　　　考

4-3-31 給与費
みどり整備課職員等の給与費等
給料165,101、職員手当等
93,312、共済費55,298

4-3-29
単独県費補助治
山事業

主要施策の成果の概要
（4-3-26）に記載

4-3-30
治山施設機能強
化事業

主要施策の成果の概要
（4-3-26）に記載

電子納品・情報共有システムの運
用に係る保守、管理に要する経費

4-3-26 治山事業
主要施策の成果の概要
（4-3-26）に記載

4-3-21 林道補助事業
主要施策の成果の概要
（4-3-20）に記載

4-3-23
林道施設整備事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-20）に記載

4-3-22
離島振興林道事
業

主要施策の成果の概要
（4-3-20）に記載

事業執行状況番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

県民総参加のみどりづくり事業（４－３－１） 

１．趣旨・概要 

県民の参加と協働による森づくりへの機運を高めるた

め、様々なみどりづくり活動への参加の機会を広く県民に

提供するとともに、みどりづくり活動等に必要な支援を行

い、県民総参加のみどりづくりを推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）県民総参加のみどりづくり事業（16,081千円） 

①みどりとのふれあい推進事業（346千円） 

森づくり活動への積極的な参加を呼びかけるため、

森林ボランティア活動等の情報提供やどんぐり銀行活

動を実施するとともに、手入れが必要な森林の情報を、

森づくりに関心のある企業等に提供し、市町、森林組

合等と連携して森林整備を行うフォレストマッチング

推進事業により企業等との協働の森づくりを行った。 

②緑化推進事業（3,718千円） 

みどりづくりに関する普及啓発を図るため、緑の少

年団活動の推進や緑化コンクールを実施した。 

③緑の少年団育成強化事業（2,399千円） 
緑の少年団の設立や活動の活性化を図るために必要

な経費を助成した。 
④香川県街なか緑化推進事業（2,853千円） 

街なかの緑化を推進するため、私立保育所等が実施

する芝生化や壁面緑化に要する経費を助成した。 
⑤どんぐり銀行活性化事業（2,042千円） 

どんぐり銀行を活性化するため、ポイント制度によ

る協賛企業等の充実を図るとともに、どんぐり銀行臨

時支店を開設した。 
⑥みどりの学校運営事業（4,723千円） 

みどりづくり活動への参加の機会を広く県民に提供

するため、森林ボランティア団体等と協働し、みどり

づくりに関する体験、学習、実践ができる様々な講座

を開催するとともに、みどりづくり活動を担う人材の

育成を行った。 
 

（２）ドングリランド施設維持管理事業（10,170千円） 

森林ボランティア活動の拠点であるドングリランド

を、森づくり行事や森林環境教育の場として活用するた

め、指定管理者による適正な維持管理を行った。 

 

 

３．指標  

公園・緑地面積      （ha） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

1,838 

（R元） 

1,841 

（R2） 

1,856 

（R6） 

 

 

 

県民参加の森づくり参加者数は、

6,071人となった。 

 

みどりの豊かさ（森林・公園など）の

満足度            （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

62 

（R3.6現在）

61 

（R4.6現在）
65 

 

森林ボランティア活動の関心度（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

61 

（R3.6現在）

59 

（R4.6現在）
65 

 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

森林整備担い手育成確保対策事業（４－３－３） 

１．趣旨・概要 

森林整備の担い手の育成・確保を促進するため、「香川県

森林整備担い手対策基金」を活用して、森林組合等が行う

林業従事者の労働安全衛生の充実、技術の向上、福利厚生

の充実、経営基盤の強化等に対する支援を行った。 

 

 

２．具体的内容 

（１）労働安全確保事業（1,659千円） 

労働安全衛生研修会の開催や技術研修会の受講等、労

働安全確保に要する経費に対し補助を行った。 

 

（２）福利厚生対策事業（9,188千円） 

社会保険料等の事業主負担や健康診断等、福利厚生に

要する経費に対し補助を行った。 

 

（３）育成指導事業（108千円） 

林業研究グループ等の育成に要する経費に対し補助を

行った。 

 

（４）経営基盤強化事業（6,001千円） 

高性能林業機械の導入及び森林施業の集約化・団地化

の促進等、経営基盤の強化に要する経費に対し補助を行

った。 

 

（５）林業労働力確保支援センター運営事業（5,149千円） 

林業労働力確保支援センターが実施する求職者への求

人情報の提供・相談や就業希望者への事前講習等、新規

就業支援等に要する経費に対し補助を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

森林整備の担い手である森林組合

等の林業従事者の労働安全衛生の充

実、福利厚生の充実、経営基盤の強化

等に努めた。 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

新たな森林管理システム推進事業（４－３－１２） 

１．趣旨･概要 

森林環境譲与税を活用し、森林経営管理法に基づく「新

たな森林管理システム」を円滑に運用するため、市町の森

林・林業行政を推進する人材や「意欲と能力のある林業経

営体」を育成するとともに、登録・公表を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）森林整備等推進活動支援事業（1,093千円） 

地域の実情に応じた森林整備を推進するため、森林経

営管理制度や森林環境譲与税に関する研修やＩＣＴ等を

活用した森林整備計画策定支援研修を実施することで市

町を支援した。 
 

（２）林業現場技能者育成事業（1,097千円） 

「新たな森林管理システム」に基づく意欲と能力のあ

る林業経営体の育成を図るため、既に実用化されている

レーザ計測及びレーザ計測データ解析の技術を林業現場

に導入し、森林の管理や事業の効率的に運営をするなど、

高度にＩＣＴを実践活用できる人材を育成した。 
また、質の高い森林整備の担い手の育成確保を推進す

るため、森林組合等の作業班員のうち、就労５年未満の

現場技能者等の技術及び技能の向上を図った。 
 

 

 

意欲と能力のある林業経営体  

登録・更新 ３者 

林業現場技能者育成研修 

受講 ８人 

新規就労現場技能者等育成研修 

受講 ９人 

 

森林整備と木材利用に関する認知度 

                         （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

47 

（R3.6現在）

41 

（R4.6現在）
60 

 

県産木材の供給と利用促進事業（４－３－１３） 

１．趣旨・概要 

「みどりの基本計画」や「香川県県産木材の供給及び利

用の促進に関する条例」に基づき、関係機関と連携し、県産

木材の安定供給と利用拡大に取り組むなど、森林整備と森

林資源の循環利用を推進し、林業・木材産業の成長発展を

図った。 

 

２．具体的内容 

（１）県産木材供給促進事業（18,034千円） 

①県産木材供給対策事業（1,767千円） 

木材の伐採から加工・販売までの川上・川中・川下の

効果的な連携を図り、需給のマッチング等を検討する

ため、「県産木材需給調整連絡会」を開催するなど、県

産木材の供給を促進した。 

②県産認証木材流通促進事業（16,267千円） 

森林環境譲与税を活用し、県産認証木材の流通を促

進するため、県産認証木材製品の加工経費や木材加工

施設の整備を支援するとともに、県産認証木材製品の

品質について検証、ＰＲを行った。 
 

３．指標  

県産認証木材の搬出量    （㎥） 

基 準 値 

（H28～R2  

平 均 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

10,230 10,698 12,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（２）県産木材利用促進事業（16,247千円） 

①香川県産木材住宅助成事業（7,336千円） 

県産木材の住宅資材としての認知度向上と利用促進

を図るため、県産ヒノキを利用した住宅の施主に対し

て、その利用量に応じて、購入経費の一部を補助した。 
②木とふれあう空間整備支援事業（2,102千円） 

県産木材の民間施設での利用促進を図るため、県産

木材をＰＲ効果の高い公的スペースで利用した施主に

対して、購入経費の一部を補助した。 
③木づかい・木育推進事業（1,075千円） 

木と触れ合い、木の良さを体験するため「おもちゃ広

場」を開設するとともに、森林と木造住宅が繋がってい

ることを体感し、県産木材を利用することが健全な森

林を育むことをＰＲした。 
④森とみどりの祭典開催事業（3,076千円） 

県民総参加のみどりづくりをより一層推進するた

め、新型コロナウイルス感染症の影響により中止した

「森とみどりの祭典」の代替となる普及啓発イベント

を、感染症対策を講じて実施した。 

⑤「かがわの森 アンテナショップ」運営事業 

（1,544千円） 

「かがわの森 アンテナショップ」等で、親子木工

教室等の木材普及のためのイベントを随時開催する

等、県産木材製品の展示、販売、ＰＲを行った。 

⑥香川県産木材住宅緊急助成事業（1,114千円） 

新型コロナウイルス感染症の影響により木材価格が

高騰し、住宅需要が減少している状況も踏まえ、県産ヒ

ノキを利用した住宅の施主に対して、その利用量に応

じて、購入経費の一部を補助した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

森林の整備（造林）（４－３－１６） 

１．趣旨･概要 

森林の有する多面的な機能の維持、向上や里山の再生を

図るため、森林所有者等が行う植栽、下刈、間伐等の森林整

備に対して支援するとともに、県営林において、適正な保

育管理を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）造林事業（国補）（180,264千円） 

   森林の持つ公益的機能の維持、向上を図るため、森林

所有者等が行う植栽、間伐等の森林整備に対し、補助を

行った。 

区分 面積(ha) 

植栽 56.77 

下刈 191.62 

除間伐 103.79 

計 352.18 

 

（２）離島振興造林事業（1,581千円） 

    離島地域において、森林の持つ公益的機能の維持、向

上を図るため、森林所有者等が行う植栽、間伐等の森林

整備に対し、補助を行った。 

区分 面積(ha) 

除間伐 5.01 

 

（３）森林・竹林整備緊急対策事業（70,381千円） 

   国庫補助事業の対象とならない小規模な未整備森林や

放置された竹林等の整備に取り組む森林所有者等に対し

補助を行うとともに、間伐材等の搬出経費に対し助成を

行った。 

区分 面積(ha) 

植栽  3.71 

下刈 6.34 

除間伐 52.77 

計 62.82 

 

（４）県営林管理事業（25,059千円） 

   県営林において、森林の持つ公益的機能の維持、向上 

を図るため、保育整備（間伐等）を行った。 

区分 面積(ha) 

除間伐 46.37 

 

 

 

 

 

 

R３年度整備実績 

植  栽： 60ha 

下 刈：197ha 

除間伐：207ha 

 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

森林の整備（林道）（４－３－２０） 

１．趣旨･概要 

多様な公益的機能を有する森林の整備や林業の生産性の

向上を図るとともに、山間地域の利便性を高め地域の活性

化を促進するため、林道の開設、改良、舗装等を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）森林管理道事業（87,387千円） 

森林整備を推進するため、森林管理道琴南財田線のう

ち、２路線（４－２号線、２－１号線）の整備を行った。 

 

（２）林道補助事業（78,097千円） 

市町が実施する既設林道の機能強化を図るための改良

事業に対して補助を行った。 

区分 県事業費（千円） 路線数 市町 

改良 78,097 11 
三豊市 

外３市２町 

 

（３）離島振興林道事業（3,127千円） 

島しょ部における町が実施する既設林道の機能強化を

図るための改良事業に対して補助を行った。 

区分 県事業費（千円） 路線数 市町 

改良 3,127 １ 小豆島町 

 

（４）林道施設整備事業（19,003千円） 

森林管理道事業の実施に伴い、国庫補助の対象となら

ない附帯施設等の整備を行った。 

 

（５）単独県費補助林道事業（12,454千円） 

市町が実施する林道開設・改良・舗装のうち、国庫補助

の対象とならない小規模なものに対し、県単独で補助を

行った。 

区分 県事業費（千円） 路線数 市町 

開設 534 １ 高松市 

改良 11,920 ６ 
東かがわ市 

外２市町 
 

 

 

 

 

 

 

 

森林管理道琴南財田３路線全体の

進捗率は84.8 %となった。 

 



課名：みどり整備課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

森林の整備（治山）（４－３－２６） 

１．趣旨･概要 

山地災害から県民の生命・財産を保全し、また、水源のか

ん養や生活環境の保全・形成を図り、安全で安心できる暮

らしを実現するため、治山施設や森林の整備を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）治山事業（569,637千円） 

 山地災害の未然防止・軽減を図るため、荒廃地の復旧

整備や保安林の整備を行った。 

事業細目 事業費（千円） 箇所数 

予防治山事業 228,484 
東かがわ市五名地区外 10

地区 治山施設６箇所 

復旧治山事業 55,568 
まんのう町塩入地区 

治山施設１箇所 

流木防止総合対策

事業  
95,360 

まんのう町新目地区 

治山施設１箇所 

水源地域整備事業 98,599 
東かがわ市外１町 

治山施設３箇所 

保育事業 50,474 東かがわ市外７地区 

緊急予防治山事業 41,152 
善通寺市大麻地区 

治山施設１箇所 

 
（２）離島振興治山事業（111,068千円） 

 島しょ部における山地災害の未然防止・軽減を図るた

めの全体計画の作成を行った。 

事業細目 事業費（千円） 箇所数 

離島振興治山事業 111,068 小豆島・直島地区 

 
（３）森林荒廃地緊急整備事業（74,030千円） 

国庫補助事業の対象とならない小規模な荒廃地 12 箇

所の復旧を行った。 

 

（４）単独県費補助治山事業（10,025千円） 

市町が実施する国庫補助事業の対象とならない小規模

な荒廃地及び荒廃危険地３箇所の復旧整備に対し、補助

を行った。 

 

（５）治山施設機能強化事業（5,735千円） 

既存治山施設の防災機能強化を図るため、林野庁の定

めるガイドラインに基づき、施設の点検、診断を行った。 

 

 

予防治山事業など各種治山事業に

より、山地災害の未然防止に努め、山

地災害危険地区における治山施設を

12箇所整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：みどり保全課
（単位：千円）

667 600 67

174,867 174,795 72

305 212 93

1,269 1,233 36

5,323 5,312 11

40,867 33,353 6,600 914

(24,200) (24,200)

81,110 43,827 37,280 3

5,433 5,411 22

11,150 10,570 580

7,417 6,409 1,008

6,798 6,796 2

1,221 992 229

47,681 47,373 308

13,164 12,935 229

6,635 6,456 179

(24,200) (24,200)

403,907 356,274 43,880 3,753

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：みどり保全課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

24 4 28

24 4 28

4-4-11
イノシシ被害未
然防止緊急対策
事業

主要施策の成果の概要
(4-4-10）に記載

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

みどり保全課 休職１名

4-4-14
保安林整備管理
事業

保安林の指定・解除及び適正な管
理に要する経費

4-4-15
林地開発指導監
視事業

森林法の執行、普及啓発活動及び
監視・巡視等に要する経費

4-4-12
アライグマ・
ヌートリア等防
除支援事業

主要施策の成果の概要
(4-4-10）に記載

4-4-13
特定鳥獣等個体
群管理推進事業

主要施策の成果の概要
(4-4-10）に記載

4-4-9

鳥獣の保護及び
管理並びに狩猟
の適正化に関す
る事業

鳥獣保護管理事業に要する経費
　　　　　　　　　　　 10,469
鳥インフルエンザ野鳥調査等
　　　　　　　　　　　    101

4-4-10
有害鳥獣総合対
策事業

主要施策の成果の概要
(4-4-10）に記載

4-4-7
瀬戸内海国立公
園等魅力向上事
業

主要施策の成果の概要
(4-4-6）に記載

4-4-8
傷病鳥獣保護事
業

傷病鳥獣の保護に要する経費

4-4-5
生物多様性保全
活動推進事業

主要施策の成果の概要
(4-4-5）に記載

4-4-6
みどりの県有施
設管理事業

主要施策の成果の概要
(4-4-6）に記載

4-4-3
自然環境保全推
進事業

自然環境保全地域等の指定及び
管理に要する経費

4-4-4
絶滅のおそれの
ある野生生物保
護対策事業

絶滅のおそれのある野生生物の保
護対策に要する経費

事業執行状況

4-4-1
みどりの県土保
全事業

事前協議制度の施行及び適正な開
発に向けた指導監視に要する経費

4-4-2 給与費
みどり保全課職員の給与費
給料91,826、職員手当等51,581、
共済費31,388

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



課名：みどり保全課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

生物多様性保全活動推進事業（４－４－５） 

１．趣旨・概要 

生物多様性の保全を推進するため、希少野生生物の保護

対策や侵略的外来種の防除対策の検討などを行うととも

に、保全の重要性を普及啓発するため、県内の研究者等が

保管している標本を活用した「まちかど生き物標本展」等

を開催した。 

 

 

２．具体的内容 

（１）希少野生生物保全推進事業（2,257千円） 

希少野生生物のモニタリング調査により、最新の生

息・生育状況を明らかにし、希少野生生物の保護対策の

検討を行った。 

 

 

（２）侵略的外来種防除等対策事業（400千円） 

侵略的外来種のうち、総合的に対策が必要と判断され

た種について、現地調査及び過去の文献調査結果等を踏

まえ、防除対策指針を作成した。 

 

 

（３）「まちかど生き物標本展」開催事業（2,655千円） 

生物多様性保全の重要性の普及を図るため、県内の研

究者等が収集・保管している貴重な標本を活用した「ま

ちかど生き物標本展」を県立文書館など４会場で開催し

たほか、参加型のフィールド講座を公渕森林公園などで

３回実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物多様性に関する県民の認知度 

             （％） 

基準値 

（R2） 

実績値 

（R3） 

目標値 

（R7） 

37.2 

（R3.6現在）

34.6 

（R4.6現在）

50 

 

 

生物多様性の保全に向けて県と連携

した事業者・民間団体数   

基準値 

（R2） 

実績値 

（R3） 

目標値 

（R7） 

－ 4 15 
 



課名：みどり保全課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

自然公園等保護・利用促進事業（４－４－６） 

１．趣旨・概要 

瀬戸内海国立公園、大滝大川県立自然公園及び四国のみ

ちの県有施設において、適正な維持管理と利用促進を行っ

た。 

また、瀬戸内海国立公園の魅力を向上させるため、公園

利用施設の老朽化対策等のための整備を行い、その魅力を

紹介するソフト事業を実施した。 

 

２．具体的内容    

（１）みどりの県有施設管理事業（33,353千円） 

瀬戸内海国立公園や大滝大川県立自然公園及び四国

のみちについて、県が整備した利用施設、案内看板等の

修繕や清掃、除草等の維持管理を行った。 

 

（２）瀬戸内海国立公園等魅力向上事業（43,827千円） 

①公園施設等の国際化等整備事業（43,384千円） 

訪日外国人をはじめとする観光客の利用環境を整

備するため、瀬戸内海国立公園内の標識の改修や園路

の改修を行った。 

②かがわの自然探検ウオーク開催事業（443千円） 

瀬戸内海国立公園等の美しい風景を楽しみながら、

豊かな自然などについて学ぶ体験学習型のウオーク

行事を、東かがわ市で実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然公園の施設や四国のみちの安

全・快適な利用の促進に努めた。 

また、瀬戸内海国立公園の施設の整

備を行い、訪れる観光客の受入環境を

向上させた。 

さらに、ウオーク行事を開催し、公園

の魅力を発信するとともに、参加者が

香川の自然について理解を深めること

に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウオーク行事参加者数：92人 



課名：みどり保全課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

野生鳥獣総合対策事業（４－４－１０） 

１．趣旨・概要 

野生鳥獣による被害に対処するため、市街地に出没する

イノシシや生息範囲が拡大しているニホンザルについて、

市町による有害鳥獣捕獲では十分な捕獲が行われていな

い地域において、県が主体となって重点的に捕獲を実施し

たほか、将来にわたって捕獲の担い手を確保するため、人

材育成事業等を実施した。 

 

２．具体的内容                

（１）有害鳥獣総合対策事業（6,409千円） 

イノシシ等を市街地に出没させないよう「市街地イノ

シシ等侵入防止対策支援事業」を実施し、５市町に対し、

集中的な捕獲や捕獲資機材の購入について支援した。 

 

（２）イノシシ被害未然防止緊急対策事業（6,796千円） 

 イノシシの出没が多発し、人身被害が発生している市

街地やその周辺において、出没経路等を調査するととも

に、ICT捕獲システムを導入した県主体の捕獲事業を実

施した。 

 

（３）アライグマ・ヌートリア等防除支援事業（992千円） 

   アライグマ・ヌートリア等の生息範囲の拡大や被害の 

甚大化を防ぐため、防除実施主体である12市町に対し、

捕獲資機材の購入や捕獲個体の処分等に係る経費につ

いて支援を行ったほか、防除従事者養成講習会（３回実

施し、36人が受講）を実施した。 

 

（４）特定鳥獣等個体群管理推進事業（47,373千円） 

   「第二種特定鳥獣管理計画」に基づき、環境大臣が定

める指定管理鳥獣であるイノシシについては、市街地周

辺や島しょ部等において、ニホンザルについては、特に

加害性の高い群れを対象に、県主体の捕獲事業を実施し

た。 

また、狩猟初心者を対象にイノシシ捕獲技術講習会

（３回実施し、47人が受講）を開催し、捕獲に必要な知

識及び技術の習得による捕獲技術の向上を図ったほか、 

狩猟に興味のある若者を対象に狩猟フィールド体験入

門講座（２回実施し、35人が受講）を開催した。 

 

 

狩猟免許所持者数 

R元年度： 2,067人 

R ２年度： 2,141人 

R ３年度： 2,112人 

 

 

 

イノシシ捕獲頭数 

R元年度：14,743頭 

R ２年度：12,648頭 

R ３年度：14,349頭 

 

 

 

 

 

 

 

アライグマ捕獲頭数 

R元年度：   109頭 

R ２年度：   191頭 

R ３年度：  173頭 

 

ヌートリア捕獲頭数 

R元年度：   298頭 

R ２年度：   156頭 

R ３年度：  129頭 

 

累計防除従事者数 

（アライグマ・ヌートリア等） 

R元年度： 1,463人 

R ２年度： 1,517人 

R ３年度： 1,553人 

 

ニホンザル捕獲頭数 

R元年度：  525頭 

R ２年度：  474頭 

R ３年度：  563頭 

 



２．課総括表 課名：廃棄物対策課
（単位：千円）

14,900 13,770 1,130

244,079 235,837 8,242

4,648 3,735 913

6,000 3,038 2,962

(295,600) (290,982) (4,618)

1,146,440 852,964 282,891 10,585

558 505 53

232,766 232,762 4

(295,600) (290,982) (4,618)

1,649,391 1,342,611 282,891 23,889

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：廃棄物対策課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(1)30 1 (1)31

(1)30 1 (1)31

課計

本課・出先名称 備　　　考

廃棄物対策課 育児休業1名

合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

4-5-7 給与費
廃棄物対策課職員の給与費等
給料118,381、職員手当等70,216、共済
費43,864

4-5-6
ダイオキシン類
対策事業

廃棄物焼却施設のばいじんや焼却
灰等のダイオキシン類濃度の検査
等に要する経費

4-5-3
循環型社会づく
り推進等事業

主要施策の成果の概要
（4-5-3）に記載

4-5-4
エコアイランド
なおしまプラン
推進事業

主要施策の成果の概要
（4-5-4）に記載

4-5-5
豊島廃棄物等処
理施設撤去等事
業

主要施策の成果の概要
（4-5-5）に記載

4-5-2 浄化槽対策

主要施策の成果の概要
（4-2-14）に記載
生活排水対策重点事業228,190、県有施設浄
化槽設置整備事業7,647

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況

4-5-1
産業廃棄物処理
対策事業

主要施策の成果の概要
（4-5-1）に記載



課名：廃棄物対策課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
産業廃棄物処理対策事業（４－５－１） 

１．趣旨・概要 

  複雑多様化する産業廃棄物問題に的確かつ機動的に対応

し、産業廃棄物の適正処理及び減量化・リサイクルの促進

を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）産業廃棄物不法投棄等防止対策事業（10,754千円） 

    産業廃棄物の不適正処理の未然防止や早期発見、適正 

処理に関する指導等を実施した。 

①産業廃棄物処理指導監視事業 

②産業廃棄物処理に係る紛争対策等事業 

③不法投棄防止対策推進事業 

   ・夜間・休日パトロール事業 

   ・「廃棄物１１０番」事業 

   ・環境監視員事業 

④自動車リサイクル法に基づく指導事業 

⑤放置自動車処理条例に基づく指導事業 

⑥建設リサイクル法に基づく指導事業 

⑦県外産業廃棄物適正処理指導事業 

 

（２）産業廃棄物適正処理推進事業（2,832千円） 

     産業廃棄物の適正処理を促進するため、処理業者及び 

排出事業者への啓発や指導育成を行った。 

 

（３）ＰＣＢ廃棄物適正処理推進事業（184千円） 

    ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を確保するため、 

ＰＣＢ廃棄物特別措置法に基づき、適正保管・処分等の 

指導監視に努めた。 

 

 

 

 
 
産業廃棄物の適正処理に関する指導

監視やＰＣＢ廃棄物の適正保管・処分の

指導監視を行うなど、生活環境の保全な

どに努めた。 

 

 

 

 

産業廃棄物指導監視機動班による指

導監視 

R３年度実績 延べ532日、1,898件 

 



課名：廃棄物対策課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
循環型社会づくり推進等事業（４－５－３） 

１．趣旨・概要 

  循環型社会の形成に向けて、３Ｒ（廃棄物の発生抑制（リ

デュース）、再使用(リユース)、再生利用（リサイクル））

の推進を図った。 

 

 

２．具体的内容 

（１）廃棄物発生抑制推進対策事業（2,019千円） 

３Ｒの普及啓発等を実施するとともに、市町における

一般廃棄物の適正処理や３Ｒの施策を推進するため、市

町担当者会を開催し、情報共有及び意見交換を行った。 
また、プラスチックごみ及び食品ロスの削減に取り組

む事業者を認定・登録し、その取組みを情報発信するな

ど、県民及び事業者等の意識向上を図るための各種施策

を実施した。 
 

（２）産業廃棄物減量化・リサイクル促進事業（1,650千円） 
産業廃棄物の排出、処理等の実態について調査を行う

とともに、減量化・リサイクルを促進するため、排出事

業者等への指導、助言を行った。 
 

（３）災害廃棄物処理広域訓練事業（66千円） 
大規模災害発生時における災害廃棄物処理の連携体制

の充実・強化を図るため、研修会及び実地訓練を市町や

関係団体と共に実施した。 
 

３．指標 
一般廃棄物の最終処分量(万ｔ／年) 
基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

3.1 3.0 2.6 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
産業廃棄物の最終処分量(万ｔ／年) 
基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

17.2 14.4 16.1 

 
 
 

エコアイランドなおしまプラン推進事業（４－５－４） 

１．趣旨・概要 

豊島廃棄物等中間処理施設の整備を契機として、直島町

において、新しく資源化・リサイクルについての先進的な

環境産業の展開が図られ、町の活性化につながるよう、町

と共にエコタウンプランの実現に向けて取り組み、循環型

社会のモデル地域の形成を目指した。 

 

 

２．具体的内容 

（１）環境調和型まちづくり推進事業（3,038千円） 

住民まちづくりグループの活動等、エコアイランドな

おしま推進委員会が実施する環境と調和したまちづくり

活動を支援した。 
 
 
 
 

 

 

廃棄物の埋立処分量の削減、雇用の創

出、住民主体の環境と調和したまちづく

りの機運醸成、交流人口の拡大など、地

域活性化を図った。 

 

 

 

 

有価金属リサイクル施設の見学者数  

Ｈ16～Ｒ３年度累計23,420 人 

 
 
 
 
 
  



課名：廃棄物対策課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
豊島廃棄物等処理施設撤去等事業（４－５－５） 

１．趣旨・概要 

平成 12年６月に成立した調停条項に従い、安全と環境保

全を第一に、関係者の理解と協力のもと、豊島処分地全域

での地下水の排水基準の到達・達成を確認するとともに、

目的を達した関連施設の撤去等に取り組んだ。 

また、本事業の進捗状況について、引き続き情報を積極

的に公開した。 

 

２．具体的内容 

（１）豊島廃棄物等処理施設撤去等事業（852,964千円） 

①地下水の排水基準の達成を確認したのち、地下水浄化

のために設置した揚水井等の撤去に取り組んだ。 

②高度排水処理施設等、豊島処分地における施設・設備

の撤去や、北海岸に設置していた遮水壁の遮水機能の

解除に取り組んだ。 

③豊島処分地から揚水した地下水の排水処理等を行い、

周辺地域への汚染の拡大を防止し、豊島の環境保全措

置を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島廃棄物等の処理量  

Ｈ15～Ｒ３年度累計912,989トン 

   （うち汚染土壌  13,245トン） 

   

  

新たに見つかった廃棄物をＲ元

年度に処理後、処理量は増えて

いない。 



 

 

 

 

 

 

 

健 康 福 祉 部 



１．部総括表 部名：健康福祉部
（単位：千円）

(31,955) (29,343) (2,612)

14,960,258 14,766,552 12,218 181,488

(672,631) (502,139) (170,492)

18,545,891 17,796,231 509,274 240,386

(70,681) (61,786) (8,895)

12,255,858 11,646,337 197,152 412,369

(222,641) (221,784) (857)

30,834,413 29,882,860 153,633 797,920

314,500 305,541 8,959

(287,649) (245,462) (42,187)

23,816,656 20,204,315 1,271,174 2,341,167

838,321 801,099 4,117 33,105

(3,649) (3,649)

3,422,807 3,367,467 3,630 51,710

10,893,860 10,349,222 10,667 533,971

(1,289,206) (1,064,163) (225,043)

115,882,564 109,119,624 2,161,865 4,601,075

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

部計

5-4

5-5

5-8

5-9

5-7

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

障害福祉課

医務国保課

薬務課

子ども政策課

番号

5-1

5-2

5-3

5-6 感染症対策課

子ども家庭課

生活衛生課

健康福祉総務課

長寿社会対策課



２．課総括表 課名：健康福祉総務課
（単位：千円）

1,753,905 1,753,213 692 

2,591 1,298 1,293 

3,004 2,663 341 

159,265 151,296 6,153 1,816 

1,441 1,414 27 

10,823 11,486 ▲ 663 

74,138 71,776 2,362 

255 174 81 

103,673 101,488 2,185 

78,765 71,524 7,241 

241,684 239,948 1,736 

24,720 22,666 2,054 

3,471 1,350 2,121 

4,343,380 4,343,369 11 

450 136 314 

4,934 4,477 457 

7,799 4,243 3,556 

70,000 68,383 1,617 

46,051 44,647 1,404 

28,131 27,999 132 

146,061 134,167 11,894 

75,128 67,673 7,455 
5-1-22

生活困窮者自立
支援事業

主要施策の成果の概要
（5-1-22）に記載

5-1-21 市保護費負担金
被保護者で住所不定者の保護に要
する経費

5-1-19
生活保護法施行
事務費

主要施策の成果の概要
（5-1-19）に記載

5-1-20
生活保護指導監
査費

生活保護指導監査に要する経費
給料14,167、職員手当等8,342、
共済費5,073

5-1-17
災害派遣福祉
チーム(DWAT)体
制整備事業

主要施策の成果の概要
（3-1-2,5-4-3）に記載

5-1-18
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止広報啓発事業

主要施策の成果の概要
（5-1-18）に記載

5-1-15
行旅死亡人取扱
費

行旅死亡人等の取扱いに要する経
費

5-1-16
社会福祉法人制
度改革対応支援
事業

小規模社会福祉法人の協働事業の
推進等に要する経費

5-1-13
地域健康福祉情
報ネットワーク
運営事業費

地域健康福祉情報ネットワークの
運営に要する経費

5-1-14
生活福祉資金等
貸付事業

主要施策の成果の概要
（5-1-14）に記載

5-1-11
福祉マンパワー
確保対策事業

福祉人材確保の推進に要する経費

5-1-12 民生総務費
健康福祉行政の総括的運営等に要
する経費

5-1-9
地方社会福祉事
業

社会福祉審議会及び民生委員活動
等に要する経費

5-1-10
地域福祉推進事
業

福祉ボランティア活動の振興など
地域福祉の推進に要する経費

5-1-7
福祉サービス利
用支援事業

福祉サービス利用援助事業に対す
る補助等に要する経費

5-1-8
福祉サービス第
三者評価推進事
業

福祉サービス第三者評価の推進に
要する経費

5-1-5
バリアのないや
さしいまちづく
り推進事業

主要施策の成果の概要
（5-1-5）に記載

5-1-6
社会福祉施設支
援事業

福祉医療機構からの借入金の償還
利息に対する利子補給及び施設整
備資金補助等に要する経費

5-1-3 保健統計費
各種保健統計調査等に要する経費

5-1-4
香川県社会福祉
総合センター管
理運営事業費

香川県社会福祉総合センター管理
運営に要する経費

不用額 事業執行状況

5-1-1 給与費
健康福祉総務課職員等の給与費
給料895,246、職員手当等
541,561、共済費313,731

5-1-2 社会福祉統計費
各種社会福祉統計調査等に要する
経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額



8,846 8,846 

1,797,722 1,775,089 22,633 

967 966 1 

461 354 107 

70 50 20 

133,698 126,262 7,436 

781 321 460 

16,551 10,203 6,065 283 

971 595 376 

75,823 56,731 19,092 

867 796 71 

206 171 35 

19,455 17,011 2,444 

62,070 50,833 11,237 

1,504 1,431 73 

1,683,761 1,640,588 43,173 

55,427 51,706 3,721 

66 66 

114,332 114,330 2 

(31,955) (29,343) (2,612)

140,837 134,708 6,129 

25,314 20,368 4,946 
5-1-44

公衆衛生医師確
保対策事業

主要施策の成果の概要
（5-4-5）に記載

5-1-42
新型コロナウイル
ス感染症感染拡大
防止対策事業

主要施策の成果の概要
（5-1-42）に記載

5-1-43
保健福祉事務所
等運営費

主要施策の成果の概要
（5-1-43）に記載

5-1-40
疾病予防対策事
業費

市町が健康増進法に基づいて実施
する健康教育等に要する経費

5-1-41 熱中症対策事業
熱中症対策に関する広報費

5-1-38
栄養関係免許等
業務指導事業

栄養士免許、調理師免許及び調理
師試験関係事務に要する経費

5-1-39 難病対策事業
主要施策の成果の概要
（5-1-39）に記載

5-1-36
生活習慣病対策
費

主要施策の成果の概要
（5-1-31）に記載

5-1-37
がん対策推進事
業

主要施策の成果の概要
（5-1-37）に記載

5-1-34
食育アクション
プラン推進事業

主要施策の成果の概要
（5-1-34）に記載

5-1-35
給食施設栄養管
理推進事業

給食施設の栄養管理推進のための
調査及び指導・研修に要する経費

5-1-32 栄養改善事業
地域における栄養改善関連事業に
要する経費

5-1-33
８０２０運動推
進費

主要施策の成果の概要
（5-1-33）に記載

5-1-30
健康づくり推進
体制整備事業

健康づくり審議会の運営や保健所
健康づくり事業連絡協議会の運営
等に要する経費

5-1-31
健やか香川21ヘ
ルスプラン推進
事業

主要施策の成果の概要
（5-1-31）に記載

5-1-28
災害救助法求償
費

災害救助法に基づく被災県への求
償及び、市町等への負担金交付に
要する経費

5-1-29 原爆医療援護費
原爆被爆者援護法に基づく原爆被爆
者に対する健康診断の実施及び各種
手当の支給に要する経費

5-1-26 災害対策費
社会福祉施設等被害状況確認シス
テム運営等に要する経費

5-1-27
震災対策用生活
必需品等備蓄事
業

災害用備蓄物資の更新等に要する
経費

5-1-25 救助費
災害救助基金積立に要する経費

5-1-24 扶助費
主要施策の成果の概要
（5-1-24）に記載

事業執行状況

5-1-23
生活・就労支援
事業

主要施策の成果の概要
（5-1-23）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



80,713 72,453 8,260 

385 85 300 

392 392 

3,559,370 3,556,807 2,563 

(31,955) (29,343) (2,612)

14,960,258 14,766,552 12,218 181,488

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：健康福祉総務課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(20)  49 [1]     15 [1](20) 64

[4] (2)  32 (1)  4 [4] (3) 36

[4]      41 [2]     14 [6]     55

[6] 　 　86 [4]     24 [10]  　110

[2] (2)  33 (2) 15 [2] (4) 48

[16](24) 241 [7] (3) 72 [23](27)313合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で勤
務する者を（ ）外書きにより記載。

中讃保健福祉事務所 育児休業４名

西讃保健福祉事務所 育児休業２名

小豆総合事務所　生活福祉
課・保健福祉課・衛生課・環
境森林課（環境担当）

東讃保健福祉事務所 育児休業１名

本課・出先名称 備　　　考

健康福祉総務課 育児休業１名

課計

5-1-47
包括支援交付金（医
療分）返還金（保健
師等指導管理費）

令和２年度に国から交付された新
型コロナ関連交付金の不用額に係
る国への返還金

5-1-48 病院事業費
県立病院事業会計への補助金、負
担金、貸付金、出資金

5-1-45
地域保健連携強
化推進事業

主要施策の成果の概要
（5-1-45）に記載

5-1-46
アレルギー疾患
対策事業

地域の実情に応じたアレルギー疾
患対策の推進に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況



課名：健康福祉総務課、障害福祉課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

バリアのないやさしいまちづくり推進事業（５－１－５） 

１．趣旨・概要 

高齢者や障害者等が住み慣れた地域で安心して生活し、

積極的に社会参加できるよう、ハード、ソフト、情報のそ

れぞれの面からみんなにやさしいまちづくりを推進する

ための事業に取り組んだ。 

 

２．具体的内容 

（１）施設のバリアフリー化（517千円） 

   福祉のまちづくり条例の円滑かつ適正な執行を図る

とともに、施設のバリアフリー化についての普及・啓発

を行った。 

 

（２）ヘルプマーク普及啓発事業（541千円） 

内部障害がある方等、外見から援助や支援を必要とし

ていることがわかりづらい方が、周囲の方々から適切に

援助や配慮を受けられるよう、ヘルプマークを配付し

た。また併せて、チラシや新聞広告等による普及・啓発

を行った。 

 

（３）かがわ思いやり駐車場制度運営事業（356千円） 

店舗などに設置されている障害者等用駐車場の適正

利用を図るため、利用対象者に対し「かがわ思いやり駐

車場制度」の利用証を交付するとともに、香川の運転者

必携や制度周知用チラシによる普及啓発や協力店舗の

確保などを行った。 

 

（４）意思疎通支援事業（5,355千円） 

  障害者のコミュニケーション支援のため、手話通訳者

の養成などを行った。 

 

（５）社会参加促進事業（1,457千円） 

   障害者向けパソコン教室の開催による障害者のＩＴ

活用の支援、字幕付ビデオの作成、自治体広報の点訳に

よる提供などを行った。 

 

 

３．指標 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の

養成者登録数         （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

217 220 273 

 

福祉のまちづくり条例適合証交付件数 

 令和３年度７件（累計225件） 

 

 

 

ヘルプマーク配付個数 

令和３年度983個 

（高松市分440個含む） 

 （累計 7,143 個（高松市累計 3,499 個

含む）） 

※配付開始：平成30年５月～ 

 

かがわ思いやり駐車場利用証交付数 

令和３年度1,344件（累計14,486件） 

※制度開始：平成23年５月～ 

 

 

 

 

 



 

４.主要施策の成果の概要 

課名：健康福祉総務課 

事業の実施状況 効果・評価 

生活福祉資金等貸付事業（５－１－１４） 

１．趣旨・概要 

香川県社会福祉協議会を実施主体とし、低所得者世帯・

障害者世帯・高齢者世帯に対し、資金を低利又は無利子で

貸し付けるとともに、民生委員・児童委員が必要な援助・

指導を行うことにより、その経済的自立及び社会参加の促

進を図った。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失

業等により収入が減少した世帯を対象として、生活福祉資

金制度における総合支援資金（生活支援費）及び福祉資金

（緊急小口資金）について特例措置を設け、貸付を実施し

た。 

 

２．具体的内容 

（１）生活福祉資金貸付事業（10,657千円） 

   実施主体である香川県社会福祉協議会に、生活福祉資

金の貸付に要する経費の補助を行った。 

 

 

（２）緊急小口資金等特例貸付（4,332,712千円） 

 実施主体である香川県社会福祉協議会に、緊急小口資

金等特例貸付にかかる貸付原資等の補助を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活福祉資金貸付事業による貸付 

 令和３年度 304件 71,111千円 

臨時特例つなぎ資金貸付事業による貸付 

 令和３年度 42件 1,885千円 

 

緊急小口資金等特例貸付 

 令和３年度 

 緊急小口資金 2,827件  546,770千円 

 総合支援資金 4,312件 2,221,160千円 

新型コロナウイルス感染拡大防止広報啓発事業 

（５－１－１８） 

１．趣旨・概要 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、県民向けの情

報発信を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）新型コロナウイルス感染拡大防止広報啓発事業 

（68,383千円） 

   新聞、テレビＣＭ、ＳＮＳ等による情報提供や感染防

止の啓発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

生活保護法施行事務費（５－１－１９） 

１．趣旨・概要 

生活保護法をはじめとする社会福祉行政の適正化を図る

ことにより、適切な生活保護行政の運営を確保するための

事業を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）法施行事務事業（6,832千円） 

   生活保護法による診療報酬、介護給付費等の審査・支

払事務等を行うための事業を実施した。 

 

（２）適正化推進事業（36,631千円） 

  ①特別職非常勤嘱託（嘱託医等報酬）（3,983千円） 

  生活保護法の規定に基づき指定医療機関等に対する

指導・検査等を実施するための嘱託医の委嘱を行った。 

 

②法施行事務監査等事業（22千円） 

  生活保護法の規定に基づき実施機関である福祉事務

所等の事務監査を行った。 

 

③面接相談員（パートタイム会計年度任用職員人件費） 

                   （6,435千円） 

  要保護者に対するきめ細やかな対応及び生活保護の

適正実施を推進するため、面接相談業務の一部につい

て、専門的知識を有する者（警察ＯＢ・福祉業務経験

者）を専任で雇用した。 

 

④適正化推進事業（生活保護適正実施強化）（3,873千円） 

  生活保護の適正な運営を確保するため、各種調査（診

療報酬明細書等点検等）の強化のための事業を行った。 

 

⑤被保護者就労準備支援事業（3,072千円） 

直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対し、

一般就労の準備としての基礎能力の形成を計画的にか

つ一貫して支援した。 

 

⑥生活保護システム等整備事業（5,302千円） 

  生活保護システムのサーバー移行に伴う改修を行っ

た。 

 

⑦被保護者健康管理支援事業（1,668千円） 

  健康課題を抱える生活保護受給者に対し、生活習慣

病の重症化予防等の保健指導を行うためのレセプトデ

ータの収集・分析等を行うシステム管理を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労準備支援者数 ６名 

（生活困窮者含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 

⑧保護施設等衛生管理体制確保支援等事業（12,276千円） 

  保護施設等の入所者等及び社会福祉協議会における

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の取り組みのた

めに必要な経費を補助した。 

 

（３）救護施設従事者ＰＣＲ検査事業（1,184千円） 

   重症化しやすくクラスターとなるリスクが高い高齢者 

や障害者等が入所している救護施設の従事者に対して、 

一斉ＰＣＲ検査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第１回） 

申込期間：令和３年４月 19 日～4月 21 日 

検査実績：２施設、81人 

（第２回） 

申込期間：令和３年５月 17 日～６月４日 

検査実績：２施設、85人 

（第３回） 

申込期間：令和４年１月４日～１月 25 日 

検査実績：２施設、83人 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

生活困窮者自立支援事業（５－１－２２） 

１．趣旨・概要 

就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の 

事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持

することができなくなるおそれのある生活困窮者に対し、

自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の

支援を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）生活困窮者自立支援事業（67,673千円） 

①生活困窮者自立相談支援事業（37,481千円） 

    就労の支援その他の自立に関する問題について、相

談に応じ必要な助言を行うとともに、関係機関と連携

して、個別の支援プランを作成・提供し、継続的な支

援を行った。 

 

②生活困窮者住居確保給付金交付事業（8,995千円） 

    離職又は休業等に伴う収入の減少により住宅を失う

などした生活困窮者で所得等が一定水準以下の者に対

し、住宅及び就労の機会の確保に向けた支援等を行っ

た。 

   

③生活困窮者就労準備支援事業（1,327千円） 

    直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対

し、一般就労の準備としての基礎能力の形成を計画的

にかつ一貫して支援した。（県の関与による広域実施で

行い、東かがわ市が参加した。） 

  

 ④生活困窮者家計改善支援事業（5,888千円） 

    家計に関する問題について、相談に応じ必要な情報

の提供及び助言を行い、併せて家計の適切な管理に関

する指導等を行った。 

   

⑤生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業 

（6,204千円） 

    いわゆる「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保

護世帯及び生活困窮世帯の中学生等を対象に学習指導

を行うとともに、中学生等及び高校生等を対象に高校

進学等の進路選択その他の教育及び就労に関する相談

対応や必要な情報の提供、助言等の支援を行った。 

   

⑥相談支援員研修等事業（552千円） 

    生活困窮者からの相談に応じる相談支援員等を対象

に、その知識や支援技術の向上を図るための研修等を

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規相談受付件数 356件 

自立支援計画作成件数 20件 

 

 

 

 

支給件数 11件 

 

 

 

 

 

就労準備支援者数 ６名 

（生活保護受給者含む） 

 

 

 

 

家計相談件数 10件 

 

 

 

 

中学生・高校生への支援 延べ 13名 

 

 

 

 

 

 

 

生活困窮者自立支援制度支援員研修 

令和３年12月３日（金） 

令和４年１月20日（木）２月17日（木） 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 

 ⑦生活困窮者自立支援体制の機能強化事業（2,086千円） 

    市が国の交付金を活用して行う自立相談員の配置に

対して補助した。 

  

 ⑧新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給

事業（5,140千円） 

    新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、

生活福祉資金（緊急小口資金等）の特例貸付を利用で

きない世帯に対し、自立支援金を支給した。 

 

 

 

 

 

支給実績 25世帯 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

生活・就労支援事業（５－１－２３） 
１．趣旨・概要 
  被保護者の就労に関する問題について、被保護者からの

相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行った。 
 
２．具体的内容 
（１）被保護者就労支援事業（8,846千円） 

県福祉事務所に配置した就労支援員により、被保護者

の職業適性に合った方針を策定し、就労への意欲喚起を

行うとともに、ハローワークでの求職活動や事業所等で

の面接に同行するなどの支援を行った。 

３．指標 

就労支援事業等に参加した者のうち、

就労した者及び就労による収入が増加

した者の割合        （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

41.4 38.5 50.0 

 

就労支援事業等に参加可能な者の事

業参加率         （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

37.5 37.5 65.0 
 

扶助費（５－１－２４） 
１．趣旨・概要 

生活保護法による扶助費 
生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ、必要

な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、

その自立を助長した。 
 

２．具体的内容 
（１）扶助費（1,775,089千円） 

＜扶助の種類＞ 
・生活扶助：衣食その他日常生活の需要を満たすため

に必要なもの等 
・教育扶助：義務教育に伴って必要な教科書、その他

の学用品等 
・住宅扶助：家賃、家屋の補修費等 
・医療扶助：診察、薬剤又は治療材料、医学的処置、

手術その他の治療等 
・介護扶助：高齢者に対する居宅介護、福祉用具、住

宅改修、施設介護等 
・出産扶助：出産に必要な経費 
・生業扶助：生業に必要な資金、器具、技能の修得費

等 
・葬祭扶助：葬祭に必要な経費 

 
 
 
 
 
 
 

 

保護状況（令和３年度平均：郡部） 

被保護世帯数  888世帯 

被保護者数   1,138人 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

健康づくり推進事業（５－１－３１） 

１．趣旨・概要 

県民の生涯を通じた健康づくりを推進するため、健康づ

くりに関する施策を総合的に推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）健やか香川21ヘルスプラン推進事業（1,150千円） 

禁煙・受動喫煙対策に関する啓発、ライフステージに

応じた生活習慣・食習慣の改善に向けた普及啓発などを

通して、健やか香川21ヘルスプランに基づいた健康づく

りを推進した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より、県民健康・栄養調査は中止とした。  

①禁煙･受動喫煙対策推進事業 

②生活習慣・食習慣改善事業 

   

（２）かがわ健康ポイント事業（9,053千円） 

運動、食事等の生活習慣の改善や健康診断の受診等の

健康づくりの取組みに対し、インセンティブ策を設ける

ことにより、県民一人ひとりの健康づくり意識の醸成と

主体的な健康行動の定着化を図るための取組みを実施し

た。 

 

（３）メタボリックシンドローム対策推進事業（519千円） 

特定健診・保健指導の効果的、効率的な実施及び関係

機関が連携した生活習慣病予防方策の検討を目的とした

協議会を開催するとともに、事業所における出前講座や

セミナーの実施、保健指導従事者に対する研修を行った。 

①特定健康診査・特定保健指導推進事業 

②地域・職域連携メタボリックシンドローム対策推進事

業 

 

（４）糖尿病予防事業（15,909千円） 

糖尿病などの生活習慣病を予防し、県民の健康増進を

図るため、市町等が実施する小児生活習慣病予防健診に

対し助成を行うとともに、専門家による子どもの生活習

慣病対策の検討や保健指導実践者に対する研修を行っ

た。 

①糖尿病ワースト上位脱出事業 

（ⅰ）小児生活習慣病予防健診に対する助成 

（ⅱ）糖尿病対策検討会 

②小児生活習慣病予防健診フォローアップ支援事業 

（ⅰ）香川県小児生活習慣病対策検討会 

（ⅱ）小児生活習慣病対策担当者連絡会 

（ⅲ）学校保健、地域保健関係職員等を対象とした効果

的な保健指導に関する研修 

３．指標 
特定健康診査の実施率    （％） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
若い世代や健康無関心層が気軽に参加

できるよう県が開発したスマートフォ

ンアプリと記録シートを活用し、継続的

に健康づくりを実践する仕組みを運用

した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国的に高い順位にある糖尿病受療率

等の改善のため、子どもの頃からの生活

習慣病予防に取り組むなどの対策を行

った。 

 

基 準 値 

（ H 3 0） 

実 績 値 

（R 元） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

53.2 54.5 70.0以上 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（５）循環器病対策推進計画策定事業（583千円） 

健康寿命の延伸等を図るため、循環器病対策基本法に

基づき、香川県における循環器病対策の推進に関する計

画を策定した。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課、医務国保課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

歯と口腔の健康づくり推進事業（５－１－３３） 

１．趣旨・概要 

「香川県歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づき、歯

科口腔保健を推進するため、歯と口腔の健康に関する調査

研究や普及啓発を行うとともに、歯科口腔保健に携わる人

材の確保と資質の向上、要介護者に対する在宅歯科医療や

休日における救急医療の体制整備などを図った。 

 

２．具体的内容 

（１）８０２０運動推進事業（12,796千円） 

生涯を通じた歯と口腔の健康づくりを総合的かつ効果

的に推進するため、地域における８０２０運動の普及啓

発を行うとともに、歯科保健体制の整備を図った。 
①歯・口腔の外傷予防対策事業 
②歯・口と全身に関する医療連携推進事業 
③８０２０地域サポーター研修事業 

④高校生の健康な歯応援事業 

⑤歯周病・糖尿病対策連携事業 

⑥口腔ケアサポート事業 

⑦離島住民のための歯科健診事業 

⑧乳幼児むし歯ゼロ推進事業 

⑨歯の健康と医療費等に関する実態調査事業 

⑩口腔保健啓発業務等 

⑪歯周病検診受診率向上事業 

  ⑫オーラルフレイル対策事業 

 

（２）在宅歯科医療連携室整備事業（18,768千円） 

在宅歯科医療を推進するため、（公社）香川県歯科医師

会に委託して在宅歯科医療連携室及び地域在宅歯科医療

連携室を設置し、医療機関との連携や在宅歯科医療に関

する窓口業務等を実施した。 

 

（３）歯科在宅当番医制運営事業（3,164千円） 

休日の歯科診療を確保するため、（公社）香川県歯科医

師会に休日歯科診療事業を委託して実施した。 

 
（４）特殊歯科医療確保推進事業（14,726千円） 

高松市歯科救急医療センターを運営する（公社）高松

市歯科医師会に委託して、心身障害児（者）の歯科医療

や休日の歯科救急医療を実施した。また、障害児（者）

歯科医療に関する研修会を開催し、歯科医療従事者の資

質の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯と口の健康週間行事、育児サークルに

おける歯科保健指導等の実施により、県

民に対して歯科口腔保健の普及啓発を

行うとともに、歯科保健医療従事者に対

する研修会等の開催により、人材の資質

の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域における在宅歯科医療の推進及び

他分野との連携体制の構築を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課、医務国保課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（５）地域歯科医療確保促進事業（42,497千円） 

県民が良質で適切な歯科医療等を安心して受けられる

よう、歯科医療提供体制の充実及び歯科医療等に携わる

人材の育成等に取り組んだ。 

①病院歯科のない地域中核病院等の歯科保健医療推進事

業（23,461千円） 

（公社）香川県歯科医師会が行う歯科のない地域中

核病院等における患者の口腔管理体制の構築に要す

る経費の一部を補助した。 

 

②多職種協働によるチーム医療推進に資する人材養成の

ための研修実施事業（402千円） 

医療・介護の連携を推進するため、（公社）香川県歯

科医師会に対し、多職種を対象とした研修会の開催に

要する経費の一部を補助した。 

 

③口腔健康管理提供体制整備事業(18,634千円)  

  高齢者への口腔健康管理提供体制を推進するため、

県内歯科医療機関及び（公社）香川県歯科医師会に対

し、事業に要する検査機器及び運営等に要する経費の

一部を補助した。  

 

（６）歯科専門職養成支援事業（23,951千円） 

歯科衛生士・歯科技工士養成所における教育内容の向

上を図るために必要な経費の一部を補助するとともに、

休職中の歯科衛生士に対し、最近の歯科医療情勢に関す

る研修会や就職先紹介を行うために必要な経費の一部を

補助した。 

 

（７）在宅歯科医療設備整備事業（24,903千円） 

安全で安心な質の高い在宅歯科医療を実施するために

必要となる医療機器等の導入に要する経費の一部を補助

した。 

 

 

 

 

病院に歯科医師及び歯科衛生士を派遣

することにより、患者に対し早期からの

口腔管理が可能となるとともに、口腔ケ

アの実施体制の構築が図られた。 

 

 

研修会  １回 

参加者数 105名 

 

 

 

 

口腔機能測定機器を設置した歯科医療

機関数 16機関 

 

 

 

 

歯科技工士養成所 １か所 

歯科衛生士養成所 ２か所 

 



課名：健康福祉総務課、農政課、保健体育課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

食育推進事業（５－１－３４） 
１．趣旨・概要 

生涯にわたって心身ともに健やかな県民生活の実現を目

指し、かがわ食育アクションプランに基づき、事業を実施

した。 

 

２．具体的内容 

（１）食育アクションプラン推進事業（796千円） 

第４次かがわ食育アクションプランを策定するととも

に、行政と関係団体等が連携・協働し、地域の食育ネッ

トワーク活動、野菜摂取量増加に向けた普及啓発、幼児

を対象とした野菜料理教室、「健康情報メール」の配信等

に取り組んだ。 

また、健康に配慮したランチメニューを提供している

「三つ星ヘルシーランチ店」のガイドブックやお手軽野

菜料理レシピ集等を利用し、情報発信を行った。 

 

（２）かがわ農水産物地産地消推進事業（1,054千円） 

県民運動としての地産地消を推進するため、関係機関

との情報共有と意見交換を行ったほか、ホームページや

県産農畜水産物応援ポータルサイト「讃岐の食」、ＳＮＳ

による情報発信、学校などと連携した出前授業や生産者

との交流給食などにより、「食」や「農」に対する理解を

促進した。 
また、積極的に地産地消に取り組む「かがわ地産地消

協力店」及び「かがわ地産地消応援事業所」を対象に地

産地消の促進資材を提供した。 

 

（３）学校における食育事業（3千円） 

①栄養教諭等を対象に献立作成や学校における食育の推

進、資質能力の向上等のための研修会の開催 

栄養教諭・学校栄養職員等を対象とした研修会の開

催等、学校における食に関する指導の充実に努めた。 
②学校給食における地場産物活用の推進 

学校給食において地場産物の活用を推進するため

に、学校給食地場産物活用推進連絡会を開催した。 

  

（４）幼児期から高校までの食育推進事業（154千円） 

幼稚園や高校に指導者（専門家）を派遣して幼児や

保護者、生徒に朝食の大切さや、バランスよく食べる

ことなど「望ましい食習慣づくり」の重要性を伝えた。 

 
 
 
 
 
 
 
三つ星ヘルシーランチ店登録店舗数 

 68店舗（令和４年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出前授業や生産者との交流給食などを

延べ 82 校で開催するとともに、新たに

｢かがわ地産地消協力店｣を 29 店舗登録

し、計379店舗となった。 

 

 



課名：健康福祉総務課､子ども家庭課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

がん対策推進事業（５－１－３７） 

１．趣旨・概要 

香川県がん対策推進条例及び第３次香川県がん対策推進

計画に基づき、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、がん予防、早期発見のための普及啓発やがん患者に

対する支援等を行った。また、がん診療連携拠点病院の機

能強化を図り、がん医療水準の向上とがん医療提供の地域

格差の是正を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）がん対策推進事業（16,643千円） 

①がんの発症予防・早期発見啓発事業（1,304千円） 

生活習慣改善等によるがんの発症予防や早期発見の

ためのがん検診の重要性等について、普及啓発を行った。 

②がん検診受診促進事業（3,513千円） 

「かがわマンモグラフィサンデー」等がん検診の受

診を促進するための事業や住民に対する受診勧奨のた

めの啓発事業を実施した。 
③女性のがん対策強化事業（1,027千円） 

子宮頸がん検診の受診率向上のため、休日の子宮がん

検診車の派遣による子宮頸がん検診を受けやすい環境

づくりを行った。 

④がん患者と家族の快適な暮らし応援事業等（817千円） 

がん患者やその家族の療養生活等を支援するため、

がん診療連携拠点病院への専門家の派遣や、がん患者

やその家族に対する相談支援を行った。 
⑤がん教育推進事業（1,383千円） 

県内の小・中・高校において「香川県がん教育の手

引き」等を活用した授業の実施を促進した。 
⑥妊孕性温存療法助成事業（1,927千円） 

がん等の患者が妊孕性温存治療を行う際に要する費

用の一部を助成するとともに、医療従事者等を対象と

した研修を行った。 
⑦全国がん登録事業（6,340千円） 

全国がん登録を香川大学に委託して実施した。 
⑧がん対策推進事業にかかる事務費（332千円） 

 
（２）地域がん診療連携拠点病院支援事業（31,117千円） 

地域がん診療連携拠点病院に対し、緩和ケアの提供、

患者や家族への相談支援体制等の機能強化を図るととも

に、地域の医療機関との連携を促進し、がん医療水準の

向上とがん医療の地域格差の是正に資する事業に要する

経費を助成した。 

 

 

３．指標  

がん検診受診率       （％） 
 基準値 

（R元） 

実績値 

（R元） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

胃 45.6 45.6 55以上 

肺 55.4 55.4 55以上 

大腸 46.6 46.6 55以上 

子宮 48.4 48.4 55以上 

乳 51.2 51.2 55以上 

 
ポスターの作成・配布や新聞広告の掲載

など各種普及啓発の実施や、がん検診を

受診しやすい環境の整備などの取組み

を通じて、がん検診受診率の向上を図る

とともに、がん患者等への相談支援の充

実など、がん対策の総合的推進を図っ

た。 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域がん診療連携拠点病院の機能を強

化・充実し、緩和ケアの提供、患者や家

族への相談支援体制等の機能を強化す

るとともに、地域の医療機関との連携を

促進した。 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（３）がん診療施設設備整備事業（5,000千円） 

がん診療施設として必要ながんの医療機器等の整備に

要する経費を、３医療機関に対して助成した。 

がん診療施設として必要ながんの医療 

機器の整備に要する経費を助成するこ 

とにより、医療水準の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

難病対策事業（５－１－３９） 
１．趣旨・概要 

原因が不明で治療方法が確立していない難病のうち、難

治度及び重症度が高く、生活面への長期にわたる支障があ

る特定の疾病を対象に、医療費の自己負担分の助成を行う

とともに、保健・医療・福祉の連携により、在宅療養の充

実を図った。 
 

２．具体的内容 
（１）難病医療費助成事業（1,590,586千円） 

「難病の患者に対する医療等に関する法律」に基づき、

国指定難病 338 疾病について医療費助成を行うととも

に、県指定難病３疾病についても医療費助成を行った。 

 
（２）特定疾患治療研究事業（5,122千円） 

指定難病に移行しなかった「スモン」等の国指定疾病

について、医療費助成を行った。 
 

（３）先天性血液凝固因子障害等治療研究事業（4,179千円） 

先天性血液凝固因子障害等について、医療費助成を行

った。 
 

（４）難病医療提供体制整備事業（7,789千円） 

平成 31 年４月１日に香川大学医学部附属病院を難病

診療連携拠点病院に指定し、難病診療連携コーディネー

ター等を配置して患者等からの相談に応じるほか、医療

従事者を対象に研修会を開催した。同じく、国立病院機

構高松医療センターを難病診療分野別拠点病院に指定

し、医療従事者向けに研修用DVDを作成し配布した。 
 

（５）難病患者地域支援事業等（10,912千円） 

上記拠点病院等と保健所や関係機関との連携を図り、

各種相談に対応できる難病相談支援ネットワークを構築

し、難病患者･家族の療養上、生活上の悩みに対する相談

等を行った。また、保健所が主体となり、地域の難病患

者等に対する相談会、研修会等を開催するなど難病患者

の支援対策の推進を図った。 
 
（６）神経難病寄附講座設置事業（22,000千円） 

香川大学医学部に設置する神経難病寄附講座におい

て、神経難病に対応できる医師の養成・確保のため、キ

ャリアステージに応じた教育等を実施するとともに、診

療や研究機能の強化等を図った。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

受給者数（令和４年３月31日現在） 

10,020人 

（国指定 9,519人、県指定501人）  

 

 

受給者数（令和４年３月31日現在） 

11人 

 

 

受給者数（令和４年３月31日現在） 

43人 

 

 

相談件数（２病院計）383件 

医療従事者研修会等 

・医学部附属病院   １回（19人） 

・高松医療センター 434件 

 

 

 

 

相談件数 2,684件（上記２病院含む） 

保健所活動（４保健所） 

・医療相談会    １回（延11人） 

・訪問相談員育成研修会 

１回（延27人） 

 

 

 

専門医資格取得（令和３年度） １名 

寄附講座開設以来の累計    ７名 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業（５－１－

４２） 
１．趣旨・概要 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、実施時期や

対象者を限定してＰＣＲ検査を実施した。 
 

２．具体的内容 
（１）飲食店従業員ＰＣＲ検査事業（41,437千円） 

   県による営業時間の短縮要請の対象となる飲食店の従

業員の方を対象として、一斉ＰＣＲ検査を実施すること

により、感染症の拡大の予兆を早期に探知し、感染拡大

の防止につなげた。 

 
（２）帰省者向けＰＣＲ検査事業（72,893千円） 
   人流が増加する年末年始において、就職、進学、単身

赴任等により県外に居住されている方が、本県に帰省す

る前に無料でＰＣＲ検査を行うことで、感染拡大の防止

につなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

（第１次） 

申込期間：令和３年４月 15 日～６月 14 日 

検査実績：668件、4,311人 

（第２次） 

申込期間：令和３年８月７日～９月３０日 

検査実績：302件、1,693人 

 

申込期間：令和３年 12 月６日～12 月 22 日  

検査実績：8,001件、12,497人 

 



課名：健康福祉総務課 
４.主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

保健福祉事務所等運営費（５－１－４３） 

１．趣旨・概要 

   各保健福祉事務所及び小豆総合事務所の運営及び施設

の維持管理に要する経費に加え、新型コロナウイルス感

染症対応のため、保健所の対応能力強化を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）新型コロナウイルス対応能力強化事業（19,908 千円） 

県の各保健所において、会計年度任用職員の任用によ

り、保健師を増員した。また、保健師・看護師を登録す

る人材バンク（IHEAT）から、感染拡大時に保健所の要請

に応じ、積極的疫学調査や健康観察を行う専門職の短期

集中的な派遣を行った。 

 

（２）事務所維持管理経費等（114,800千円） 

   各保健福祉事務所及び小豆総合事務所の運営及び施設

の維持管理等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

東讃、中讃、西讃各保健事務所において 

会計年度任用職員を1名ずつ配置。 

 

IHEAT の派遣実績：延べ 778 名（令和３

年８月～令和４年３月） 

 

 

東讃保健福祉事務所（大川合同庁舎）に

て非常用自家発電を１台設置した。 

地域保健連携強化推進事業（５－１－４５） 

１．趣旨・概要 

 健康危機管理体制を強化するための研修の実施や保健所の

機能強化のための人材育成、コールセンターの運営を実施し

た。 

 

２．具体的内容 

（１）新型コロナウイルス感染症コールセンター設置事業 

（70,543千円） 

   新型コロナウイルス感染症に関する帰国者・接触者相

談に対応するコールセンターの運営を行った。 

 

（２）地域保健連携強化推進事業（1,910千円） 

   地域保健関係職員の現任教育を実施するとともに、災

害時に効果的な保健活動が実施できるための研修会等を

開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延べ相談件数は、一般相談：25,437件、

受診相談：36,141件であった。 

（令和２年５月 18 日～令和４年３月 31

日の合計件数） 

 

防護服着脱訓練２回（延べ46名） 

新任期保健師課題研修２回（延べ32名） 

 



２．課総括表 課名：長寿社会対策課
（単位：千円）

249,015 248,612 403

27,263 27,263

21,486 21,486

3,280 3,120 160

13,937,833 13,937,832 1

330,816 330,816

1,687 1,687

13,530 12,058 1,472

100 100

3,632 3,308 324

5,621 2,600 3,021

14,667 14,607 60

(468,560) (411,669) (56,891)

867,808 450,911 360,006 56,891

(50,781) (30,195) (20,586)

102,631 81,436 21,195

140,000 140,000

(153,290) (60,275) (93,015)

380,241 266,290 9,268 104,683

2,034 2,034

586,281 548,504 37,777

21,978 21,917 61

76,269 69,787 6,482

4,875 4,262 613
5-2-21

外国人介護人材
受入環境整備事
業

主要施策の成果の概要
（5-2-19）に記載

5-2-19
介護支援専門員
養成・資質向上
事業

主要施策の成果の概要
（5-2-19）に記載

5-2-20
介護人材確保等
支援事業

主要施策の成果の概要
（5-2-19）に記載

5-2-18
軽費老人ホーム
事務費補助

軽費老人ホーム事務費（職員人件
費等）の入所者徴収額の減免に対
する補助

5-2-17
介護老人保健施
設整備促進事業

介護老人保健施設の整備に係る借
入金の利子に対する補助

5-2-15
介護サービス施
設等整備事業

介護サービス施設等を整備（改
築）する社会福祉法人に対する補
助

5-2-16
介護サービス施
設等整備指導事
務費

主要施策の成果の概要
（5-2-16）に記載

5-2-13
地域密着型サー
ビス等整備事業

主要施策の成果の概要
（5-2-13）に記載

5-2-14
地域介護・福祉
空間整備等事業

主要施策の成果の概要（5-2-13）に
記載（うち、高齢者施設換気設備設
置事業は（5-2-16）に記載）

5-2-12
介護予防市町支
援事業

主要施策の成果の概要
（5-2-23）に記載

5-2-11
介護保険制度円
滑実施対策事業

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-9
介護サービス情
報公表事業

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-10
介護給付適正化
推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-7
介護保険財政安
定化基金事業

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-8
介護保険制度施
行事業

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-6
低所得者保険料
軽減負担金

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-5
介護給付費負担
金

主要施策の成果の概要
（5-2-5）に記載

5-2-3
老人クラブ等活
動促進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-2）に記載

5-2-4
高齢者福祉啓発
事業

高齢者福祉に関する普及啓発等に
要する経費

事業執行状況番号 事業名 予算現額

5-2-2
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額

5-2-1
給与費（長寿社
会対策課）

長寿社会対策課職員の給与費
給料130,295、職員手当等72,803
共済費45,514



1,204 1,203 1

647,672 647,671 1

5,737 4,040 1,697

2,270 1,817 453

2,923 2,106 817

2,739 1,846 893

3,436 3,412 24

25,901 25,816 85

14,988 13,429 1,559

619 568 51

186,683 186,590 93

200 170 30

837,246 837,246

397 217 180

2,490 2,229 261

3,600 3,410 190

3,107 2,394 713

480 420 60

13,152 13,017 135

(672,631) (502,139) (170,492)

18,545,891 17,796,231 509,274 240,386

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：長寿社会対策課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

35 （1）10 （1）45

35 （1）10 （1）45合計

課計

本課・出先名称 備　　　考

長寿社会対策課 育児休業２名、休職１名

5-2-39
旧軍関係調査等
事務費

旧軍人軍属等に係る状況調査等に
要する経費

5-2-40
特別給付金等支
給事務

戦没者等の遺族への特別弔慰金及
び戦没者等の妻等への特別給付金
の支給事務に要する経費

5-2-37
戦傷病者・戦没
者遺族等援護事
務費

戦傷病者及び戦没者遺族等の援護
事務に要する経費

5-2-38 引揚者等援護費
中国残留邦人等に対する帰国定
着・自立の促進に要する経費

5-2-35 援護事務委託費
戦没者遺族等に係る援護事務、戦
没者の慰霊奉賛事業等に要する経
費

5-2-36
戦没者追悼式事
業

県主催追悼式及び国主催追悼式の
参列等に要する経費

5-2-34
包括支援交付金（介
護・福祉分）返還金
（老人福祉費）

令和２年度に交付された国交付金
の返還に要する経費

5-2-32
地域医療介護総
合確保基金造成
事業

地域医療介護総合確保基金の造成
に要する経費

5-2-33
次期高齢者保健
福祉計画作成事
業

第８期高齢者保健福祉計画の作成
準備に要する経費

5-2-30
認知症施策総合
推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-27）に記載

5-2-31
高齢者虐待防止
推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-27）に記載

5-2-28
認知症早期発
見・対応強化事
業

主要施策の成果の概要
（5-2-27）に記載

5-2-29
認知症疾患医療
センター運営事
業

主要施策の成果の概要
（5-2-27）に記載

5-2-26
生活支援体制整
備事業

主要施策の成果の概要
（5-2-23）に記載

5-2-27
認知症予防三位
一体推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-27）に記載

5-2-24
在宅医療・介護
連携推進事業

主要施策の成果の概要
（5-2-23）に記載

5-2-25
訪問看護サポー
ト事業

主要施策の成果の概要
（5-2-23）に記載

5-2-22
介護職員処遇改
善加算の取得促
進支援事業

主要施策の成果の概要
（5-2-19）に記載

5-2-23 地域支援事業
主要施策の成果の概要
（5-2-23）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況

　当該所属への兼務等発令者を含み、当該所属以外で勤務する者を（ ）外書きにより記載。



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

高齢者の健康生きがい対策事業（５－２－２） 

１．趣旨・概要 

県民一人ひとりが生涯を通じて健康で豊かに、かつ活力

を維持して過ごせるよう自主的な健康づくりを促進すると

ともに、高齢者が豊富な経験や能力を生かし、地域社会に

おいて重要な役割を果たしながら、充実した生活を送るこ

とができるよう各種事業に取り組んだ。 

 

２．具体的内容 

（１）高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 

（27,263千円） 

①明るい長寿社会づくり推進事業（18,734千円） 

高齢者の生きがいと健康づくりを推進する（公財）

かがわ健康福祉機構に対し、全国健康福祉祭（ねんり

んピックかながわ 2022）の出場選手の選出や、かがわ

長寿大学の開講等に要する経費の一部を補助した。 

  ②元気シニア増加促進事業（2,700千円） 

高齢者の閉じこもりを防止するとともに、健康づく

りと介護予防を推進するため、かがわ元気シニアスタ

ンプラリーを実施した。 

  ③高齢者の生きがいづくり促進事業（5,829千円） 

高齢者の社会参加の促進と生きがいづくりを推進す

るため、高齢者いきいき案内所の運営を行い、高齢者

を活躍の場へ案内するとともに、高齢者の豊富な知

識・経験・技能を様々なニーズに結びつけた。 

また、高齢者の健康づくりや介護予防に資する講座

の開催を支援した。 

 

（２）老人クラブ等活動促進事業（21,453千円） 

高齢者の健康と生きがいづくりを自主的に行う老人ク

ラブの活動を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標 

高齢者いきいき案内所相談件数 

〔累計〕         （件） 

基 準 値 

（H28～R2） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（R3～R7） 

3,160 609 3,300 

 

 

全国健康福祉祭参加者数（県分実績） 

平成 30年度  120人 

令和元年度  123人 

令和２年度  中止 

令和３年度  中止 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

介護保険事業（５－２－５） 

１．趣旨・概要 

介護を必要とする高齢者を社会全体で支える介護保険制

度を円滑に運営した。 

 

２．具体的内容 

（１）介護給付費負担金（13,937,832千円） 

介護保険法に基づき、保険者に対し、介護給付及び予

防給付に要する費用について、施設給付の額の17.5％、

その他給付の額の12.5％を負担した。 

 

（２）低所得者保険料軽減負担金（330,816千円） 

介護保険法の規定に基づき、保険者に対し、低所得者

の介護保険料軽減に要する費用の１/４を負担した。 

 

（３）介護保険財政安定化基金事業（1,687千円） 

保険者の介護保険財政の安定化を図るため、介護保険

法の規定に基づき設置している基金に運用益を積み立て

るなど管理等を行った。 

なお、当該年度における新たな拠出金による積立ては

ない。 

 

（４）介護保険制度施行等事業（7,802千円） 

保険者に対する指導・支援、事業者の指定・情報提供、

介護員の養成、広報啓発等の介護保険制度の適正かつ円

滑な施行に係る各種事業を実施した。 

 

（５）介護保険制度円滑実施対策事業（2,600千円） 

介護保険制度の円滑な実施のため、低所得高齢者のサ

ービス利用料を軽減した社会福祉法人に対して補助を行

った市町に助成した。 

また、離島地域における介護サービスを確保するため、

離島サービス確保対策検討委員会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護認定者数（各年度末時点） 

令和元年度実績 60,204人 

令和２年度見込 60,562人 

令和３年度見込 60,778人 

 

サービス受給者数（各年度月平均） 

令和元年度実績 52,269人 

令和２年度見込 52,605人 

令和３年度見込 53,536人 

 

 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

介護施設等整備事業（５－２－１３） 

１．趣旨・概要 

香川県高齢者保健福祉計画に基づき、居宅での生活の維

持が困難な高齢者の介護ニーズに応える施設整備等を行っ

た。 

 

２．具体的内容 

 

（１）地域密着型サービス等整備事業（450,911千円） 

国からの交付金を原資とする香川県地域医療介護総合

確保基金を活用し、特別養護老人ホーム等を整備する社

会福祉法人等に対し、それに伴う施設整備経費について、

助成を行った。 

 

（２）地域介護・福祉空間整備等事業（61,602千円） 

老人福祉施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の

安全・安心を確保するため、国の地域介護・福祉空間整

備等施設整備交付金を活用し、事業者が行う設備整備に

対し、助成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域密着型サービス等整備事業実施施設

数 

令和元年度    19施設 

令和２年度    19施設 

令和３年度    25施設 

 

地域介護・福祉空間整備等事業実施施設

数 

令和元年度    ６施設 

令和２年度   ８施設 

 令和３年度   ４施設 

 

  

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

新型コロナウイルス感染症対策特別事業（５－２－１６） 

１．趣旨・概要 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要と

なる感染拡大防止や介護職員の支援について、柔軟かつ機

動的に実施することができるよう、介護サービス事業所・

施設等の取組を包括的に支援した。 

 

２．具体的内容 

（１）介護サービス施設等のサービス継続支援事業 

（93,420千円） 

新型コロナウイルス感染症の感染者が発生するなどし

た介護サービス事業所・施設等が、サービスを継続して

提供するために必要な経費を補助した。 

 

（２）介護サービス継続のための連携体制構築事業 

（1,885千円） 

県内の施設による連携の下、施設間による職員の相互

応援システムを構築するための調整業務等を香川県社会

福祉協議会に委託した。 

 

（３）介護施設等従事者に対するPCR検査実施事業 

（134,366千円） 

入所者の方の安全の確保と施設を起点とした大規模感 

染による医療提供体制への負荷の回避を図るため、介護 

施設等の職員に対し、新型コロナウイルス感染症のPCR 

検査を実施した。 

 

（４）介護サービス感染防止対策継続支援事業 

（16,844千円） 

   介護サービス事業所・施設が、新型コロナウイルス感 

染症の感染防止対策を継続的に行うため、衛生用品等の 

購入に必要な経費を補助した。 

 

（５）高齢者施設等感染対策検査実施事業（6,732千円） 

   高齢者施設等での新型コロナウイルス感染症の感染拡 

大を防ぐため、感染者の発生時に、抗原検査キットを配 

布した。 

 

（６）高齢者施設換気設備設置事業（19,823千円） 

   高齢者施設における感染リスク低減のために実施され 

る換気設備の設置に対して補助を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助数 46法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査件数 25,520件 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助数 253法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 ５施設 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

介護人材確保・育成事業（５－２－１９） 

１．趣旨・概要 

介護支援専門員の養成及び現任者に対する研修や主任介

護支援専門員の養成等に取り組むとともに、介護職のイメ

ージアップや介護技術の向上を支援し、介護人材の確保・

定着を図った。 

また、医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成

した。 

 

２．具体的内容 

（１）介護支援専門員養成・資質向上事業（21,917千円） 

介護保険制度において重要な役割を担う介護支援専門

員の養成及び現任者に対する研修を行うとともに、主任

介護支援専門員の養成等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護人材確保等支援事業（53,185千円） 

介護技術コンテストの開催等により、介護の仕事の魅

力発信に努めるとともに、新人介護職員の合同入職式や

各種研修事業の開催、介護ロボットの導入支援等により、

介護職員の定着を支援した。 

 

 

 

 

（３）介護人材確保等補助事業（6,805千円） 

関係職能団体等が実施する介護人材確保事業に要する 

経費を助成した。 

 

（４）介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業 

（1,203千円） 

介護職員処遇改善加算について、専門的な相談員を介

護施設・事業所に派遣し、個別の助言・指導等を行うこ

とにより、新規取得や、より上位区分の加算取得を支援

した。 

３．指標  

介護福祉士の登録者数    （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

15,410 15,887 21,300 

 

 

 

 

介護支援専門員の登録者数（累計） 

令和元年度   6,494人 

令和２年度  6,572人 

令和３年度  6,631人 

 

介護支援専門員の法定研修修了者数 

 令和元年度  727人 

 令和２年度  560人  

  令和３年度  722人 

 

主任介護支援専門員研修の修了者数 

（累計） 

 令和元年度  693人 

 令和２年度  753人 

令和３年度  819人 

 

介護技術コンテスト参加者数 

令和元年度   11チーム（33人） 

令和２年度  ９チーム（27人） 

令和３年度  ７チーム（21人） 

 

新人介護職員合同入職式参加者数 

 令和元年度   68人 

 令和２年度  中止 

 令和３年度  中止 

 

 

 

 

助言・指導を行った事業所数（延べ回数） 

 令和元年度   32か所 (60回) 

 令和２年度  53か所（82回） 

令和３年度  47か所（61回） 

 

 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（５）外国人介護人材受入支援事業（2,698千円） 

外国人介護人材が、介護現場において円滑に就労・定

着できるよう、地域の中核的な受入施設が行う集合研修

の実施に対する支援等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合研修に参加した外国人介護人材数 

令和元年度 58人 

令和２年度 52人 

令和３年度  78人 

 

 

 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

高齢者の在宅生活支援事業（５－２－２３） 

１．趣旨・概要 

在宅の要援護高齢者や一人暮らしの高齢者等に支援等を

行う市町へ助成するとともに、地域住民に対し、介護知識・

介護技術の普及と啓発を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）地域支援事業（647,671千円） 

高齢者が要介護・要支援状態になることを予防すると

ともに、要介護状態になった場合にも、可能な限り地域

において自立した日常生活を営むことができるよう支援

することを目的として、介護予防・日常生活支援総合事

業、包括的支援事業及び任意事業を実施する市町に助成

した。 

 

（２）介護予防市町支援事業（2,505千円） 

介護予防事業等について、効果的な事業実施が図れる

よう介護予防市町支援委員会を開催した。介護予防の普

及啓発及び効果的な事業実施が図れるよう市町地域包括

支援センター職員等に対する研修会を開催し、また、保

険者としての具体的取組を促すため、市町の幹部職員を

対象としたセミナーを実施することで、市町職員の資質

向上に取り組んだ。併せて、通いの場の取組を効果的、

継続的なものとするため、医療等専門職が効果的に関与

する手法等について、多職種で検討した。 

  

（３）在宅医療・介護連携推進事業（4,040千円） 

地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業に

ついて、市町において円滑に実施できるよう、コーディ

ネーターの人材育成や、市町職員等に対する研修会等を

実施した。 

 

（４）訪問看護サポート事業（1,817千円） 

訪問看護に対するニーズの多様化に対応し、専門性の

高い訪問看護を提供できるようにするため、利用者及び

訪問看護師等からの相談に応じるとともに、訪問看護技

術等のスキルアップ支援、ホームページによる情報公表

などを行った。 

 

（５）生活支援コーディネーター養成事業（18千円） 

生活支援サービスの体制整備を推進するため、地域に

おいて生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に

向けたコーディネート役を担う生活支援コーディネータ

ーの養成研修を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防サポーター養成数（累計実績） 

平成 29年度    6,590人 

平成 30年度   6,919人 

令和元年度   7,111人 

令和２年度    7,343人 

令和３年度    7,575人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話相談件数 合計 140件 

出張相談件数 合計  ３件 

ホームページアクセス件数 

月平均 17,413件 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（６）移動・外出支援事業（2,088千円） 

   移動手段のない高齢者が、買物、通院、通いの場への

参加等のために自宅から目的地まで移動できるよう、住

民互助による移動・外出支援スキームの構築に取り組む

市町を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助数 ２市町 

 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

認知症施策総合推進事業（５－２－２７） 

１．趣旨・概要 

認知症高齢者等が住み慣れた地域で生活を継続すること

を支援するため、介護サービスの質の向上や支援体制の構

築等の対策を総合的に実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）認知症予防三位一体推進事業（1,846千円） 

運動・栄養・社会交流の三位一体による認知症予防の

普及を図るため、認知症予防運動の講師の養成・派遣や、

フレイル予防のための栄養に関する研修会等を実施する

とともに、認知症予防に関するパネル展示の実施やオレ

ンジライトアップ、認知症普及グッズの作成等を行うこ

とで認知症予防の知識についての普及啓発や、認知症ケ

アに対する正しい理解の促進を図った。 

 

（２）認知症早期発見・対応強化事業（3,412千円） 

認知症の早期発見・早期対応を図るため、運転免許セ

ンターに認知症の相談等に応じる看護師を配置し、市町

の地域包括支援センターによる支援につなげた。 

 

（３）認知症地域サポート推進事業（3,600千円） 

認知症の早期発見を図るため、研修を受けたかかりつ

け医を「もの忘れ相談医」として養成するとともに、早

期治療につなげるため、「認知症専門医療機関」を選定し、

県のホームページで公表した。 

 

（４）認知症疾患医療センター運営事業（25,816千円） 

保健医療圏域ごとに指定した認知症疾患医療センター

において、地域における認知症疾患の保健医療水準の向

上を図った。 

 

（５）市町職員認知症従事者研修事業（1,088千円） 

認知症の人とその家族に対する早期診断・早期対応や

支援を行うため、各市町に設置する「認知症初期集中支

援チーム」の専門職研修を行った。 

 

（６）認知症介護実践者等養成事業（1,673千円） 

認知症高齢者の介護実務者に対する介護技術の向上の

ための研修等を行った。 

 

（７）若年性認知症施策推進事業（3,463千円） 

若年性認知症支援コーディネーターを配置して相談窓

口を開設するとともに、若年性認知症に関する研修会等、

若年性認知症の人やその家族に対する支援を行った。 

３．指標 

認知症サポーター養成数   （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

111,834 117,755 130,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症専門医療機関数 

平成 30年度   75 

令和元年度   76 

令和２年度  76 

令和３年度   77 



課名：長寿社会対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 

（８）行方不明高齢者家族等支援事業（57千円）  

認知症高齢者の行方不明者等を早期発見・保護するた

め、認知症の行方不明や身元不明高齢者の捜索に関わる

市町、警察、県の担当者による「認知症高齢者行方不明

等対策連絡会議」を設置するとともに、高齢者見守り活

動等を実施している市町を支援した。 

 

（９）成年後見利用促進事業（950千円） 

成年後見制度の利用促進を図るとともに、成年後見制

度に係る中核機関の設置に関する広域的な取組みや相談

業務の実施について、市町支援を行った。 

 

（10）市民後見人養成事業（2,461千円） 

市民後見人養成研修の実施や専門職による市民後見人

養成に関する相談受付などの市町支援を行った。 

 

（11）高齢者虐待防止推進事業（568千円） 

香川県社会福祉士会により、虐待対応困難案件への対応

について、市町からの相談受付を行った。 

また、市町職員等を対象とした事例検討研修を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：障害福祉課
（単位：千円）

182,012 180,018 1,994

396,826 396,325 501

9,300 9,300

69,600 69,600

(61,152) (56,912) (4,240)

93,426 64,743 24,347 4,336

59,133 58,983 150

133,532 133,230 302

407,115 382,644 20,260 4,211

707 658 49

4,213,348 4,156,500 56,848

372,500 369,778 2,722

2,099,209 2,021,964 77,245

1,165,772 1,149,651 16,121

(9,529) (4,874) (4,655)

515,300 181,167 150,573 183,560

38,820 36,993 1,827

204,909 195,616 9,293

11,581 10,872 709

24,450 24,450

5,575 4,914 661

6,784 4,104 1,972 708

604,481 604,481

34,537 34,537

5-3-21
包括支援交付金（介
護・福祉分）返還金
（障害者福祉費）

令和２年度包括支援交付金（介
護・福祉分）の返還金（障害者
福祉費）

5-3-22

新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫
補助返還金（障害者
福祉費）

令和２年度新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫補助金の返
還金（障害者福祉費）

5-3-19
障害者権利擁
護事業

主要施策の成果の概要
（5-3-16）に記載

5-3-20
医療的ケア児
等に対する支
援対策事業

主要施策の成果の概要
（5-3-16）に記載

5-3-17
ひきこもり対
策事業

主要施策の成果の概要
（5-3-25）に記載

5-3-18
地域生活定着
支援センター
事業

主要施策の成果の概要
（5-3-16）に記載

5-3-15
障害者社会参
加事業

スポーツ大会の開催等障害者の社会参加促進に要する経費
（うち、障害者スポーツ普及事業・障害者文化芸術活動推進
事業・おでかけマップかがわ維持管理事業は、主要施策の成
果の概要（5-3-16）に記載）

5-3-16
地域生活支援
事業

主要施策の成果の概要
（5-3-16）に記載

5-3-13
重度心身障害
者等医療費支
給事業

主要施策の成果の概要
（5-9-1）に記載

5-3-14
障害者施設支
援事業

主要施策の成果の概要
（5-3-14）に記載

5-3-11
障害者（児）
手当等支給事
業

心身障害者扶養共済事業、特別
障害者手当等の支給に要する経
費

5-3-12
障害者医療事
業

主要施策の成果の概要
（5-3-10）に記載

5-3-9
在宅障害者支
援事業

在宅障害者の訓練、指導等の支
援に要する経費

5-3-10
障害者総合支
援法施行等事
業

主要施策の成果の概要
（5-3-10）に記載

5-3-7
障害福祉相談
所運営費

障害福祉相談所の運営に要する経費
給料70,682、職員手当36,226、共済費
22,052

5-3-8
川部みどり園
運営費

障害者支援施設川部みどり園の運営に要する経費
報酬29,370、給料131,054、職員手当92,518、共済
費52,016

主要施策の成果の概要
（5-3-5）に記載

5-3-3
たまも園運営
費

障害者支援施設たまも園の管理
運営の委託に要する経費

5-3-4

5-3-6
身体障害者施
設利用福祉費

視覚障害者福祉センター運営委
託費等、聴覚障害者福祉セン
ター運営委託費等に要する経費

5-3-1
給与費等（障
害福祉課諸
費）

番号 事業名 予算現額

5-3-5
かがわ総合リハビリ
テーションセンター
等設備改修事業

障害福祉課の運営に要する経費
給料84,375、職員手当49,309、共済
費31,427

事業執行状況

ふじみ園運営
費

香川県ふじみ園の管理運営の委
託に要する経費

5-3-2
かがわ総合リハビ
リテーションセン
ター運営費

主要施策の成果の概要
（5-3-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額



847,608 831,323 16,285

102,018 95,399 6,619

32,899 32,869 30

258,641 254,574 4,067

956 892 64

37,251 37,251

20,908 17,936 2,972

100,353 98,721 1,632

63,459 61,438 2,021

76,563 67,656 8,907

32,400 32,200 200

20,949 14,265 6,684

1,021 794 227

6,844 5,770 1,074

670 670

3,443 3,443

11 11

947 597 350

(70,681) (61,786) (8,895)

12,255,858 11,646,337 197,152 412,369

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

課計

5-3-40
精神保健対策
費

精神保健相談に要する経費

5-3-38
包括支援交付金
（医療分）返還金
（精神衛生費）

令和２年度包括支援交付金（医
療分）の返還金（精神衛生費）

5-3-39

新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫
補助金返還金（精神
衛生費）

令和２年度新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫補助金の返
還金（精神衛生費）

5-3-36
依存症者回復
支援事業

主要施策の成果の概要
（5-3-25）に記載

5-3-37
精神保健業務
管理システム
更新事業

精神保健業務管理システムの更
新に要する費用

5-3-34
精神保健福祉
諸費

精神科病院の実地指導等に要する経費（うち、地域
包括ケアシステム構築推進事業は主要施策の成果の
概要（5-3-16）、心のケア支援事業は主要施策の成
果の概要（5-3-25）に記載）

5-3-35
ネット・ゲー
ム依存症対策
事業

主要施策の成果の概要
（5-3-25）に記載

5-3-32
精神障害者措
置入院費

精神障害者の措置入院に要する
経費

5-3-33
精神科医師確
保事業

主要施策の成果の概要
（5-4-5）に記載

5-3-30
精神保健福祉
センター運営
費

精神保健福祉センターの運営に要する経費

給料49,387、職員手当23,690、共済費
15,755

5-3-31
精神科救急医
療システム整
備事業

主要施策の成果の概要
（5-4-3）に記載

5-3-28

新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫
補助金返還金（障害
児福祉費）

令和２年度新型コロナウイルス
感染症対策事業国庫補助金の返
還金（障害児福祉費）

5-3-29
自殺予防対策
推進事業

主要施策の成果の概要
（5-3-25）に記載

5-3-26
知的障害児施
設川部みどり
園運営費

知的障害児施設川部みどり園の運営に要する
経費
給料83,680、職員手当64,936、共済費35,548

5-3-27
難聴児補聴器
購入費用助成
費補助事業

主要施策の成果の概要
（5-3-16）に記載

5-3-24
児童保護措置
費

児童福祉法に基づく児童保護措
置費に要する経費

5-3-25
発達障害者支
援事業

主要施策の成果の概要
（5-3-25）に記載

番号 事業名 事業執行状況

5-3-23
障害児福祉諸
費

児童福祉法に基づく障害児施設
給付に要する経費

予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：障害福祉課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

23 4 27

(6) 15 26 (6) 41

(1) 11 18 (1) 29

53 39 92川部みどり園

障害福祉課

障害福祉相談所 併任医師６名、育児休業２名、休職１名

精神保健福祉センター
定数内職員のうち1名は東讃保健福祉事務所で
執務

本課・出先名称 備　　　考



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

かがわ総合リハビリテーションセンター運営費 

（５－３－２） 

１．趣旨・概要 

社会福祉法人かがわ総合リハビリテーション事業団を

指定管理者として、成人支援施設、こども支援施設、こ

ども発達支援センター、療養介護施設、病院、福祉セン

ターを運営した。 
障害児者等のニーズに応じて、機能訓練、生活訓練、

就労移行支援、施設入所支援、治療、リハビリテーショ

ン、さらに文化、スポーツ活動などのサービスを提供し

た。 
 
２．具体的内容 

（１）かがわ総合リハビリテーションセンター運営費 

（396,325千円） 

①成人支援施設   

障害のある方々に機能維持・回復訓練、日常生活

の訓練と生活指導により、自立した生活ができるよ

う援助するとともに、一般企業での就労等を目的に

職業訓練等を行った。 

②こども支援施設・こども発達支援センター 

上下肢又は体幹機能の障害がある児童等の治療、

生活援助及び保護者への相談及び助言に取り組み、

全人格的な成長・発達を促した。 

③病院 

急性期治療を終えた方々や骨・関節の病気を持つ

方々にリハビリテーションと手術などの整形外科治

療を行った。 

④療養介護施設 

医療と常時の介護を必要とする方々に、機能訓練、

看護、介護を行った。 

⑤福祉センター 

スポーツ、文化活動等を通じ、在宅障害者の社会

参加を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成人支援施設では、職業訓練等を行った

結果、就労移行支援利用者 16名のうち 12

名が一般就職につながった。 

 

 

 

 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

かがわ総合リハビリテーションセンター等設備改修事業

（５－３－５） 

１．趣旨・概要 

利用者のサービス向上を図るため、指定管理施設の経

年劣化等による設備の改修等を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）かがわ総合リハビリテーションセンター等設備改修 

事業（6,554千円） 

   かがわ総合リハビリテーションセンターの医療器

具、たまも園の送迎車等の購入を行った。 

 

（２）かがわ総合リハビリテーションセンター施設設備整

備事業（24,194千円） 

かがわ総合リハビリテーションセンターの成人支援

施設棟１階南寮空調設備更新を実施した。 

また、かがわ総合リハビリテーションセンターの成

人支援施設棟１階北寮空調設備更新工事の設計を実施

した。 

 

（３）たまも園施設設備整備事業（16,460千円） 

   たまも園の管理棟・機械棟・居住棟の屋上防水工事

を実施した。 

 

（４）ふじみ園施設設備整備事業（17,535千円） 

   老朽化しているだいち居住棟の空調設備の更新工事

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

障害者総合支援法施行等事業（５－３－１０） 

１．趣旨・概要 

  障害者総合支援法に基づき、市町が提供する障害福祉

サービスに要する費用の一部を負担し、障害者が必要と

するサービスの確保に努めた。 

 

２．具体的内容 

（１）障害者総合支援法施行事業（17,405千円） 

   障害者自立支援医療審査事務委託料等 

 

（２）介護給付・訓練等給付・補装具費支給事業 

（4,139,095千円） 

市町における介護給付、訓練等給付、補装具費支給

等に要する経費の一部を負担した。 

 

（３）自立支援医療負担金（1,915,376千円） 

精神通院医療に要する経費の一部並びに市町におけ

る更生医療及び育成医療に要する経費の一部を負担し

た。 

 

（４）療養介護医療費（56,847千円） 

市町における療養介護医療費等に要する経費の一部

を負担した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自立支援医療給付決定件数 

・精神通院医療 13,259件 

・更生医療 4,083件 

・育成医療 184件 
 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

障害者施設支援事業（５－３－１４） 

１．趣旨・概要 

指定管理者施設等の整備を図るとともに、障害福祉サ

ービス事業所等の整備を促進することにより、障害者の

生活支援や活動の場の拡大を行った。また、就労継続支

援Ｂ型事業所等における工賃の増額に向けた支援を行っ

た。 

 

２．具体的内容 

（１）障害福祉サービス事業所等施設整備事業 

（97,559千円） 

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所

やグループホームの新設、整備等に要した費用を助成

した。 

 

（２）重症心身障害児（者）にかかる在宅支援事業 
（11,436千円） 

重症心身障害児（者）の在宅介護の支援に資するこ

とを目的として、医療型短期入所の受入体制の整備及

び利用促進を図った。 

 
（３）障害者就労事業所支援事業（1,206千円） 

就労継続支援事業所等における工賃の向上に向け

て、新商品開発や農作業支援により、工賃向上に取り

組む施設等を支援した。 

 

（４）共同受注窓口機能強化事業（24,025千円） 

複数の事業所が協働して受注等を行う共同受注窓口

に専門員を設置し、その機能強化と安定的な運営を図

った。 

 

（５）障害者の「働く場開拓・就労定着」推進事業 
（7,714千円） 

障害者の実習先開拓や企業と就労系事業所のコーデ

ィネート、就職者の職場定着支援及び就業・生活支援

センターとの連携を推進するコーディネーターの配置

により、障害者の一般就労と職場定着を推進した。 

 

（６）障害福祉分野におけるICT・ロボット等導入支援事業

（8,007千円） 
障害福祉分野におけるICTの活用による生産性向上

を推進し、介護業務の負担軽減等を図る取組みを推進

するため、ICT・ロボット等を導入する障害者支援施設

等に補助を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス事業所整備数 １施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実習受入企業数51社 

実習者数52人（うち、就職した者28人） 

 

 

 

 

 

障害福祉分野のロボット等導入施設数１

施設 

ICT導入施設数８施設 

 

 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（７）新型コロナウイルス感染症対策特別事業 

（31,220千円） 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必

要となる感染拡大防止や福祉・介護職員の支援につい

て、障害福祉サービス等事業所の取組みを支援した。 

 

 ・障害福祉サービス事業者等に対するサービス継続支援

事業（7,832千円） 

新型コロナウイルス感染症の感染者が発生する等し

た障害福祉サービス等事業所が、サービスを継続して

提供するために必要な経費を補助等した。 

 

 ・障害福祉サービス継続のための連携体制構築事業 

(3,683千円) 

緊急時の応援派遣体制である香川県相互応援システ

ム（K-SOS）に関連した経費の補助や、クラスター発生

時に派遣する職員を養成するための研修を開催する等

した。 

 

 ・障害者支援施設等従事者ＰＣＲ検査事業 

                 (15,490千円) 

入所者の方の安全確保と施設を起点とした大規模感

染による医療提供体制への負荷を回避するため、障害

者支援施設等の従事者に対し、新型コロナウイルス感

染症のＰＣＲ検査を実施した。 

 

 ・障害福祉サービス感染防止対策継続支援事業 

(2,036千円) 

障害福祉サービス事業所等が新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止を継続的に行うため、衛生用品等

の購入に必要な経費を補助した。 

 

・就労系障害福祉サービス事業所に対する生産活動拡大

支援事業（496千円） 

 新型コロナウイルス感染症の影響により生産活動収

入が減少している就労支援事業所に対して生産活動の

拡大を支援した。 

 

 ・障害者施設等感染対策検査実施事業  (1,683千円) 

 障害者施設等での新型コロナウイルス感染症の感染

拡大を防ぐため、感染者の発生時に抗原検査キットを

配布した。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
補助数  ３法人 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
検査件数 3,507件 
 
 

 

 

 

 

補助対象 214法人 

 

 

 

 

 

補助数 ２法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

地域生活支援事業（５－３－１６） 

１．趣旨・概要 

県の役割として、専門性の高い相談支援や広域的な対

応が必要な事業を実施するとともに、市町が実施する地

域生活支援事業に要する経費の一部を助成した。 

 
２．具体的内容 

（１） 障害者スポーツ普及事業（23,935千円） 

障害者スポーツの環境整備やパラリンピック東京大

会に向けた選手強化事業等を行い、スポーツを通して、

障害者の活動の機会を拡大した。 

① 障害者スポーツ普及強化事業（22,418千円） 

② 全国障害者スポーツ大会派遣事業等（1,517千円） 

 
（２）障害者文化芸術活動推進事業（2,447千円） 

 障害者芸術文化活動支援センター「香川みんなのア

ート活動センターKAGAWA MOVES」を設置し、障害者の

文化芸術活動の推進のために相談支援や文化芸術活動

に関する発信などを行った。 
 

（３）おでかけマップかがわ維持管理事業（727千円） 
   県内外の障害者等が県内の観光施設へ安心して出か

けられる環境づくりのため、障害者施設等に委託して

バリアフリー情報を追加し、おでかけマップかがわの

利便性を向上させた。 
 

（４）サービス・相談支援者、指導者育成事業 

（4,042千円） 

サービス管理責任者、相談支援従事者等、障害福祉

サービスを支える人材を養成するための研修を実施す

るとともに、自立支援給付が適切に実施されるよう、

相談支援従事者等に対する研修を実施した。 

①相談支援従事者研修事業（2,065千円） 

②障害支援区分認定調査員等研修事業（8千円） 

③サービス管理責任者研修事業（1,149千円） 

④主治医研修事業（360千円） 

  ⑤研修指導者育成事業（460千円） 

 

（５）圏域相談支援機能強化事業（610千円） 

相談支援の質の向上を図るため、相談支援専門員を

アドバイザーとして各圏域に派遣し、指導助言等を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県障害者芸術文化活動支援センター

運営委員会開催回数 4回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各研修の修了者数 

・相談支援従事者研修 

初任者研修 18人 

・サービス管理責任者研修 

  基礎研修 78人 更新研修 31人 

  実践研修 24人 

・主治医研修 71人 

 
 
 
 
 
アドバイザーの派遣 19 回、実務者研修

会（オンライン）4回実施。 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（６）専門的相談支援事業（41,389千円） 

①障害者就業・生活支援センター運営事業 

（24,927千円） 

    障害者の職業生活における自立を図るため、社会

福祉法人等に委託して就業及び日常生活に関する助

言、支援を行った（県下４センター）。 

②障害児等療育支援事業（16,462千円） 

    障害児等の早期療育を図るため、社会福祉法人に

委託して療育指導等を実施した。 

 

（７）生活訓練等事業等（10,987千円） 

生活訓練等事業をはじめ、意思疎通支援事業や身体

障害者補助犬給付事業など各種事業を実施した。 

① 生活訓練等事業、身体障害者補助犬給付事業等 

（3,995千円） 

② 意思疎通支援事業、社会参加促進事業（再掲） 

（6,812千円） 

③ 県自立支援協議会事業（180千円） 

 

（８）市町地域生活支援事業費等補助（137,207千円） 

市町が実施する地域生活支援事業等に要する経費の

一部を助成した。 

 

（９）障害者権利擁護事業（4,914千円） 

障害者の権利擁護を推進するため、障害者虐待防止

の取組みや成年後見制度の普及啓発等を行うととも

に、障害者差別解消法及び香川県障害のある人もない

人も共に安心して暮らせる社会づくり条例の施行に伴

う体制整備等を行った。 

①成年後見制度普及啓発事業（1,400千円） 

香川県社会福祉協議会に委託し、成年後見制度の

利用が必要な障害者等の利用促進を図るため、専門

家による研修会や制度の普及啓発を行った。 

②成年後見法人後見支援事業（2,000千円） 

ＮＰＯ法人後見ネットかがわに委託し、訪問相談

や研修会を通じて障害者や家族等の成年後見制度の

理解促進とともに、法人後見を行おうとする団体の

支援等を行うことで障害者の権利擁護を図った。 

③障害者虐待防止対策支援事業（1,081千円） 

障害者虐待の未然防止、適切な支援等を行うため

の体制を整備するため、関係機関からなる連絡調整

会議、関係者への研修を実施するとともに、有識者

による事例検討を行った。 

④障害者差別解消推進事業等（433千円） 

障害者差別解消法及び香川県障害のある人もない

３.指標 

障害者就業・生活支援センターに登録 

した障害者数      （人） 

現 状 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 3 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

1,678 1,772 1,896 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民を対象とした成年後見に関する研

修会を実施し、参加者は27名であった。 

 

 

法人後見を行おうとする法人に対し、成

年後見制度の理解促進を図るための相談

支援（17回）や研修会を実施するとともに、

県民に対する相談支援（14回）を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

人も共に安心して暮らせる社会づくり条例の施行に

伴い、障害や障害者に対する理解促進に努めるとと

もに、障害者差別に関する各種相談に適切に対応し

た。 

 

（10）地域生活定着支援センター事業（24,450千円） 

   高齢や障害により、特別な支援が必要な刑務所等出

所予定者等に対し、地域生活定着支援センターにおい

て、居住の確保や福祉サービスの利用についての調整

等の支援を行う。 

①コーディネート業務 

矯正施設等の入所者を対象として、退所後の受入

れ先施設等のあっせん又は福祉サービス等に係る申

請支援等を行った。 

②フォローアップ業務 

コーディネートを行った者に関して、本人を受け

入れた施設等に対して必要な助言を行った。 

③相談支援業務 

矯正施設の退所者等又はその関係者からの福祉サ

ービス利用等の相談に応じて、助言その他必要な支

援を行った。 

 

（11）医療的ケア児等に対する支援対策事業 

（4,104千円） 

   医療的ケアを必要とする障害児等が適切な支援を受

けられるよう、医療、福祉、教育等の関係機関からな

る医療的ケア部会を開催し、医療的ケア児等の支援に

向けた具体的な検討をするとともに、香川県医療的ケ

ア児等支援センターを設置し、家族や支援者からの相

談対応、医療的ケア児等コーディネーター養成研修及

び医療的ケア児等支援者養成研修などを行った。 

 

（12）地域包括ケアシステム構築推進事業（1,757千円） 

   精神障害者が地域の一員として自分らしく暮らせる

ことを目指し、保健・医療・福祉関係者が連携し、精

神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に

向け地域の支援体制の整備等を図る。 

 

（13）難聴児補聴器購入費用助成費補助事業 

（892千円） 

   身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度の難

聴児の補聴器購入に要した費用の２/３を助成した場

合に、市町に対し、その助成額の１/２を補助した。 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度調整等実績 

① コーディネート業務 

 ・支援件数 25件 

 ・終了件数 21件 

② フォローアップ業務 

 ・支援件数 34件 

 ・終了件数  7件 

③ 相談支援業務 

・支援件数 44件 

 ・終了件数 18件 

※①～③の終了件数には、昨年度以前から

の継続含む 

 

 

 

 

 

香川県医療的ケア児等支援センター 

・相談件数 87件 

・医療的ケア児等コーディネーター養成

研修 修了者36名 

・医療的ケア児等支援者養成研修 修了

者20名 

 ・医療的ケア児等コーディネーターフォ

ローアップ研修 1回 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成件数 26件 

助成台数 45台 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

発達障害者等支援事業（５－３－２５） 

１．趣旨・概要 

多様な障害のある障害者が地域で自立して暮らしてい

けるよう、発達障害者やひきこもり者等への地域におけ

る総合的な支援体制の整備及び支援の充実を図った。ま

た、相談体制の整備等自殺予防対策の強化を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）発達障害者支援事業（32,869千円） 

   発達障害者支援センターの円滑な運営を行うなど、

発達障害児者への支援の充実を図った。 

①発達障害者支援センター運営事業（23,905千円） 

発達障害者支援センター「アルプスかがわ」にお

いて、発達障害児者及びその家族からの相談に応じ、

助言を行うとともに、発達障害に関する普及啓発を

行った。 

  ②発達障害者支援体制整備事業（8,964千円） 

発達障害者支援連携協議会において、支援のあり

方を検討するとともに、地域支援体制強化のために

発達障害者地域支援マネージャーを配置するととも

に、ペアレントメンターの育成、派遣等を行った。 

 

（２）ひきこもり対策事業（10,872千円） 

地域に潜在するひきこもりの早期発見や継続的な相

談支援のため、ひきこもりサポーター等の人材養成を

行うとともに、精神保健福祉センター内に設置してい

る「ひきこもり地域支援センター」及び各保健所にお

いて、相談支援や研修、普及啓発等を実施したほか、

中高年齢にも配慮した居場所を設置するなど、ひきこ

もり対策の推進を図った。 

 

（３）高次脳機能障害支援普及事業（632千円） 

社会福祉法人かがわ総合リハビリテーション事業団

に委託して、相談支援などを実施した。 

 

（４）強度行動障害者対応力強化事業（749千円） 

   川部みどり園において、専門家による定期的な指導

により支援スキルの向上を図るとともに、障害福祉サ

ービス事業所等の職員を対象とした強度行動障害支援

者養成研修（実践）を開催した。 

 

（５）自殺予防対策推進事業（17,936千円） 

国から交付された地域自殺対策強化交付金を活用し

て、相談体制の整備、人材養成、普及啓発などを実施

し、自殺対策の強化に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「アルプスかがわ」の相談支援等 

・相談延件数639件（実人員246人） 

・各種機関への助言指導等  174件 

・各種研修 84回 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援等1,345件（高松市含む） 

令和３年度ひきこもりサポーター登録者

数66名（令和４年３月31日現在） 

居場所の設置 ３か所（東讃、中讃、西讃） 

 

 

 

 

 

高次脳機能障害の相談延件数  449件 

（来所・訪問・電話・メール相談を含む） 

 

 

強度行動障害支援者養成研修 

基礎研修 148人 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：障害福祉課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（６）依存症者回復支援事業（5,770千円） 

自らの嗜好や行動の問題点を分析し、修正していく

認知行動療法の手法を活用して実施する、依存症当事

者を対象とした「依存症回復プログラム」に加え、依

存症者を持つ家族を対象とした「グループワーク」、依

存症者をもつ家族が集い依存症者本人との適切なコミ

ュニケーションを身につけ、当事者の回復につなげる

「家族教室」を実施し、当事者のみならず家族の支援

を行うとともに、関係機関のスキルの向上を図った。 

 

（７）ネット・ゲーム依存症対策事業（794千円） 

ネット・ゲーム依存対策として、県内の小児科医、

精神科医等を対象に、令和２年度に作成した「香川県

ネット・ゲーム依存回復プログラム（i Swing）」を活

用した研修会を開催したほか、ネット・ゲーム依存の

子どもを持つ家族を対象とした「家族教室」を開催し

た。   

依存症対策の全国拠点である独立行政法人国立病院

機構久里浜医療センターの研修会に医療従事者等を派

遣した（オンライン研修）。 

   医療機関に委託して、オフラインキャンプの他県で

の実施方法や効果について検討を行った。 

 

（８）心のケア支援事業（4,401千円） 

新型コロナウイルス感染症に起因する心の健康に関

する相談対応を行うため、精神保健福祉センターにお

いて相談体制の強化を行うとともに、ＳＮＳを活用し

た相談支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・依存症回復プログラム参加者 延56人 

・家族を対象としたグループワークの実施 

５回 延24名 

・家族教室の実施 ５回 延25名 

 

 

 

 

 

 

・研修会の開催  参加者99名 

・家族教室の開催 ４回 延 17名 

・ネット・ゲーム依存症研修 ４名派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＮＳ相談延件数 312件 

 



２．課総括表 課名：医務国保課
（単位：千円）

14,226,882 14,226,881 1

8,663,769 8,662,269 1,500

(61,578) (61,050) (528)

556,314 452,380 67,267 36,667

379,503 363,154 16,349

320,399 300,870 19,529

(161,063) (160,734) (329)

3,573,200 2,848,655 79,700 644,845

292,972 252,180 40,792

681,244 660,461 20,783

188,591 188,169 422

7,222 6,105 1,117

75,746 56,919 6,666 12,161

3,164 3,164

26,442 24,903 1,539

370 370

2,256 2,147 109

892,828 891,694 1,134

2,266 1,294 972

941,245 941,245

(222,641) (221,784) (857)

30,834,413 29,882,860 153,633 797,920

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

課計

5-4-17
看護職員免許事
業費

准看護師試験の実施等に要する経
費

5-4-18
包括支援交付金（医
療分）返還金（医務
費）

令和2年度新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交付金（医療
分）の国への返還金

5-4-15
医療連携体制整
備推進事業

急性心筋梗塞や脳卒中等に関する
医療連携体制の構築に要する経費

5-4-16
地域医療介護総
合確保基金造成
事業

地域医療介護総合確保基金の造成
に要する経費

5-4-13
在宅歯科医療設
備整備事業

主要施策の成果の概要
（5-1-33）に記載

5-4-14
香川大学医学部
関連事業

香川大学医学部周辺用地の維持管
理に要する経費

5-4-11
地域医療等推進
特別事業費

主要施策の成果の概要
（5-1-33）に記載

5-4-12
歯科在宅当番医
制運営事業

主要施策の成果の概要
（5-1-33）に記載

5-4-9 給与費
医務国保課職員の給与費
給料98,755、職員手当等53,046、
共済費36,368

5-4-10 地域医療行政費
医療機関及び医療従事者の指導監
督等に要する経費

5-4-7
看護職員養成・
確保事業

主要施策の成果の概要
（5-4-7）に記載

5-4-8
地域保健連携強
化推進事業

主要施策の成果の概要
（5-4-8）に記載

主要施策の成果の概要
（5-4-5）に記載

5-4-3
救急医療対策事
業

主要施策の成果の概要
（5-4-3）に記載

5-4-4

5-4-6
地域医療提供体
制等整備推進事
業

主要施策の成果の概要
（5-4-6）に記載

5-4-1
後期高齢者医療
助成事業

番号 事業名 予算現額

5-4-5
医師確保対策事
業

主要施策の成果の概要
（5-4-1）に記載

事業執行状況

へき地医療対策
事業

主要施策の成果の概要
（5-4-4）に記載

5-4-2
国民健康保険事
業

主要施策の成果の概要
（5-4-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額



３．職員数の状況（R4.3.31現在） 課名：医務国保課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(4) 31 [1] (13)  7 [1](17) 38

63 68 131

 (4) 94 [1] (13) 75 [1](17)169合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（ ）外書きにより記載。

本課・出先名称 備　　　考

医務国保課
香川県国民健康保険団体連合会派遣1名、人事
交流職員1名、育児休業1名

県立保健医療大学
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